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いつも当たり前に存在すると思われていて、なく
なって初めてその大切さに気づくもの、それが安全
です。安全は、人や機械、環境を守るものです。 

第1次産業革命のさなかの1787年、エドモンド・カー
トライトが最初の力織機を導入したことが機械化の
歴史の始まりとなりました。当時、何よりも求めら
れていたのは生産性の向上でした。織工の安全を気
にかける者はほとんどいなかったのです。これとは
対照的に、今日では、生産プロセスの効率と人の安
全の両方に等しく目が向けられています。 

したがって、この Safety Compendiumでは、実際の
規範的原則や技術的原則を伝えるだけでなく、安全
性と経済性の間の数多くの関係を明らかにすること
も重要な要素となっています。古い格言にある通り、
最初から安全を考慮に入れて正確に設計すれば、効
率的な手順や、利用者の高い支持はおのずと達成さ
れるのです。

この第 5版は、新たに作成されたものではなく、更
新バージョンです。現在では、標準的な著作物とし
て 認 識 さ れ る よ う に な っ た こ の Safety 
Compendiumを、当社のエキスパートが拡張し、
「Safety in Industrie 4.0」や「人とロボットの協働」
などの最新トピックを盛り込んでいます。 

究極的には、将来、スマートファクトリーの生産プ
ロセスを決定するのはデジタルデータとその効率的
なやりとりである、ということになるでしょう。こ
の分野では安全な通信に対するニーズが高まってい
ます。安全な通信には、機械の安全とデータや ITに
関するセキュリティの要件の両方が含まれます。そ
して、最後に、スマートファクトリーにおいては、

人間の役割に対する考え方が変わりつつあります。
人間だけが持つスキルが、生産性の向上とさらなる
効率化に寄与することになります。これは、ロボッ
ト工学などの多くの分野で、人が今以上に機械に接
近すること、あるいは人と機械が作業スペースを共
有することを意味します。この Safety Compendium
では、このような状況で「安全」に対して求められ
る要件を明らかにするとともに、その要件を満たす
方法について説明しています。

「安全」はもはや、効率性や使いやすさと対立する
規範的義務に過ぎない、とは見なされなくなりまし
た。今日ではむしろ、成熟した安全性は、生産を可
能にし、効率を高めるために極めて重要な必要条件
となっています。 

この精神にのっとり、この Safety Compendiumをお
読みいただくことが生産的な経験となることを、心
から願っています。

Renate Pilz
経営パートナー
Pilz GmbH & Co. KG
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2017-08



第 1章 序文

1-4 © Pilz GmbH & Co. KG, 2017

1 
序
文

Christian Bittnerは、Pilz GmbH & Co. KG内のコンサルティングサービスグループ
のグループマネージャで、EN ISO 12100の規格委員会の委員などを務めています。
直接お客様に接する立場にあり、リスクアセスメントの実行や、安全コンセプトの
策定、CEマーキングやその他の安全サービスの創出を担当しています。

Holger Bodeは、Pilz GmbH & Co. KGのプレスワーキンググループでプレス
のアップグレードや新しい取り付けに関する国際プロジェクトの企画を担当
しています。職務には、全面移行対策の策定や、制御コンセプト、ハザード
アセスメント、安全コンセプトの創出が含まれます。また、Pilz GmbH & Co. 
KGの認証検査機関の品質マネージャであり、マネジメントチームの一員でも
あります。

Arndt Christは、Pilz GmbH & Co. KGのカスタマーサポート部長です。この
部門内のテクニカルサポートやコンサルティングユニットなどのグループの
責任者であるとともに、システム統合やトレーニングチームの責任者でもあ
ります。安全関連のあらゆるテーマに関するお客様の要求を熟知し、安全技
術分野でユーザフレンドリな実装を保証しています。 

Roland Gaiserは、Pilz GmbH & Co. KGで発展中のアクチュエータシステム
部門の部長です。また、エスリンゲン大学のメカトロニクス・電気工学学部で、
システム開発やシミュレーションについての講義を行っています。アクチュ
エータシステムの基本的開発の分野について広範な知識を有しています。

Andreas Hahnは、Pilz GmbH & Co. KGの製品マネジメントにおいてネット
ワーク、制御システム、アクチュエータ技術を担当するシニアマネージャです。
規格委員会の委員や、各種団体のワーキンググループのメンバーも務めてい
ます。オートメーションソリューションの設計において、長年の経験を有し
ています。

1.1 著者
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Jurgen Haselは、Festo Didactic SEのトレーナー兼コンサルタントです。セ
ミナーでは、空圧、電気式空圧、バルブ端末、安全技術に重点を置いています。
以前は、Festo AGの開発部門に所属していました。数年間にわたり、Pilz 
GmbH & Co. KGのトレーニング部門と密接に連携しています。ピルツでは、
製品中立なトレーニングの一環として、TÜV Nord認定 CMSE (Certified 
Machinery Safety Expert／認定機械安全エキスパート ) コースを教えています。

1.1 著者
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Alfred Neudorfer博士は、ダルムシュタット工科大学の機械工学部で講師を
務めていました。日本の長岡技術科学大学でも安全技術の客員教授を務めま
した。安全関連製品の設計を主題とした講義やセミナー、技術論文を多数手
がけています。

Thomas Klindt教授／博士は、NOERR国際法律事務所のパートナーであり、
バイロイト大学の製品および技術法の名誉教授でもあります。国内外の製造
物責任訴訟手続きや製品リコール、損害賠償請求を監督する、同事務所内部
の製品安全および製造物責任プラクティスグループに所属しています。

Michael Moogは、Pilz GmbH & Co. KGの標準化スペシャリストとして、国際規
格委員会の業務の調整を担当しています。自身も規格委員会で活動し、規格の理
論的研究と実用的解釈を統合することで、お客様やピルツ内部をサポートしてい
ます。特に、世界中で遵守される安全記アックや製品規格、これらに対応する各
国の法的枠組みを扱い、「Approval Procedures for Plant and Machinery in North 
America (北米における設備と機械の認証手続き )」などのセミナーでその知識を
広めています。

Andreas Schottは、Pilz GmbH & Co. KG内のトレーニングおよび教育部門の
責任者です。グループマネージャとしてチームと協力し、製品中立コースと製
品別コースの両方で教育的かつ実用的な価値の高いトレーニングコンセプ
トを生み出すことに取り組んでいます。州認定の電気エンジニアおよびソフト
ウェアプログラマとして長年の経験があり、安全技術に関するお客様の実用的
な要件に精通しています。
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Eszter Sieber-Fazakas (法学修士 ) は、NOERR国際法律事務所の弁護士で、
同事務所内の製品安全および製造物責任のプラクティスグループの一員です。
このグループは国内外の製造物責任の訴訟手続きや製品リコール、損害賠償請
求を監督しています。

1.1 著者
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Klaus Starkは、Pilz GmbH & Co. KGの革新マネジメント部門の責任者です。
1996年以降、製品マネジメント部長を務めていましたが、2008年に国際営業部
長の職を引き継ぎました。ZVEIの「Safety Systems in Automation (オートメーション
における安全システム )」技術委員会の委員長や、技術イニシアチブのスマートファ
クトリー KL e. V.の取締役を務めるなど、オートメーションを支援する各種の委
員会に積極的に関与しています。

Jochen Vetterは、Pilz GmbH & Co. KGでロボットサービスのチームリーダーを
しています。直接お客様に接する立場にあり、HRCに関するサービスの実装を
担当し、HRCアプリケーション向けのリスクアセスメントと安全コンセプトの
創出に携わっています。また、HRCアプリケーションの普及を受けて、
TS 15066に準拠した生体力学的制限値の技術測定チェックも担当しています。

Gerd Wemmerは、Pilz GmbH & Co. KGのカスタマーサポート部門のアプリ
ケーションエンジニアです。機械製造業者からエンドユーザまで、幅広いお
客様向けのコンサルティングやプロジェクトエンジニアリング、安全コンセ
プトの作成を担当し、長年にわたる安全技術の実地経験があります。

Harald Wesselsは、Pilz GmbH & Co. KGの製品マネジメントにおいて製品横断的
な問題を担当する部門マネージャを務めています。産業アプリケーションにおけ
る通信を扱う国際規格委員会への参加などが担当業務です。オートメーションで
使用するフィールドバスシステムやネットワークに関して広範な知識を有してい
ます。



第 1章 序文

1-7© Pilz GmbH & Co. KG, 2017

1 
序
文

1.1 著者

2017-08

Matthias Wimmerは、規格や規制に関し、十分な情報に基づいて対処できるよう
にするためにピルツの規格グループ内で活動しています。国際規格ワーキンググ
ループの ISO/TC199/WG8のメンバーであり、機能安全の規格 (EN ISO 13849-1を
含む ) の開発の方向づけにおいて重要な役割を果たしています。また、ピルツア
カデミーのトレーニングコースやセミナーを通じ、社内外の幅広い聴衆に知識を
広めています。

Michael Wustlichは、Pilz GmbH & Co. KGでソフトウェア、アプリケーションお
よびテスト部門のグループマネージャです。標準化された認定製品の形でユーザ
レベルの安全関連ソフトウェアを開発する業務などに携わっています。チームと
ともに、全製品グループ向けの体系化されたアプリケーションテストの仕様と設
計を担当しています。
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2 製造物責任

欠陥製品に対する責任は、欧州の製造物責任指令
85/374/EECにより、欧州において整合化されました。
この法規制は、1990年 1月 1日に施行されたため、
この時点以後に市場に投入された製品に対してのみ有
効です。判例法に基づき策定されたそれ以前の製造物
責任法は、この指令によって停止されていないため、
製造物責任指令の規定は、それ以前の法の規定に加え
て適用されます。これは、ドイツの製造物責任法だけ
でなく、各加盟諸国の法律についても同様です (製造
物責任指令の第 13条 )。

製造物責任指令は、加盟諸国が製造物責任に関する
国内規制を施行することに関し、大幅な選択の余地を
残しています。例えば、これは、開発リスクに対する責
任を盛り込むオプションについて適用されます (製造物
責任指令の第 15 条第 1 (B) 項 )。ルクセンブルクと
フィンランドに加え、限定的な範囲でフランスとスペイン
が、このオプションを行使しました。製造物責任指令
が最小限の整合化のみにとどまるものかどうかという疑
問については、欧州司法裁判所 (ECJ) は、一貫性のあ
る判例法に従って、完全な整合化という立場を取って
いることに留意する必要があります。したがって、加盟
諸国は、消費者保護のために、同指令から逸脱して
EUの法律に定められた規格を超えて製造物責任を拡
大適用することを禁じられています。

法的側面に関するこの ECJの判決にもかかわらず、EU
の製造物責任指令は、依然として EU加盟各国で国内
法として一律に導入されていません。

市場参入時には、これに加え、EU加盟各国の国内の
契約／責任／民事法に関する製造物責任面をさらに考
慮に入れる必要があります。

本 Safety Compendiumでは、現在の EU加盟 28か
国のこのような複雑な法的枠組みについて取り上げるこ
とはできません。本書の主たる目的は、欧州の機械安
全に関する基礎知識を伝達することです。
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欧州連合では、ますます緊密な統合が進行していま
す。これは、機械製造業者にとっては法律、規則、
規制のいっそうの整合化を意味します。少し前まで
は、各国が日常生活の様々な分野や経済に関する独
自のガイドラインを発行していましたが、今日では、
欧州域内の規制は標準化の一途をたどっています。
 
欧州の法律、指令、規格は、どのように関係してい
るのでしょうか？ 

まず、EUは、指令を通じて一般的な安全目標を明
確に示します。これらの安全目標は、より明確に定
める必要があり、規格を通じて実際の規定が定めら
れます。

EU指令は通常、具体的な問題を扱います。指令自
体が個人や企業に直接影響することはありません。
指令は、EU各国の合意を通じてのみ効力を生じ、 
EU域内の各国で国内法に組み込まれます。EU各国
では、法律や規制は関連する EU指令を参照するた
め、指令が国内法のレベルに格上げされます。指令
が採択されてから、国内法に組み込まれるまでの間、

移行期間が置かれることはもちろんです。指令は、
この期間中に各国の国内法に組み込まれます。しか
し、ユーザにとって通常、これは重要ではありま
せん。なぜなら、指令自体がそれぞれの有効期限を
明確に示しているからです。したがって、これらの
文書のタイトルに「指令」と記述されていても、EU
域内では実務的に法律のレベルになります。

法律と指令の関係は、上記の通りですが、規格の問
題については、これから説明します。 

規格自体は、読むと興味深いものですが、EU官報
で発行されるか、国内の法律または規制によって参
照されるまで、それだけでは法律との直接の関連性
はありません。これらは、規格が「適合性の推定」を
取得するために使用できる発行物です。「適合性の
推定」とは、製造業者が、規格の仕様に従っている
限り、規格の対象となる、規格に対応する指令の要
件を満たしていると見なすことができることを意味
します。そのため適合性の推定は、言わば適切な行
為を確認するものです。公式かつ法的には、これは
立証責任の転換と呼ばれます。製造業者が整合規

translate/
adopt

write/
EU standard 

national standards 
are linked to 
national laws

National standards 
DIN/BS/...

National 
laws

Governments of 
EU states

initiates writes

EU Official Journal 
links EN standards 

to EU directives

EU directives 
EU standards

EN ...

EU government

Content 
is identical

EU treaties require national 
implementation of EU documents 

into national documents

EU域内の整合規格と法律の関係
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格を適用している場合に、何らかの疑いがあるとき
は、不法行為が証明される必要があります。製造業
者が整合化された規格を適用していない場合、その
製造業者は、指令に準拠していることを証明する必
要があります。
製造業者が規格に準拠していないとしても、不適切
な行為を行ったとは必ずしも言えません。特に、革
新的な産業では、関連規格が存在しない、あるいは
不十分な可能性があります。その場合、製造業者は、
関連指令の安全目標に準拠するために必要な注意を
払ったことを独自に立証する必要があります。通常、
このような方法はより複雑ですが、特に革新的な産
業では避けられないことがあります。

EUがすべての規格を官報で発行しているわけでな
いために、多くの規格が依然として整合化されてい
ないことは、ここで強調しておく必要があります。
そのような規格は技術的に大きな関連性があると見
なされる場合でも、適合の推定はありません。但し、
EU官報に記載されていない規格が、整合化と同等
のステータスになることがあります。例えば、既に
整合化されている規格が関連する規格を参照する場
合などです。EU官報に記載されていないその規格
は、言わば非公式な手段を介して整合化されること
になります。

2008-11
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3.2.1 機械安全の基礎 :  機械指令と CEマーク

機械指令 (MD) は、欧州域内の貿易障壁を取り除き、
自由な域内市場を実現することを目的に、1993年
に批准されました。機械指令は、2年間の移行期間を
経て、1995年 1月 1日に法的拘束力を生じました。
これは、人と機械の相互作用に関する標準化された
安全衛生要件を定めており、機械安全に関して存在
する各国の数多くの規制に取って代わっています。
機械指令 2006/42/ECは、2009年 12月 29日から
適用されています。

CEマークの「CE」は、「Communauté Européenne」  
(欧州共同体 ) を表しています。製造業者は、自社の
製品に関連する欧州域内市場の指令をすべて考慮し、
該当する適合性評価手順をすべて適用したことを証
明するために、このマークを使用します。CEマー
クが貼付された製品は、国内規制を考慮せずに輸入
および販売することができます。そのため、CEマー
クは「ヨーロッパへのパスポート」と呼ばれます。

一般的に言うと、新しいコンセプト (「ニューアプ
ローチ」) に基づく指令はすべて CEマーキングにつ
いて定めています。ある製品が、CEマーキングに
ついて定めた複数の指令の適用範囲に該当する場合
には、CEマーキングは、その製品がそれらすべて
の指令の規定に準拠していると推定されることを示
します。 

3.2.2 法的原則

CEマーキングの貼付義務は、CEマーキングについ
て定めた指令の適用範囲に該当する製品で、単一市
場に投入されるすべての製品に適用されます。した
がって、CEマークは、指令の適用範囲に該当する
以下の製品に添付すべきです。 

• 製造国が加盟国であるか第三国であるかにかかわ
らず、すべての新品製品 

• 第三国から輸入された使用済み製品、および中古
製品

• 大幅に改造されており、新品の製品として指令の
適用範囲に該当する製品

これらの指令では、特定の製品を CEマーキングの
適用対象外としている場合があります。

製造業者は、自社製品が関連指令の要件を満たして
いることを示すために EC適合宣言書を使用します。

以下の情報は、機械指令の観点から CEマーキング
について説明することを目的としています。

2017-08
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3.2.3 機械の CEマーキング

3.2.3.1 機械とは？

以下は、機械指令における機械の定義の1つです。 

連結された部品や部分から成る組立て品で、少
なくともその 1つ以上が動き、全体で特定の用
途を満たすもの (機械指令の第 2条を参照 )。

機械指令における機械の例

機械指令では、以下も機械と見なされます。

• 機械または複雑な設備から成る組立て品 (複雑な
設備には、複数の機械から成る生産ラインや特殊
用途機械が含まれます )

• 安全部品 (どの部品を安全部品に分類するかとい
う問題には、大いに議論の余地があります。機械
指令の附属書 Vには、極めて包括的な安全部品の
リストが記載されています。)

• 機械の基本機能を変更することができる、互換性
のある機器

• 機械を組み立てるために、他の機械／機械部品に
組み込まれる予定の半完成機械

3.2.3.2 設備と機械の CEマーキング

機械指令によると、機械製造業者とは、様々な原産
地の機械や機械部品を組み立てて、市場に投入する
者を言います。

製造業者は、実際の機械製造者である場合もあれば、
機械の運用者 (機械を改造した場合には、それによっ
て製造業者となる ) の場合もあります。組み立てら
れた機械の場合には、各種の機械部品が新しい機
械を構成するように各種の機械から新たな設備を組
み立てた製造業者、組立て業者、プロジェクトマネー
ジャ、エンジニアリング会社、あるいは作業者自身
であることもあります。

しかし、機械指令によると、機械の設計と製造に責
任を負うのは、1社 (1人 ) の製造業者に限られます。
この製造業者またはその法定代理人は、設備全体の
管理手順を実施する責任を負っています。この製造
業者は、製品を市場投入するために必要な以下の手
順について責任を負う法定代理人を指名することが
できます。

• 設備の技術資料の作成
• 技術資料の発行
• 設備の取扱説明書の提供
• 設備の適切な位置への CEマークの貼付、および
設備全体に関する EC適合宣言書の作成

3.2 CE マーキング
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製造業者は、契約の作成過程や部品の要件マニュア
ルにおいて、早期に安全面を考慮することが重要で
す。これらの文書は、機械のパフォーマンスの観点
からのみ作成してはなりません。製造業者は、技術
資料の全体について責任を負い、各サプライヤがこ
のプロセスで引き受ける部分を決定する必要があり
ます。

3.2.3.3 欧州経済領域での機械の使用

製造場所や製造日にかかわらず、1995年 1月 1日
以降に初めて欧州経済地域で使用されるすべての機
械には、EUの機械指令が適用されるため、CE認定を
受ける必要があります。

3.2.3.4 組立て機械

大規模な生産ラインでは、機械は、個別の機械を複
数組み合わせて組み立てられた機械で構成される場
合が多くあります。個々の機械にそれ自体のCEマー
クが貼付されている場合でも、設備全体の CEマー
キングプロセスを経ることが必要になります。

3.2.3.5 EU域外の国からの機械の輸入 

EU域内で使用するために第三国から機械を輸入す
る場合には、EU市場への投入時にその機械が機械
指令に準拠している必要があります。欧州経済領域
内で初めて機械を市場投入する者は誰でも、適合を
証明するために必要な文書を持っているか、または
その文書を入手できる必要があります。これは、取
り扱う機械が「古い機械」であるか「新しい機械」
であるかにかかわらず、適用されます。

3.2.3.6 自己使用の機械

機械指令は、自身が使用するために機械を製造する
ユーザにも、機械指令の準拠を義務付けています。
自由貿易という観点では、(機械を売買するわけで
はないので ) 何ら問題はありませんが、機械指令は、
このような新しい機械の安全レベルが、市場投入さ
れている他の機械の安全レベルと同等であることを
保証するために適用されます。

個々の機械および設備全体の CEマーキング

3.2 CE マーキング
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3.2.3.7 機械のアップグレード

基本的に、機械指令は、新しい機械に対する要件を
定めるものですが、新しいハザードが予期される程
度に機械が改造された場合には、そうしたアップグ

「機械の大幅な改造」の決定木、出典 :  連邦労働社会省

レードが大幅な改造と見なされるかどうかを判断す
るために分析を実行することが必要になります。こ
れに該当する場合には、新しい機械と同様の対策が
講じられます。

3.2 CE マーキング

2017-08
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異なる規格を参照して製造された新しい機械に既存
の機械を連結する場合は、独特の問題が存在します。
特に、EN 954-1 に基づき製造された機械が、
13849-1に基づき製造された別の機械に連結される
場合には、これが該当します。EN 954-1は、2011
年 12月 31日まで有効でした。これには、安全技術
の統合が含まれていますが、部品の妥当性確認は含
まれていません。現行規格の EN ISO 13849-1は、
安全機能の妥当性確認を要求しています。この場合、
両方の機械の安全機能に関するデータは形式が異な
るため、連結された新しい機械の妥当性確認はさら
に困難になります。経験豊富なピルツは、このよう
なケースでサポートを提供することができます。ピ
ルツは、法定代理人として、常に現行規格を考慮に
入れながら、第三者に代わって EC適合性評価手順を
実施します。

3.2.3.8 連結された機器

ある機械に生じたイベントが別の機械に安全関連の
影響を及ぼす場合には、そのシステムは、もはや単
一の機械と見なすことはできません。

これには、次のような基本原則が適用されます。連
結された設備は、(特に、機械指令に関する ) 最新の
法的ステータスに準拠しなければならず、設備全体
に対して適合性評価手順を繰り返す必要があります。

通常、新しく追加された機械や、新しい機械と既存
の機械の間のインタフェースは、適切な安全対策を
見極めるために、まずリスクアセスメントを受ける
必要があります。これに基づいて、安全コンセプト
が、安全設計 (安全要件の仕様 ) やシステム統合と
ともに策定されます。このプロセスは、実施された
安全対策がすべての要件を満たしていることを証明
するための安全機能の妥当性確認によって完了しま
す。連結された機器の場合にも、このプロセスは、
システム全体に対する EC適合宣言書で終了する必
要があります。

3.2 CE マーキング
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3.2.3.9 CEマークを取得するまでの 8ステップ

1. Categorise the product

2. Check the application of additional directives

3. Ensure that safety regulations are met

4. Perform the risk assessment

6. Compile the technical documentation

7. Issue the declaration of conformity

8. Affix the CE mark

5. Validation

ステップ 1:  製品を分類する 

CEマーキングプロセスは、製品の分類で始まりま
す。以下の質問に回答する必要があります。

• その製品は機械指令の対象となりますか？

ここでは、機械指令 2006/42/ECによって (以前の規
格とは異なり ) 新たに導入された製品 (圧力容器、蒸
気ボイラ、ケーブル鉄道など ) がある一方で、除外さ
れた製品 (家電機器、オフィス機器など ) もあること
に留意することが重要です。

• その製品は機械指令の附属書 IVに列挙されていま
すか？

機械指令の附属書 IVは、プレス、木工機械、運搬用
エレベータ等、「特に危険」と見なされる機械を列
挙しています。この場合、CEマーキングと適合性
宣言では特別な要件を満たす必要があります。

• その機械は、サブシステムまたは半完成機械ですか？ 

製造業者は、機械指令の附属書 Iの全範囲を満たす作
動可能な機械に関する EC適合宣言書を発行します。
附属書 Iの全範囲をまだ満たすことができないロボッ
トなどのサブシステムの場合には、附属書 IIの Bに
従って組込み宣言書を発行します。 

機械指令 2006/42/ECが有効になった瞬間から、す
べての半完成機械は、附属書 IIに従って組込み宣言
書を添付する必要があります。同時に、製造業者は
リスクアセスメントを実行するとともに、附属書 VI
に適合する組立て説明書を提供する必要がありま
す。このような機械は不完全であり、単独では使用
できないため、製造業者の宣言書または組込み宣言
書によって、事実上、このサブシステムの使用は禁
止されることになります。 

3.2 CE マーキング
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• それは安全部品ですか？

安全部品は、機械指令 2006/42/ECに適合する機械
と見なされるため、CEマークを付与されます。

No Yes

YesNot considered or only partially considered

CE marking 
by manufacturer

EC-type 
examination 

ANNEX IX

Checks on 
manufacture 

by manufacturer 
ANNEX VIII

Full quality 
assurance by 
manufacturer 

ANNEX X

Checks on 
manufacture 

by manufacturer 
ANNEX VIII

Checks on 
manufacture 

by manufacturer 
ANNEX VIII

Full quality 
assurance by 
manufacturer 

ANNEX X

Documentation 
by manufacturer 

ANNEX VII

Documentation 
by manufacturer 

ANNEX VII

Documentation 
by manufacturer 

ANNEX VII

Machinery 
listed in 

ANNEX IV?

“Completed” 
machinery

Harmon. 
standards 

applied 
ARTICLE 7

新機械指令に基づき導入される可能性のあるアセスメント手順

3.2 CE マーキング
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ステップ 2: その他の指令の適用を確認する 

機械に別の面を対象とする他の EU指令が適用され
るだけでなく、その EU指令にも CEマークの貼付
が定められている場合には、CEマークを貼付する
前に、これらの指令の規定を満たす必要があります。
例えば、機械に電機機器が含まれるときは、多くの
場合、低電圧指令が適用され、さらに、EMC指令が
適用される可能性もあります。

ステップ 3: 安全規制への準拠を確認する

機械指令の附属書 Iに準拠して本質的安全衛生要
件を満たすことは製造業者の責任です。これらの要
件に関する記述はいくらか抽象的ですが、具体的な
詳細は、EU規格を通じて定められています。

EUは、指令と関連整合規格のリストを公開してい
ます。これらの規格の適用は任意ですが、準拠する
ことで、規制に対する適合性の推定を取得すること
ができます。その結果、要求される証拠の量を大幅
に削減でき、リスクアセスメントを組み込みために
必要な労力が大幅に軽減されます。

3.2 CE マーキング
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Pilz GmbH & Co. KGによるリスクアセスメントからの抜粋

ステップ 4: リスクアセスメントを実行する

3.2 CE マーキング

2017-08

  
  
Pilz  GmbH  &  Co.  KG  
  

Risikobeurteilung  –  Roboter-Fertigungsapplikation/Messe   1  
CORB  

  

Identifizierung  der  Gefährdung   Gefahren-­Nr.:   2.14  

Titel   Gefährdungen  durch  quasi-­statischen  Kontakt  zwischen  Roboter  und  Anlagenteilen  

Ort   Kamera-Öffnung  in  der  Tischplatte      
  

  

  

Gefährdungs-­
auswirkung   Obere  Extremitäten  

Lebensphase   Normalbetrieb,  Einrichten,  Wartung,  
Instandhaltung,  und  Reparatur  

Tätigkeit   Be-, Entladen  der  Applikation,     
Bergen  von  losgelassenen  Teilen,  
Rüsten/Einstellen,  Programmieren/  
Testen,  Beseitigen  von  Störungen    
im  Arbeitsablauf,  Beobachten  von  
Fertigungsläufen,  Fehlersuche  und  
-beseitigung,  Reinigung/Wartung  

  

Tätigkeits-  
Erklärung  

Manuelle  Tätigkeit  in  dem  
Arbeitsbereich  des  Roboters,    
bei  bestimmungsgemäßem  Betrieb.    

Art  der  
Gefährdung   Mechanische  Gefährdung    

Ursprung    
oder  Folgen   Quetschen    

Beschreibung   Während  des  Betriebes  und  der  damit  verbundenen  Bewegungen  des  Roboterarms  
besteht  die  Gefahr,  dass  Gliedmaßen  zwischen  Roboterarm  und  festen  Anlagenteilen  
bei  der  Fahrt  zur  Kamera  gequetscht  werden  können.    

  

Risikoeinschätzung  und  -­bewertung  

Schwere  der  möglichen  Verletzung:   11   Möglichkeit  zur  Vermeidung:   2.5  

Möglichkeit  des  Auftretens  eines  
Gefahr  bringenden  Ereignisses:   2.5   Häufigkeit  der  Exposition:   5  

Pilz  Hazard  Rating  (PHR):   343   Risikohöhe:   Hohes  Risiko  

  

Konzept  zur  Risikominderung   Referenz  

Risikominderung  1:  Konstruktive  Schutzmaßnahmen:  
Anlagenteile  müssen  so  gestaltet  werden,  dass  sie  gemäß  EN  349  mit  dem  Roboter  
keine  gefährlichen  Quetsch-­  und  Scherstellen  bilden.  Wenn  dies  konstruktiv  nicht  
möglich  ist,  müssen  die  möglichen  Kollisionsflächen möglichst groß sein.
Risikominderung  2:  Technische  Schutzmaßnahmen:  
Quetsch-­  und  Scherstellen  sind  durch  Begrenzung  der  Freiheitsgrade  des  
Robotersystems  so  weit  als  möglich  zu vermeiden.
Verbleibende  Quetschstellen  sind  durch  Begrenzung  der  Roboter-Dynamik    
und  -Leistung  abzusichern.  Es  müssen  die  biomechanischen  Grenzwerte  der    
TS  15066  eingehalten  werden.  
  

EN  349  
EN  ISO  10218-­2  
TS  15066  
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Hazard Identification Hazard No: 2.14 

Title Hazards generated by quasi-static contact between the robot and parts of the system 

Location Robot, robot area (working range of 
the robot) 

 
 

 

 

Impact of 
hazard Finger, Hand ND 

Life phase Normal operation, setup, 
maintenance, servicing and repair 

Activity Automatic mode, semiautomatic 
mode, tooling/adjusting, 
programming/testing, eliminating 
disruptions in the workflow, 
monitoring production processes, 
troubleshooting and fault 
rectification, cleaning/maintenance, 
repair 

 

Explanation 
of activity 

n/a 

 

Type of hazard Mechanical hazard  

Origin or 
consequences Shearing, crushing  

Description During operation and the associated movements of the robot arm there is a danger of limbs 
between crushed or severed between the robot arm and fixed parts of the system. 

 
 

Risk estimation and risk evaluation 

Degree of possible harm: 11 Possibility of avoidance: 2.5 

Probability of occurrence of a 
dangerous event: 2.5 Frequency of exposure: 5 

Pilz Hazard Rating (PHR): 343 Risk level: High risk 
 

Risk reduction concept Reference 

Risk reduction 1: Design safeguards: 
System parts must be designed in such a way according to EN 349 that they 
cannot form any hazardous crush or shear points with the robot. Any remaining 
crush points must be designed in accordance with ISO TS 15066. 
Risk reduction 2: Technical safeguards: 
Optimisation of the robot path in order to avoid crush and shear points. 
The following measures must be taken using safety proven software in 
accordance with TS 15066: 
- Reduction in velocity 
- Reduction in force  

EN ISO 12100 
EN ISO 13849-1 
EN 349 
EN ISO 10218-2 
EN ISO 13857 
EN ISO 13850 
ISO TS 15066 
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ステップ 6: 技術資料を作成する

技術資料は、機械指令に準拠して、特に次の内容で
構成されます。

• 機械の全体的な図面と制御回路の図面
• 完全かつ詳細な図面 (機械が本質的安全衛生要
件を満たしていることを確認するために必要な計
算書やテスト結果等を添付 )

• 機械の設計時に用いた本指令の基本的要件、規格、
その他の技術仕様のリスト、機械によって発生す
るハザードを除去するために実装された保護対策
の説明 (一般にはリスク分析の対象範囲 )

• 技術レポートまたは証書、適合性を示すレポート
またはテスト結果

• 機械の取扱説明書
• 機械の一般的説明 
• 適合性宣言書または組込み宣言書、および組立て
説明書 

• 機械、または機械に組み込まれた装置の適合性宣
言書

この文書は、物理的な紙文書でいつまでも提供可能
である必要はありませんが、その重要性に応じた期
間内に収集して提供することが可能である必要があ
ります。製造日から少なくとも 10年以上保存し、
国内の関連当局に提示できる必要があります。連続
して製造する場合には、この期間は、最後の機械の
生産日に開始しなければなりません。

製造業者は、機械に関連するハザードをすべて明ら
かにするために、リスクアセスメントを実行する義
務があります。その後、機械の設計および組立ての
際に、このアセスメントの結果を考慮する必要があ
ります。リスクアセスメントの内容および範囲は、
どの指令にも規定されていませんが、EN ISO 12100
には、一般的な手順が記載されています。

機械が最初に市場投入された時点以降のライフサイ
クル全体を考慮に入れながら、意図された用途に基
づき、関連ハザードをすべて特定する必要がありま
す。機械のオペレーション、清掃、メンテナンスス
タッフなど、機械に接する様々なグループを考慮す
る必要もあります。 

各ハザードについてリスクアセスメントを実行し、
リスクを評価します。最先端技術に基づいて、規格
に準拠したリスク低減策を策定します。同時に残留
リスクを評価します。危険点から発生する残留リス
クを許容レベルまで低減できない場合には、追加の
対策が必要です。必要な安全性が達成されるまで、
この反復プロセスを継続します。

ステップ 5: 妥当性確認

妥当性確認は、適合性評価手順の重要なステップで
す。基本的には、機械が安全規制を満たしているこ
との証明は、妥当性確認によって行われます。妥当
性確認に関する情報はすべて、第 3.6章で確認でき
ます。

3.2 CE マーキング

2017-08



3-15

第 3章 規格、指令、法律

© Pilz GmbH & Co. KG, 2017

3 
規
格
、
指
令
、
法
律

ステップ 7: EC適合宣言書を発行する

製造業者は、EC適合宣言書を発行することで、製
品に適用される指令をすべて考慮したことを宣言し
ます。EC適合性宣言の署名者は、会社を代表する
権限を有している必要があります。つまり、署名者
は、自己の職務のために、EC適合宣言書への署名
などの法的取引を行う法的権限を持っている必要が
あるということです。

会社の権限を有する従業員が EC適合宣言書に有効
な署名をした時点で、自然人である責任者、および
該当する場合は法人である会社の責任が発生します。

宣言書は、法定代理人が署名することもできます。

機械指令は、技術資料の作成権限者を指名するため
の宣言も要求しています。この権限者は、EU域内
に定住している必要があります。

ステップ 8: CEマーキングを貼付する

10

1

5

20

10 5 17 20 37
10 27

CEマークの特徴

CEマークは、EC適合宣言書が発行された後に貼付
することができます。

完成品の機械の CEマーキングは、部品などの他の
CEマーキングとは明確に区別できることが重要で
す完成品の機械の CEマーキングは、他のマーキン
グと混同されないように、機械の型式を記載したプ
レートに添付することが推奨されます。このプレー
トには、製造業者の名前と所在地も記載する必要が
あります。

3.2 CE マーキング
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現在利用可能な約 30の有効な指令のうち、一般的
な機械メーカーに関係するものはごくわずかです。
一部の指令には、指令番号 (2006/42/ECなど ) に加
えて、非常に長い、あるいは官僚的なタイトルがつ
いています。指令番号の末尾には、違いが見られる
場合があります。この部分には、言語圏や発行日に
応じて EC、EU、EG、EWGなどの略称が含まれる

ためです。その結果、通常は、指令を名称で識別す
るのは非常に困難です。このような長いタイトルは 
(誤解につながる可能性があるにもかかわらず ) 個々
に省略されることもよくあります。以下にいくつか
の主要な指令の公式なタイトルと通常使用される非
公式の略されたタイトルのリストを示しています。

指令 略されたタイトル (非公式 ) 公式タイトル

2006/42/EC 機械指令 機械類に関する 2006年 5月 17日付欧州議会・理事会指令
2006/42/EC、および修正指令 95/16/EC (改正 )

2001/95/EC 製造物安全一般指令 2001年 12月 3日付欧州議会・理事会指令 2001/95/EC

2014/30/EU EMC指令 電磁両立性に関する加盟諸国の法律の整合化のための 2014年 2
月 26日付の欧州議会・理事会指令 2014/30/EU (改正 )

2014/53/EU 無線機器指令 無線機器の市場投入に関する加盟諸国の法律の整合化および指令
1999/5/EECの廃止に関する 2014年 4月 16日付の欧州議会・理
事会指令 2014/53/EU

2003/10/EC 騒音指令 物理的要因 (騒音 ) に起因する危険性への労働者の曝露に関する
安全衛生最低要件に関する 2003年 2月 6日付の欧州議会・理事
会発行の指令 2003/10/EC

2014/35/EU 低電圧指令 特定の電圧範囲内での使用を目的として設計された電気機器の市
場投入に関する加盟諸国の法律の整合化のための 2014年 2月 26
日付の欧州議会・理事会指令 2014/35/EU

規制 (EU) 
2016/425

PPE指令 個人用保護具および理事会指令 89/686/EC (2019年 4月 20日ま
での移行期間に適用される 89/686/EEC) の廃止に関する 2016年
3月 9日付の欧州議会・理事会規制 (EU) 2016/425

指令の目的は、EU域内の物品の自由な移動を保証
することです。指令の全文はオンラインで確認でき
ます。本書では、これらのすべての指令のうち、機
械指令についてのみ詳細に検討します。但し、関連
規格のリストではもちろん、他の指令に関係する規
格を参照しています。 

3.3 指令
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3.3.1 機械指令

2006/42/ECには、機械の機能安全の面で特別な意
味があります。一般に「機械指令」として知られる
この指令は、機械に関する欧州の安全要件の標準化
に関わるものです。 

3.3.1.1 内容

機械指令は、機械安全の主要な面を対象としていま
す。機械指令の内容は以下の通りです。

• 範囲、市場投入、流通の自由
• 適合性評価手順
• CEマーキング
• 本質的件安全衛生要
• 機械のカテゴリおよび適用される適合性評価手順
• EC適合宣言書および型式審査
• 認証機関の要件

3.3.1.2 法的効力

機械指令 2006/42/ECは、2009年 12月 29日以降、
旧バージョンの 98/37/ECに取って代わりました。
移行期間はありませんでした。

3.3.1.3 機械指令に関する規格

機械指令に列挙されている規格であって、それゆえ
に整合化されたと見なされるすべての規格の名前を
挙げることは、この時点では意味がありません。
2016年の冬の時点で、直接列挙されている規格は
750を超えていました。さらに、直接列挙されてい
る規格を通じて間接的に関連するすべての規格を追
加することは、本書の範囲をはるかに超えてしまい
ます。そのため、以下の章では、一般的に重要性の
ある機械指令の規格を集中的に取り上げます。

3.3 指令

2017-08
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3.4.1 発行者と範囲

欧州レベルでの法律の整合化は、規格の整合化の
きっかけにもなりました。ほぼすべての国で、従来
から独自の規格協会が 1つ以上存在しています。ま
た、国際的な協力機構もいくつか存在します。これ
は、同じ規格が異なる名称、異なるレベルで発行さ
れていることを意味します。すべてではないにして
も、ほとんどのケースで規格の一般名が国内規格の
名称の一部として残されて、認識可能です。詳細は
以下の通りです。

3.4.1.1 国際規格

国際レベルでは、エンジニアリングスタンダードの
最も重要な発行者は、おそらく国際電気標準会議 
(IEC) と国際標準化機構 (ISO) で、どちらもジュネー
ブに本部があります。 IECは、主に電気および電子
分野に関する問題に関係しており、ISOは、主に機
械に関する問題を扱っています。現在、100か国を
優に超える国が両組織に加盟しており、IECと ISO
が策定した規格を非常に重要視しています。 

EN規格は欧州レベルで適用されます。通常、EN規
格 は、EU の イ ニ シ ア チ ブ と し て CEN と
CENELECを通じて策定されます。IECや ISOと同
様に、CENと CENELECも規格の策定を分担してい
ます。CENELECは、電気分野の問題を担当してい
ます。 

今日では、多くの規格が、EUとの協力によって、
CENおよび CENELECを通じ、IECまたは ISO規格
として一括して策定されています。EN IECまたは
EN ISOの規格は、このような取り組みの成果です。 

3.4.1.2 国内規格

欧州全土に存在する国内規格と規格協会は、ほとん
ど手に負えないほど多様です。少なくとも EUでは、
大部分の規格を EN規格として直接作成し、その後、
国内レベルで反映することを目標としています。つ
まり、EN規格が国内規格として宣言されるか、ま
たは国内規格が EN規格として導入されます。 

例えば、ドイツでは、ドイツ規格協会 (Deutsches 
Institut für Normung - DIN) が国内規格の発行に責任を
負っています。今日では、DIN規格は、CENまたは
CENELECと連携して、DIN EN ISOまたは DIN EN
として直接策定することが一般的な慣行となってい
ます。通常、これらの規格間の唯一の違いは、EN、
ISOまたは IEC規格の前に付く国の略称です。 

同じ規格が EUレベルでは、EN ISOや EN IEC規格
として施行されますが、全く同じドイツの規格が
DIN EN ISOまたは DIN ENと呼ばれます。他の欧州
諸国でも、この手順はほぼ同じですが、規格を発行
する協会が異なっています。オーストリアではオー
ストリア規格協会 (Österreichisches Normungsinstitut 
- ÖNorm)、イギリスでは英国規格協会 (BSI) です。 

ISO規格が EN規格になる場合には、そのタイトル
は EN ISOとなります。さらに、これが DIN規格に
なる場合には、完全なタイトルは、DIN EN ISOとな
ります。協会がローカルなものであるほど、名前の
前の方に表示されます。これには奇妙な例外があり
ます。IEC規格は、EN規格になると、IECの名前は
省略されます。IEC 61508 は、欧州規格では EN IEC 
61508、ドイツでは DIN EN IEC 61508になります。

中国やスイスなど、多くの国は、一元的な規格協会
による、欧州と同様の手順に従っていますが、その
他の場所では、依然として驚くような状況であるこ
ともあります。米国では、ANSI、OSHA、RSA、UL
などによって規格が発行されています。

3.4 規格
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3.4.2 ENエンジニアリング安全規格

この時点で、本書において欧州のエンジニアリング
安全規格の完全なリストを提供する意図はまったく
ありません。機械指令だけでも、760以上の規格が

規格 整合化 タイトル

EN 349:2008 有 機械類の安全性 
人体の部位が押しつぶされることを回避するための最小間隔

EN 547-1～ -3:2008 有 機械類の安全性 
人体測定値

EN 574:2008 有 機械類の安全性
両手操作制御装置 – 機能面
設計の原則

DIN EN ISO 14120:2016 
(EN 953:2009の後継 )

有 機械類の安全性
ガード – 固定および可動式ガードの設計および構造に関する一般要件

EN 1005-1～ -4:2008
EN 1005-5:2007

有
いいえ

機械類の安全性
人間の身体能力

EN 1037:2008
ISO 14118:2000と同一

有 機械類の安全性
想定外の起動防止

EN ISO 14119
(EN 1088:2008および
ISO 14119:2006の後継 )

有 機械類の安全性
ガード関連のインターロック装置設計および選定の原則

DIN EN ISO 11161:2010 有 機械類の安全性
統合生産システム – 基本要件

EN ISO 12100:2010
(EN ISO 12100-1および
2、EN ISO 14121、
EN 292の後継 )

有 機械類の安全性
設計のための一般原則 – リスクアセスメントとリスク低減

EN 12453:2000 無 工業、商業、車庫用ドアおよびゲート
電動式ドア使用の安全性 – 要件

EN ISO 13849-1:2015 
(EN ISO 13849-1:2009
の後継 )

有 機械類の安全性
制御システムの安全関連部 - パート 1:  設計のための一般原則

EN ISO 13849-2:2012 有 機械類の安全性
制御システムの安全関連部 - パート 2: 妥当性確認

EN ISO 13855:2010 有 機械類の安全性
人体部位の接近速度に基づく安全防護物の位置決め

EN ISO 13857:2008 有 機械類の安全性
危険区域への上肢および下肢の接近を防ぐ安全距離

整合規格として列挙されています。以下のセク
ションでは、一般的な安全規格をいくつか選んで検
討しています。個々の規格の重要性に応じて、様々
な詳細レベルの説明がなされています。 

3.4 規格
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規格 整合化 タイトル

ISO/TR 23849:2010 (IEC/
TR 62061-1:2009と同一 )

無 機械の安全関連制御システムの設計に ISO 13849-1および IEC 62061を適
用するためのガイダンス

EN 60204-1:2010 有 機械類の安全性
機械の電気機器 – パート 1: 一般的な要件

EN 60947-5-1:2009
EN 60947-5-2:2012
EN 60947-5-3:2005
EN 60947-5-4:2003
EN 60947-5-5:2013
EN 60947-5-6:2001
EN 60947-5-7:2003
EN 60947-5-8:2006
EN 60947-5-9:2007

有 低電圧開閉装置および制御装置
パート 5:  制御回路装置および開閉素子 

EN 61326-3 パート 1 
および 2:2008

無 測定、制御および試験所用電気機器 –EMC要件

EN 61496-1:2010 有 機械類の安全性
電気的検知保護設備 - パート 1:  一般要件およびテスト

IEC 61496-2:2013
CLC/TS 61496-2:2006

無 機械類の安全性
電気的検知保護設備 - パート 2: 能動的光電保護装置 (AOPD) を使用する機
器の特定要件

CLC/TS 61496-3:2008
(EN 61496-3:2003の後継 )

無 機械類の安全性
電気的検知保護設備 - パート 3: 拡散反射形能動的光電保護装置 (AOPDDR) 
の特定要件

EN 61508 パート 1～
7:2010

無 安全関連の電気、電子、プログラマブル電子制御システムの機能安全

EN 61511 パート
1-3:2004

無 機能安全 - プロセス産業分野の安全計装システム

EN 61784-3:2010 無 産業用通信ネットワーク – プロファイル – パート 3: 機能安全フィールドバ
ス – 一般規則とプロファイル定義

EN 61800-5-2:2007 有 可変速電気駆動システム – パート 5-2:  安全要件 – 機能
IEC/TS 62046:2008 無 機械類の安全性

人間の存在を検出する保護設備の使用基準
EN 62061:2016 有 機械類の安全性

安全関連の電気、電子、プログラマブル電子制御システムの機能安全
IEC/TR 62685:2010 無 産業用通信ネットワーク – プロファイル – IEC 61784-3機能安全通信プロ

ファイル (FSCP) を使用する安全装置のアセスメントガイドライン
NFPA 79:2013 無 産業用機械

2017-08
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3.4.3 一般規格と設計仕様

3.4.3.1 EN ISO 12100と EN ISO 14121

規格 整合化 タイトル

EN ISO 12100:2010
(EN ISO 12100-1 
および -2、EN ISO 
14121-1の後継 ) 

有 機械類の安全性
設計のための一般原則 – リスクアセスメントとリスク低減

2010 年に、EN ISO 12100 によって、EN 12100-1
および -2に加え、EN 14121-1のさらなる概要が提
供されました。この規格は、名前を挙げている規格
と内容は同じもので、それらを単に 1つの文書にま
とめたものです。

次のページ (3-22ページ ) に示されている図は、こ
の規格で検討されている個々の要素を示していま
す。この規格では、考慮が必要なハザード、リスク
要因、設計原則を豊富に取り上げています。

2017-08
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図の中で、背景が濃い黄色の部分は、ユーザ規格
EN ISO 13849-1とEN/IEC 62061の適用範囲であり、
詳細に検討されています。この図では、可能な限り、
関連する面を取り上げている規格内の対応セク
ションを参照しています。いくつかの点は複数の規
格に記載されていますが、概してその詳細レベルは
異なっています。
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Risk assessment
Clause 5

Risk analysis

Hazard and task identification
for all lifecycles and operating modes

Clause 5.4 and Annex B

Separate
for each risk

Risk reduction
Clause 6.2-6.4

Risk reduction by  
inherently safe design measures

Clause 6.2

START

Risk estimation

Clause 5.5

Risk evaluation
in accordance with C standards or risk estimation

Clause 5.6

Has the risk
been adequately reduced?

Clause 6

Risk reduction by  
information for use

Clause 6.4

Can the risk be
reduced by guards and

other safeguards?

Yes

Yes

No

No

No

No

Yes

Yes
Yes

No

No

No

Yes
No

Yes Yes

Yes

No

Assess measures independently and consecutively

F
d

The following versions of the
standards have been quoted:
EN ISO 12100 2010 
EN ISO 13849-1 2015
EN/IEC 62061 2015

END

Documentation
Clause 7

Is the
intended 

risk reduction
achieved?

Integration
of 

EN 13849/
EN 62061

Risk reduction by 
technical protective

measures
Implementation of
complementary

protective measures

Clause 6.3

Yes
Does the
protective

measure depend
on a control

system?

No

Determination of the limits of machinery
space, time, environmental conditions, use

Clause 5.3

Severity, possibility of avoidance, frequency, duration

Can
the hazard

be removed?

Are other
hazards generated?

Is the intended
risk reduction 

achieved?

Can the risk be 
reduced by inherently 

safe design 
measures?

Can the limits 
be specified again?

Is the
intended risk reduction

achieved?

EN ISO 12100に適合するリスクアセスメントとリスク低減

3.4 規格
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3.4.3.2 IEC/TR 62685: テスト要件と EMC

規格 整合化 タイトル

IEC/TR 62685:2010 無 産業用通信ネットワーク – プロファイル – 
IEC 61784-3の機能安全通信プロファイル (FSCP) を使用する安全装置のア
セスメントガイドライン

IEC/TR 62685は、ドイツ BGIAの文書、GS-ET-26
のテスト要件から作成されたもので、安全機能内の
安全部品の要件を取り上げています。ラベル付けと
EMCに加え、機械および気候テストも扱っており、
EN ISO 13849-1と EN 61784-3の不備な点をいくつ

か補っています。文書全体は、設備や機械の製造業
者よりも安全部品の製造業者に関連性の高いものと
なっています。しかし、この文書には、EMC要件の
優れた比較が掲載されており、機械の製造業者に
とっても興味深いかもしれません。

3.4.3.3 EN 61784-3: 安全フィールドバス

規格 整合化 タイトル

EN 61784-3:2010 無 産業用通信ネットワーク – プロファイル – パート 3: 
機能安全フィールドバス – 一般規則とプロファイル定義

EN 61784-3シリーズの規格は、EN 61508の仕様に
基づいて、様々なフィールドバスプロファイルに関
するあらゆる種類の安全強化を取り上げています。
これらの強化は、セキュリティプロファイルとして
扱われ、これらのプロファイルのメカニズムと技術
的詳細を示しています。平均的な機械製造業者の関
心を引くのは、一般的な安全原理について記載して
いる EN 61784-3の一般的な部分ぐらいでしょう。
プロファイル文書の EN 61784-3-xは、主に、公開
されたプロファイルのいずれかに適合する独自の安

全装置を製造したいと考える装置製造業者を対象と
しています。この場合、これらのプロファイルの背
景にある関連ユーザグループと協力したり、
EN 61784-1および -2シリーズ、ならびに EN 61158
に示された基本プロファイルに精通することは理に
適っています。EN 61784と EN 61158の関連部分
で構成される完全なプロファイルは、1つで 500～
2,000ページになります。プロファイルを全部合わ
せると、約 10,000ページになります。

3.4 規格
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3.4.3.4 EN ISO 13849-1

規格 整合化 タイトル

EN ISO 13849-1:2015 有 機械類の安全性
制御システムの安全関連部 - パート 1: 設計のための一般原則

EN ISO 13849-2:2012 有 機械類の安全性
制御システムの安全関連部 - パート 2: 妥当性確認

内容

EN ISO 13849-1では、リスクグラフを使用してリス
クに適した信頼性クラスを割り付けるという問題を
取り上げるとともに、構造的統計手法に基づく安全
機能のアセスメントを扱っています。目的は、リス
クを低減するための安全対策の適切性を確認するこ
とです。EN ISO 13849-2は、EN ISO 13849-1に関
する妥当性確認の面について記載しています。その
ため、両方の規格を合わせると、EN 62061と実質
的に同じになります (但し、まったく同一ではあり
ません )。 

この規格に基づき要求される計算に伴う作業は、適
切なソフトウェアを使用した場合、大幅に軽減され
ます。Safety Calculator PAScalなどの計算ツールは、
無料ソフトウェアとして以下で提供されています。
https://www.pilz.com/de-INT/eshop/ 
00105002187038/PAScal-Safety-Calculator、
webcode: web150431

PAScal Safety Calculator

範囲

EN ISO 13849-1は、機能安全の一般規格です。ISO
レベルで採択され、EU域内で機械指令と整合化さ
れています。そのため、EU域内で適合性の推定を
与えることができます。範囲は、機械の電気的・電
子的・プログラマブル電子的・機械的・空圧的・油
圧的安全です。

リスクアセスメント／リスク分析

EN ISO 13849-1では、グラフを使用してリスクを評
価します。評価対象の基準には、怪我の程度、危険
暴露の頻度、危険を回避する可能性があります。ア
セスメントの結果は、リスクを最小化するための
個々の安全機能に要求されるパフォーマンスレベル 
(PLr) です。

リスクの発生を防止するか、リスクを十分に低減す
るために、分類した各リスクに 1つ以上の対策を適
用する必要があります。パフォーマンスレベルとし
て表される対策の質は、各リスクについて決定され
たレベルに少なくとも対応している必要があります。

3.4 規格

2017-08



3-25

第 3章 規格、指令、法律

© Pilz GmbH & Co. KG, 2017

3 
規
格
、
指
令
、
法
律

要求されるパフォーマンスレベル (PLr) の決定

パフォーマンスレベル (PL) を評価するために検討が
必要なパラメータは以下の 3つだけです。 

怪我の程度 S

軽傷 (通常回復可能な怪我 )(G) S1

重傷 (死亡を含む回復不可能な怪我 )(R) S2

 

危險暴露の頻度／時間 F

ほとんどなし～低頻度／短時間の暴露 F1

頻繁～連続／長時間の暴露 (R) F2

 

危險を回避できる可能性 P

特定の条件下で可能性あり (B) P1

ほとんどない (B) P2

要求されるパフォーマンスレベル、PLrは、以下の
グラフと各パラメータの分類を使用して計算されま
す。リスクのアセスメントは、グラフの開始点で始
まり、リスクの分類に応じて対応する道筋をたどり
ます。要求されるパフォーマンスレベル、PLr a、b、
c、d、eは、すべてのパラメータが評価されてから
決定されます。 

この規格の最新バージョンでは、ハザードの発生確
率を評価するオプションが新たに追加されました。
この確率が低すぎるという結論になった場合には、
以前に決定した PLrを 1レベル下げることができま
す。しかし、これには落とし穴が潜んでいます。こ
の質問を評価するには、同等の機械を使用すべきで
あるということになっていますが、その機械には十
分な安全対策が施されています。そうでなければ市
場投入されていないからです。したがって、同等の
機械の事故発生率が低いことは、関連するハザー
ドを低に分類する十分な根拠とはなりません。その
代わり、これは実装されている安全対策が適切であ
ること (またこれらを低減することが誤りであるこ
と ) の証明となります。

EN ISO 13849-1に適合するリスクグラフ

Low contribution to risk reduction

High contribution to risk reduction

Starting point 
for evaluation of safety 
function's contribution 

to risk reduction

R
eq

ui
re

d
p

er
fo

rm
an

ce
 le

ve
l  

P
L r
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システムの実装評価／審査

EN ISO 13849-1は、安全な装置といったものは存在
しないという前提に基づいています。装置は、要件
が増大するアプリケーションでの使用に合わせて適
切に設計することでのみ、適切なものとなります。
アセスメントの一環として、各装置には、その適切
さを示す PL (パフォーマンスレベル ) が決められま
す。単純な部品は、MTTFd (危険側故障までの平均時
間 ) または B10d値 (部品の 10%が危険側故障に至
るまでの平均サイクル数 ) で表すこともできます。

以下では、装置またはその部品の故障がシステムの
安全性に及ぼす影響、そのような故障が発生する可
能性、PLの計算方法について検討します。

共通原因故障 – CCF要因の決定

共通原因故障に対する対策のアセスメントは、複数
の個別要素で構成されます。ここでは、チャンネル
の分離などの構造面とともに、設計者のトレーニン
グなどの組織面が影響を及ぼします。評価スケー
ルを使用して、0～ 100 %のスコアを付けることが
できます。

要件 スコア

安全回路およびその他の回路の 
物理的分離

15 %

多様性 (異なる技術の使用 ) 20 %

設計／アプリケーション／経験 20 %

アセスメント／分析 5 %

能力／トレーニング 5 %

環境の影響 (EMC、温度 ...) 35 %

EN ISO 13849-1では、得られた合計スコアが≥ 65 %
の場合には、CCFの影響は許容範囲と見なされます。 

PLアセスメント

IEC ISO 13849-1では、自己診断率 (DC)、システム
カテゴリ、システムの MTTFdを使用して、PLを決
定します。DCは、λDD (検出された危険側故障の故
障率 ) および λDtotal (全危険側故障の故障率 ) に応じ
て異なります。最も単純なケースでは、これは次の
ように表されます。

DC = Σλ   /ΣλDD Dtotal

複雑なシステムでは、平均 DCavgは次のように計算
されます。

DC    =

DC
MTTF

1

d1

DC
MTTF

2

d2

DC
MTTF

N

dN

1
MTTFd1

1
MTTFd2

1
MTTFdN

avg

+

+

+ +

+ +

...

...

DCの値には、次のサイズ範囲が割り付けられます。

自己診斷率 DCの範圍

なし DC < 60 %

低 60 % ≤ DC < 90 %

中 90 % ≤ DC < 99 %

高 99 % ≤ DC

同種または 1チャンネルのシステムでは、MTTFd値
は、およそ、1チャンネルの MTTFd値に対応する、
各部品の逆数値の和として確定することができます。

1
MTTFd

= 1
MTTFd,i

Σ
N

i=1

3.4 規格
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2チャンネルの異種システムでは、両方のチャンネ
ルの MTTFd値は別個に計算する必要があります。両
方の値は、下記の式を使用して、MTTFdの計算に算
入されます。

3
MTTFd =

2 MTTFd, C1
+ MTTFd, C2 1

MTTFd, C1

1
MTTFd, C2

1-
+

ここでもテーブルを使用して、この数値から定性的
評価を引き出します。この数値は、その後の検討で
使用します。

MTTFdアセスメント MTTFd

低 3年 ≤ MTTFd < 10年
中 10年 ≤ MTTFd < 30年
高 30年 ≤ MTTFd < 100年

システムのアーキテクチャは、5つの異なるカテゴ
リに分類することができます。どのカテゴリに分類
されるかは、そのアーキテクチャだけでなく、使用
する部品や自己診断率によっても異なります。安全
機能は、一部分のエラーが安全機能全体の機能不全

につながらないように、複数の部分 (通常、サブシ
ステムと呼ばれます ) に分割されることに留意して
ください。これらのサブシステムにはそれぞれ、独
自のカテゴリがあります。

アセスメントの最終段階では、グラフを使用し、最
近計算された値に基づいて PLを割り付けます。

最も実用的なアプローチは、最初にカテゴリと DC
の列を選択することです。次に、バーから該当する
MTTFd範囲を選択します。これで、左側の目盛りか
ら PLの結果を読み取ることができます。それでも、
ほとんどの場合に、ある程度の解釈が必要になりま
す。通常、MTTFdの範囲と PLの間には明確な関係
が存在しないからです。

カテゴリ 4では、グラフに示されているより大きい
MTTFdの値 (したがって、より小さい PFHd値 - 1時
間あたりに危険側故障を起こす確率 ) も使用するこ
とができます。ここでは、DIN EN ISO 13849-1規格
の附属書 Kを適用する必要があります。 

最終ステップでは、リスクアセスメントから得た要
求される PLrレベルを、得られた PLと比較します。
得られた PLが要求される PLr以上の場合には、実
装の要件は、満たされていると見なされます。

3.4 規格
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 MTTFd  = low,  MTTFd  = medium,  MTTFd  = high

Cat. B
DCavg 

= none

Cat. 1
DCavg 

= none

Cat. 2
DCavg 
= low

Cat. 2
DCavg 

= med.

Cat. 3
DCavg 
= low

Cat. 3
DCavg 

= med.

Cat. 4*
DCavg 
= high

10-4

a
10-5

b
3x10-6

c
10-6

d
10-7

e
10-8

PFH

Performance level

100 

30

10

3 

d

Relationship between the categories DC, MTTFd and PL

* In Cat. 4 MTTFd up to 2,500 a is possible

years

 years

 years

years

EN ISO 13849-1に準拠して PLを決定するためのグラフ
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規格 整合化 タイトル

EN ISO 13855:2010 
(EN 999の後継 )

有 機械類の安全性 
人体部位の接近速度に基づく安全防護物の位置決め

EN ISO 13855は、主に人間の接近速度について定
めています。このような接近速度は、安全対策の設
計時および適切なセンサ技術の選択時に考慮する必
要があります。接近の方向とタイプに応じて、異な
る速度とサイズが定められています。間接的な接近
も考慮されています。

全体的な停止性能の測定に関する問題は、安全距離の
測定とともに考慮されています。全体的な停止性能を
どのように測定すべきで、どのように測定すべきでな
いかについて、明確な仕様が定められています。

安全防護物は、作業者が危険動作に接近するのを防止します。

3.4.3.5 EN ISO 13855

3.4.3.6 EN ISO 13857

規格 整合化 タイトル

EN ISO 13857:2008 有 機械類の安全性
危険区域に上肢および下肢が到達することを防止するための安全距離

2008年に初めて発行された EN ISO 13857では、上
肢および下肢が危険区域に到達するのを防ぐために
必要な安全距離について検討しています。強調すべ
きは、この規格では、様々な人体測定データ (サイズ、
四肢の長さなど ) が他の集団やグループ (アジア諸
国、スカンジナビア、児童など ) に適用される場合

があり、これが他のリスクを発生させる可能性があ
ることを明確にしている点です。 したがって、この
規格の適用は、特に社会全体に適用する場合や他の
国に輸出する場合には制限される場合があります。

3.4 規格
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3.4.3.8 EN 62061

規格 整合化 タイトル

EN 62061:2016 有 機械類の安全性
安全関連の電気、電子、プログラマブル電子制御システムの機能安全

内容

EN 62061は、リスクグラフを使用するリスクアセ
スメントの問題を扱っています。このケースでは、
リスクグラフはテーブル形式です。また、構造的統
計手法に基づく安全機能の妥当性確認についても述
べています。EN ISO 13849-1と同様に、目的は、リ
スクを低減するための安全対策の適切性を確認する
ことです。

EN 13849-1と同様に、この規格に基づき要求され
る計算には、多大な作業が伴いますが、Safety 
Calculator PAScal (https://www.pilz.com/de-INT/
eshop/ 00105002187038/PAScal-Safety-Calculator, 
webcode: web150431) などの適切なソフトウェアを
使用すれば、これを大幅に軽減することができます。

範囲

EN IEC 62061は、機能安全の一般規格の 1つです。
IECレベルで採択され、EU域内で内の規格として整
合化されています。そのため、EU域内で適合性の
推定を与えることができます。その範囲は、機械の
電気的・電子的・プログラマブル電子的安全です。
この規格は、機械、空圧、油圧のエネルギー源を対
象 と し て い ま せ ん。 そ れ ら の ケ ー ス で は、 
EN ISO 13849-1の適用が推奨されます。

3.4.3.7 EN 61511: プロセス産業分野の安全計装システム

規格 整合化 タイトル

EN 61511  
パート 1-3:2004

無 機能安全 - プロセス産業分野の安全計装システム

EN 61511シリーズの規格は、プロセス産業の設備
やシステムに関する安全性の問題を扱っています。
EN 61508の分野別規格である EN 61511シリーズ
は、EN 62061の姉妹規格です。これは、3 つの規
格に含まれる共通の考察と数学的原理に反映されて
います。しかし、大部分のエンドユーザと部品製造
業者にとって重要な違いは、要求モード間の区別で
す。エンジニアリングでは、高頻度作動要求モード
が常に想定されますが、EN 61511は、低頻度作動

要求モードも認めています。このモードの重要な特
徴は、安全機能の要求 (操作 ) が年 1回未満である
ことです。その結果、EN 61511は、PFH (高頻度作
動要求モードでの故障の確率 ) と SILcl (達成可能な
最大安全度水準 ) とともに、PFD (低頻度作動要求
モードでの故障の確率 ) を導入しました。特に、留
意すべきは、低頻度作動要求モードの SILclは、高
頻度作動要求モードの SILclとは異なる場合がある
ことです。

3.4 規格
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リスクアセスメント／リスク分析

IEC 62061のリスクアセスメントは、テーブルとリ
スクグラフを使用して行われます。個々のリスクご
とに行われる評価には、可能性のある怪我の程度、
暴露の頻度と時間、リスクを回避できる可能性、リ
スクの発生確率が含まれます。アセスメントの成果
は、個々のリスクに対して要求される安全度水準 
(SIL) です。

リスクアセスメントのその後の段階では、リスクグ
ラフを使用して決定されたレベルと、選択したリス
ク低減対策を合致させます。リスクの発生を防止す
るか、リスクを十分に低減するために、分類した各
リスクに1つ以上の対策を適用する必要があります。
この対策の SILは、リスクに基づき決定される、要
求される SILに少なくとも対応している必要があり
ます。

要求される SILの決定

EN IEC 62061によると、アセスメントが必要なパラ
メータは 4種類あります。各パラメータには、以下の
テーブルのスコアに従ってポイントが与えられます。

上記の項目に基づく SILの分類は、以下のテーブルを
使用して行われます。このテーブルでは、結果を、
Class Clと比較します。Class Clは、頻度、時間、
確率、回避のスコアの合計です。OMが表示されて
いる領域は、このケースでは他の対策を用いること
が規格で推奨されていることを示しています。

Frequency and  

duration of exposure 

Fr

< 10 min

Fr

≤ 10 min

≤ 1 hour 5 5

> 1 hour  – ≤ 1 day 5 4

> 1 day – ≤ 2 weeks 4 3

> 2 weeks – ≤ 1 year 3 2

> 1 year 2 1

Probability of 

occurrence 

Pr

Very high  5

Likely  4

Possible 3

Rarely 2

Negligible 1

Avoidance Av

Impossible  5

Rarely  3

Probable  1

Consequences  Class Cl = Fr+Pr+Av

S 3-4 5-7 8-10 11-13 14-15

Death, losing an eye or arm 4 SIL 2 SIL 2 SIL 2 SIL 3 SIL 3

Permanent, losing fingers  3 OM SIL 1 SIL 2 SIL 3

Reversible, medical attention 2 OM SIL 1 SIL 2

Reversible, first aid  1 OM SIL 1

OM = other measures recommended

EN IEC 62061に適合するリスクグラフ

3.4 規格
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システムの実装評価／審査

この原則は、安全な装置といったものは存在しない
ということを前提としています。装置は、要件が増
大するアプリケーションでの使用に合わせて適切に
設計することでのみ、適切なものとなります。アセ
スメントの一環として、各装置には、その適切さを
示す SILが決められます。単純な部品は、MTTFdま
たは B10d値により表すこともできます。

以下では、装置またはその部品の故障がシステムの
安全性に及ぼす影響、そのような故障が発生する可
能性、SILの計算方法について検討します。

共通原因故障 – CCF要因の決定

CCF要因は、個々のアクセスメントを複数組み合わ
せて決定されます。検討が必要な最初の重要パラ
メータの1つは、システムアーキテクチャです。特に、
共通原因による複数の部品の故障など、系統的影響
のアセスメントを行う必要があります。分析手順と
ともに、開発者の能力と経験も評価されます。評価
スケールを使用して、100ポイントが割り付けられ
ます。

要件 ポイント

安全回路およびその他の回路の物理的分離 25

多様性 (異なる技術の使用 ) 38

設計／アプリケーション／経験 2

アセスメント／分析 18

能力／トレーニング 4

環境の影響 (EMC、温度 ...) 18

次のステップでは、以下のテーブルを使用し、獲得
したポイントに基づいてβ要因 (ベータ ) を決定し
ます。

β要因 – 共通原因要因

< 35 10 % (0.1)

35-65 5 % (0.05)

66-85 2 % (0.02)

86-100 1 % (0.01)

3.4 規格
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SILアセスメント

EN 62061では、達成可能な最大 SILは、ハードウェ
アフォルトトレランスと安全側故障の割合 (SFF) の間
の依存関係により決定されます。SFFは、考え得る
すべてのタイプの部品故障を評価し、かつそれぞれ
の故障によって安全な状態になるか危険な状態にな
るかを確認することで計算します。その結果、その
システムの SFFが導き出されます。 

構造分析でも、フォルトトレランスがあるかどうか
が示されます。フォルトトレランスが Nの場合、
N+1の故障の発生は、安全機能の損失につながる可
能性があります。次のテーブルは、フォルトトレラン
スと SFFに基づく最大可能 SILを示しています。

安全側故障の割合 (SFF)
ハードウェアフォルト 
トレランス 0

ハードウェアフォルト 
トレランス 1

ハードウェアフォルト 
トレランス 2

< 60 % 許可されていない SIL 1 SIL 2

60 %–< 90 % SIL 1 SIL 2 SIL 3

90 %–< 99 % SIL 2 SIL 3 SIL 3

99 % SIL 2 SIL 3 SIL 3

各部品の故障率λと、そのλ D割合 (危険側故障 ) は、
PFHDの公式によって決定できます。公式はアーキ
テクチャによって異なります。これらの公式は極め
て複雑になることがありますが、常に以下の形式を
とります。

PFHD = f (λ  , β, T , T , DC )Di 1 2 i

変数の説明 :

T2 診断テスト間隔

T1 最小テスト間隔および使命時間

ハードウェア、フォルトトレランス、カテゴリ、
DC、PFHD、SFFを合わせて検討することで、以下
の SILの割付けが行われます。常にすべての条件を
満たす必要があります。条件が 1つでも満たされて
いなければ、SILは得られていません。

PFHD カテゴリ SFF ハードウェアフォ
ルトトレランス

DC SIL

≥ 10-6 ≥ 2 ≥ 60 % ≥ 0 ≥ 60 % 1

≥ 2x10-7 ≥ 3 ≥ 0 % ≥ 1 ≥ 60 % 1

≥ 2x10-7 ≥ 3 ≥ 60 % ≥ 1 ≥ 60 % 2

≥ 3x10-8 ≥ 4 ≥ 60 % ≥ 2 ≥ 60 % 3

≥ 3x10-8 ≥ 4 > 90 % ≥ 1 > 90 % 3

最終ステップでは、リスクアセスメントから得た要
求される SILレベルを、得られた SILと比較します。
得られた SILが要求される SIL以上の場合には、そ
の実装の要件は満たされていると見なされます。

3.4 規格
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3.4.3.9 EN 60204-1

規格 整合化 タイトル

EN 60204-1:2010 有 機械類の安全性
機械の電気機器 – パート 1: 一般的な要件

整合規格 EN 60204-1は、電圧が最大 1000 VDC～
1500 VACまでの非ハンドガイド式機械の電気的安
全について検討しています。したがって、その範囲

は、影響を受けない産業用機械がほとんど存在しな
いほど広範です。

3.4.3.10 EN 61508

規格 整合化 タイトル

EN 61508-1:2010
EN 61508-2:2010
EN 61508-3:2010
EN 61508-4:2010
EN 61508-5:2010
EN 61508-6:2010
EN 61508-7:2010

無 安全関連の電気、電子、プログラマブル電子制御システムの機能安全

EN 61508は、制御システムの機能安全を扱う重要
規格です。合計 7つのパートがあり、テキストのペー
ジは全体で約 1000ページに及びます。EN 61508の
規格パッケージの全体が 2010年に全面的に改訂され、
現在は、第 2版が利用できます。 

EN 61508の主要部分は、安全性の観点から見たラ
イフサイクル全体の検討 (パート1) であり、各ステッ
プの手順の詳細な要件と内容を定めており、機械
メーカーと安全部品製造業者のいずれにとっても同
様に極めて重要です。

この規格は、電子システムとそれに対応するソフト
ウェアの設計にも重点を置いています。しかし、こ
の規格は実際には拡大適用され、その他システム  
(機械、空圧、油圧 ) にも頻繁に適用されます。安全
リレー、プログラマブル安全システム、安全センサ
／アクチュエータ技術などの安全部品の製造業者は、
この規格から最もメリットを得られる可能性があり
ます。
全体としては、安全レベルの定義については、エン
ドユーザやシステムインテグレータには、 
EN 61508ではなく、もっとわかりやすい EN 62061
や EN ISO 13849-1を利用することが推奨されます。

EN 61508のもう 1つの分野別規格が、EN 61511で
す。これは、プロセス産業に適用されます。

3.4 規格
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Development of the 
overall safety requirements 
(concept, scope, definition, 

hazard and risk analysis)
7.1 to 7.5 Examples of 

methods for the 
determination of 
safety integrity 

levels

PART 1

PART 5

Realisation phase 
for E/E/PE 

safety-related 
systems

Realisation 
phase for 

safety-related 
software

PART 2 PART 3

Technical requirements Other requirements

Definitions and 
abbreviations

PART 4

Allocation of the safety 
requirements to the 

E/E/PE safety-related systems
7.6

PART 1

Specification of the safety 
requirements for 

safety-related E/E/PE systems
7.10

PART 1

Installation, commissioning 
and safety validation 

of E/E/PE safety-related systems
7.13 and 7.14

PART 1

Operation and maintenance, 
modification and retrofit, 

decommissioning or disposal 
of E/E/PE safety-related systems

7.15 to 7.17

PART 1

Guidelines on 
the application of 

Parts 2 and 3

PART 6

Overview of 
techniques and 

measures

PART 7

Documentation 
Clause 5 and 

Annex A

PART 1

Management 
of functional 

safety
Clause 6

PART 1

Functional 
safety 

assessment
Clause 8

PART 1

DIN EN 61508-1からの抜粋、EN 61508に適合する安全アセスメントの全体的枠組み。  
IEC 61508シリーズの規格の全体的枠組み

3.4 規格
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13

Overall safety 
validation

10

E/E/PE 
safety-related systems

Realisation 
(see E/E/PE system 

safety lifecycle)

9

E/E/PE system 
safety requirements 

specification 

5

Overall safety 
requirements allocation

4

Overall safety 
requirements

3

Hazard and 
risk analysis

2

Overall scope 
definition

1

Concept

6

Overall operation and 
maintenance planning

Overall planning

7

Overall safety 
validation planning

8

Overall installation and 
commissioning planning

12

Overall installation 
and commissioning

16

Decommissioning 
or disposal

14

Overall operation, 
maintenance and repair

15

Overall modification 
and retrofit

Back to 
appropriate overall 

safety lifecycle phase

11

Other risk reduction 
measures

Specification and realisation

EN 61508-1に適合する全安全ライフサイクル

3.4 規格
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3.4.3.12 EN 61326-3

規格 整合化 タイトル

EN 61326-3 パート 1お
よび 2:2008

無 測定、制御および試験所用電気機器 –EMC要件

EN 61326-3-1と EN 61326-3-2の発表により、2008
年以降は、安全装置の EMCレベルに関するイミュニ
ティ要求の情報を提供する規格が 2つになりました。
どちらのパートも異なるイミュニティ要求を定めて
います。パート EN 61326-3-1は、より厳格な要求を
定めた一般セクションです。このパートは、特に機
械工学的観点で作成されています。これとは対照的
に、パート EN 61326-3-2は、プロセス産業の観点か
ら作成されており、イミュニティ要求は大幅に低く

なっています。したがって、エンジニアリングでは、
最低限として、EN 61326-3-1に準拠したテスト要件
が満たされていることを常に確認すべきです。どち
らの規格も最近始まったばかりで、参照できる前身
規格が存在しないため、関連装置の証書に反映され
るようになるには、まだしばらく時間がかかるでしょ
う。一般に、製品規格や分野別規格にも、EMC要件
が定められていますが、これらは、通常、EN 61326-
3-1に定められた要件を下回っています。

規格 整合化 タイトル

EN ISO 14119:2013 有 機械類の安全性
ガード関連のインターロック装置設計および選定の原則

ISO/TR 24119 無 機械類の安全性
ポテンシャルフリー接点を持つインターロック装置との併用によるフォル
トマスキングの評価

前 身 規 格 で あ る EN 1088 と ISO 14119 は、
EN ISO 14119:2013の発行によって統合されました。 
この規格は、ガード、すなわちゲート、カバー、フラッ
プに加えて、これらの装置の位置を検出するセンサ
技術を扱っています。また、ガードロック装置につ
いても取り上げています。 

この規格の目的は、機械の作業者が安全機器を無効
にできないようにする対策を改善するための正確な
要件を定めることでもあります。作業者はインター
ロックを無効にしてインターロックガードの安全機

能を無効にしようとする場合がしばしばあること
が、調査によって判明しています。安全機器を無効
化できる原因は、主に機械の設計上の欠陥にありま
す。ISO/TR 24119は、EN ISO 14119と同時に発行
されます。これは、EN ISO 14119のスピンオフです。
ISO/TR 24119では、1つの主題、つまり、連結され
た安全扉のスイッチの評価のみを扱っています。背
景にあるのは、この種のアプリケーションに関連し
て繰り返し発生する故障の積み重ねです。これは設
備の安全機能の損失につながる恐れがあります。

3.4.4 製品規格

3.4.4.1 EN ISO 14119

3.4 規格
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3.4.4.2 EN 61496および IEC/TS 62046 

規格 整合化 タイトル

IEC/TS 62046:2008 無 機械類の安全性
人間の存在を検出する保護設備の使用基準

EN 61496-1:2012 有 機械類の安全性
電気的検知保護設備 - パート 1: 一般要件およびテスト

IEC 61496-2:2013 無 機械類の安全性
電気的検知保護設備 - パート 2: 能動的光電保護装置 (AOPD) を使用する機
器の特定要件

CLC/TS 61496-3:2008 無 機械類の安全性
電気的検知保護設備 - パート 3: 拡散反射形能動的光電保護装置 (AOPDDR) 
の特定要件

61496シリーズは、電気的検知保護設備の製品別要
件を定めていますが、IEC/TS 62046は、光線装置、
ライトグリッド、スキャナなどの電気的検知保護設
備の選択と測定に重点を置いています。したがって、
機械のアクセス領域の設計や資材チャンネルの保護
に関して、機械メーカーの重要な規格の 1つとなっ
ています。

EN 61496シリーズの規格は、電気的検知保護設備を
取り上げています。これには、ライトグリッド、レー
ザスキャナ、光線装置、安全カメラシステム、その
他のセンサなどの装置が含まれます。これらはすべ
て非接触型保護に使用できます。EN 61496は、安
全部品の製品規格であるため、使用している安全部
品がこれらの規格への適合を意図している場合にの
み、一般ユーザに関連があります。

3.4 規格
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3.4.4.3 EN 61800-5-2

EN 61800-5-2は、ドライブの製造業者とユーザの
両方を対象としています。ドライブベースの安全の
問題を扱っていますが、安全関連の適切性に関する
要件は定めていません。安全レベルは設定されてお
らず、明確なハザードやリスク評価もありません。
その代わりに、この規格には、アプリケーション環
境内のドライブのメカニズムと安全機能、およびド
ライブのライフサイクルにおけるメカニズムと安全
機能の検証・計画方法についてが記載されています。
この規格は (常に存在するドライブの機械的側面を
考慮して、EN ISO 13849-1との近似が予測されてい
たかもしれませんが ) 技術的には EN 61508に基づ
いています。

安全ドライブの製造業者は EN 61800-5-2を重視します。

規格 整合化 タイトル

EN 61800-5-2:2007 有 可変速電気駆動システム、パート 5-2: 安全要件 – 機能
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3.4.5 アプリケーション規格

3.4.5.1 EN ISO 11161: 統合生産システム

規格 整合化 タイトル

EN ISO 11161:2010 有 機械類の安全性
統合生産システム – 基本要件

この規格は、機械と部品で生産システム (IMS) を組
み立てる際の安全面について扱っており、個々の部
品や機械の要件は扱っていません。この規格は、機
械や部品を組み込むマシンプールや設備を操作また

は設計する運用者やシステムインテグレータにとっ
て特に関心を引くもので、EN ISO 12100と緊密に
連携して適用すべきです。

3.4.5.2 NFPA 79

規格 整合化 タイトル

NFPA 79:2015 無 産業機械用の電気規格

この規格は、主に米国市場にとって重要ですが、ア
ジアでも適用されます。これは欧州規格の
EN 60204-1と非常によく似ています。 

この規格は、産業機械の安全な電気設計、操作、点
検に関するものです。

3.4 規格
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安全部品、設備、機械のCE適合性評価手順とCEマー
キングを組み合わせた整合規格とともに、欧州で確
立された EU指令の極めて包括的なシステムは、世
界中で自動的に受け入れられるわけではありま
せん。一部の国では、法的拘束力のある他の法律、
指令、規格が適用され、円滑な輸出のために遵守さ
れ、実施されています。安全な設備や機械は、基本
的に、これらの国の労働安全の向上にも貢献するも
のですが、各国に固有の要件や実装レベルの分類は
大幅に異なっており、欧州で一般的な高レベルの安
全が必ずしも達成されていないことがよくありま
す。本 Safety Compendiumでは、主にヨーロッパの
規格、指令、法律のみを扱っていますが、以下のセ
クションでは、欧州域外および世界の他の地域の状
況についての概要を簡単に説明します。

3.5.1 アメリカの指令と法律

3.5.1.1 北米 (米国 + カナダ )

米国

米国では一般的に、設備や機械の安全要件に関して
欧州とは別の法律、指令、規格が適用されます。CE
マークと CE適合宣言は、法的に認められていま
せん。CE適合だけに基づく輸出は間違いなく違法
となり、製造物責任に関して非常に危険と 
分類されます。

一般に、設備や機械は、州、郡または地方自治体の
専門職員、いわゆる管轄権者 (AHJ) による認証がな
ければ試運転することはできません。これらの検査
官は、例えば、電気設備や機械安全 (電気設備／
フィールド検査官 )、爆発防護 (危険区域検査官 )、
または圧力装置の安全性 (圧力容器基準検査官 ) の認
証を担当します。通常は、認証がなければ試運転は
行われません。安全性の逸脱が確認されると、通常は、
欠陥が修正されるまで赤色のタグが付けられ、運転
が停止される可能性があります。この場合、製造業
者は米国の現場で複雑かつ高コストな改造および変
換措置を行うことになり、該当する場合には、試運
転の遅延により不履行の約定違約金が発生します。

米国の基本的な労働安全対策の規定と監視は、米国
労働省の下部機関である労働安全衛生局 (OSHA) が
担当し、OSHAの規格で最低要件を定めています。
これらは、連邦規則集 (CFR) の 29 CFR 1910で確認
することができ、主に機械と設備の運用者を対象と
しています。

製造業者の観点から見ると、設備および機械の安全
に関する状況は、いくらか複雑になります。

3.5 規格、指令、法律の国際比較
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まず、CEN/CENELECと EN規格を持つ欧州のよう
に、米国には、1つの規格発行機関による統一され
た規格システムがありません。規格を作成して発行
できる認証機関が複数存在しているのです。通常、
これらは製造業者の団体です。欧州で特によく知ら
れている著名な機関は 
以下の通りです。

• ANSI: 米国規格協会
• NEMA: 米国電機製造業者協会
• NFPA: 米国防火協会
• UL: 米国保険業者安全試験所

しかし、ほとんどの場合、設備や機械の分野でこれ
らの種類の基準を適用することは法的に要求されま
せん。しかし、非常に重要な米国の製造物責任法に
より、製造業者は自社の設備や機械に適用される規
格を確認するために必ず規格の検索を行う必要があ
ります。製品ごとの適用がある場合には、規範とな
る要件を完全かつ正確に機械や設備に実装すべきで
す。そうすることで、不要な製造物責任リスクを防
止することができます。

常に遵守し適用すべき規格の例は以下の通りです。

• NFPA 70 – 米国電気工事規定 (NEC)
• NFPA 79 – 産業機械用の電気的規格
• UL 508A –産業用制御パネル

このリストで明らかなように、設備および機械の電
気的安全は特に重要です。

機械的安全は、欧州の整合規格に比べて重要性が低
く、上記の検査官による認証においても重要ではあ
りません。

そのため、欧州で見られるような、設備や機械の電
気的および機械的安全に関する包括的な製品規格は
米国には存在しません。存在するのは、工作機械や
成形機など、金属加工の設備や機械に適用される一
連の規格 ANSI B11だけで、これには、電気的要件に
加えて、明確な機械的安全要件も定められています。

米国の機械的設備や機械の安全に関しては、欧州の
機械指令に準拠して整合化された A、B、C規格に
基づく機械的安全要件を一貫して実装することが、
米国で適用される安全要件を満たす重要な基盤とな
ります。

機械および設備の安全に関する国ごとの特別な考慮
事項について具体的な質問がございましたら、ピル
ツまでお問い合わせください。米国にあるピルツの
現地法人で、オートメーション、設備および機械の
安全に関する国際的に定評あるピルツのサービスを
ご利用いただくことで、このトピックに関する各国
ごとの質問に的確なサポートを提供いたします。

3.5 規格、指令、法律の国際比較
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カナダ

カナダでは一般的に、設備や機械の安全要件に関し
て欧州と異なる法律、指令、規格が適用されます。
CEマークと CE適合宣言は、法的に認められていま
せん。CE適合だけに基づく輸出は間違いなく違法
となり、製造物責任に関する理由で推奨されません。

カナダでは一般に、州の専門職員、いわゆる安全当
局職員 (SAO) による認証がなければ機械や設備の試
運転は行われません。カナダでは、管轄権者 (AHJ) 
という用語も使用されています。これらの安全検査
官は、例えば、電気設備や機械安全 (電気設備／
フィールド検査官 )、爆発防護 (危険区域検査官 )、
または圧力装置の安全性 (圧力容器基準検査官 ) の認
証を担当します。通常は、認証がなければ試運転は
承認されません。安全性の逸脱が確認されると、欠
陥が修正されるまで運転が停止される可能性があり
ます。

この場合、製造業者はカナダの現場で複雑かつ高コ
ストな改造および変換措置を行うことになり、該当
する場合には、試運転の遅延により不履行の約定違
約金が発生します。

カナダの基本的な安全衛生対策の規定および監視
は、カナダ労働安全衛生センター (CCOHS) が担当
しています。カナダのこの機関は、米国の OSHA 
(3.5.1.1/USAを参照 ) に相当し、主に設備と機械の
運用者に適用される設備および機械の安全衛生に関
する最低要件も定めています。

製造業者の観点から見ると、設備および機械安全に
関するカナダの状況は、米国に比べてやや明快です。

米国とは違い、規格発行機関 (カナダ規格協会 : 
CSA) が 1つであるカナダでは、CEN/CENELECと
EN規格を持つ欧州と同様に、統一された規格シス
テムが存在します。したがって、カナダには、CSA
規格と呼ばれる 1種類の規格しかありません。しか
し、ほとんどの場合、設備や機械の分野でこれらの
種類の基準を適用することは法的に要求されま
せん。カナダの製造物責任法はそれほど厳格ではあ
りませんが、それでも製造業者は自社の設備や機械
に適用される規格を確認するために必ず規格の検
索を行うべきです。製品ごとの適用がある場合には、
規範となる要件を完全かつ正確に機械や設備に実装
すべきです。そうすることで、不要な製造物責任リ
スクを防止することができます。

常に遵守し適用すべきカナダの規格の例は以下の通
りです。

• CSA 22.1 – カナダ電気規則 (CEC)
• CSA 22.2 No.286 – 産業用制御パネルおよび組立
て品

• 電気機器のフィールド評価に関する SPE 1000標
準規則

このリストで明らかなように、設備および機械の電
気的安全は特に重要です。

機械的安全は、欧州の整合規格に比べて重要性が低
く、上記の検査官による認証においても重要ではあ
りません。

そのため、欧州で見られるような、設備や機械の電
気的および機械的安全に関する包括的な製品規格は
カナダには存在しません。

3.5 規格、指令、法律の国際比較
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しかし、以下の重要なカナダ規格は、機械の安全防
護物を扱っており、遵守する必要があります。

• Z432 – 機械の安全防護

この規格には、設備や機械の種類にかかわらず、安
全防護物の基本的な電気的要件と機械的要件の両方
が含まれており、欧州の A規格、あるいは概ね B規
格に相当します。

カナダの機械的設備や機械の安全に関しては、欧州
の機械指令に準拠して整合化された A、B、C規格
に基づく機械的安全要件を一貫して実装すること
が、カナダで適用される安全要件を満たす重要な基
盤となります。

機械および設備の安全に関する国ごとの特別な考慮
事項について具体的な質問がございましたら、ピル
ツまでお問い合わせください。カナダにあるピルツ
の現地法人で、オートメーション、設備および機械
の安全に関する国際的に定評あるピルツのサービ
スをご利用いただくことで、このトピックに関する
各国ごとの質問に的確なサポートを提供いたします。

3.5.1.2 南米

ブラジルを除き、現時点では、南米諸国で適用され
る設備および機械の具体的な製品別安全要件はあり
ません。各国の標準化機構が存在し、国内規格を策
定するとともに、ISOや IEC規格を国内規格に変換
しています。しかし、ここで重視されるのは、現時
点では、ほとんど消費者製品の規格のみです。した
がって、南米に設備や機械を輸出する場合には、ク
ライアント／購入者／運用者に対する書面形式の具
体的な問い合わせなどによって、満たす必要のある
安全要件をケースごとに確認することが推奨されま
す。欧州指令とその整合規格が安全性に関して南米
で一定の重要性を認められている場合でも、それら
が一般に受け入れられていると決めてかかってはな
りません。

ブラジル

2010年時点で、ブラジルには、機械と (機械 ) 設備
の最低安全要件を定めた次の法律が存在します。 

• Norma Regulamentadora 12 (NR-12) – MÁQUINAS 
E EQUIPAMENTO

この法律は 1978年から施行されていますが、当局
による実施・取締りにはあまり一貫性がありません
でした。2010年の最新の (基本的には全面 ) 改正に
よって、当局による監視措置が導入され、NR-12は
実質的に法的拘束力を有するようになりました。

3.5 規格、指令、法律の国際比較
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この改正では、欧州機械指令 2006/42/ECに合わせ
て大幅な変更が行われました。特定種類の機械に関
する個別の特別要件を定めた機械指令の附属書 Iの
安全要件が、可能な限り実際に採用されました。そ
のため、この法律は、欧州では「ブラジル機械指令」
とも呼ばれています。

NR-12は、欧州機械指令とは異なり、主に機械の運
用者を対象とし、中古、使用済みおよび新品の機械
に適用されます。

NR-12に準拠した安全要件の実装を確認するため
に、欧州で規定されたような適合宣言書は、現時点
では運用者、製造業者のいずれに対しても要求され
ません。この場合、運用者は、設備や機械が NR-12
に準拠した安全要件を満たしていることを確認する
必要があります。したがって、ここでは結論が逆に
なり、ブラジルに機械を輸出する企業は通常、安全
要件の確認を必要とする運用者に対応することにな
ります。言い換えれば、NR-12の不遵守があった場
合に実装を確保するために、当局によってそれに対
応する強制措置を課されるのは、運用者であるとい
うことです。 

単純ではあっても過小評価すべきでない要求の 1つ
に、ブラジルポルトガル語の取扱説明書、取り付け
説明書、メンテナンス説明書の提供があります。こ
れは、EU加盟国のポルトガル語版と同じものでは
ありません。

NR-12の整合規格は現時点では存在しませんが、欧
州の整合化システムに基づいて、整合規格で
NR-12を徐々に補完するための初期の検討と協議が
国内レベルで進んでいます。これに関連し、安全部
品などの証明の実現性が検討されています。しかし、
当面は実現しそうにありません。

標準化に関しては、ブラジルの標準化機構である
Associação Brasileira de Normas Técnicas (ABNT) は、
ブラジル固有の国内規格、NBR (Norma Brasileira 
Regulamentadora) を定めるだけでなく、ますます多
くの ISOや IEC規格を国内規格に変換しつつありま
す。しかし、ISO規格と IEC規格の現行バージョン
が採用されず、代わりに旧バージョンが使用されて
いる場合が多くあります。そのため、ブラジルの標
準化システムは、包括的であるとは見なされますが、
ほとんどの場合、現在の国際標準化や欧州標準化と
同等のステータスにあるとは見なされていません。

現行の欧州指令や整合規格に準拠して製造された
CE適合の設備や機械は、一般に、ブラジルで問題
なく試運転をするための良好な前提条件を備えてい
るという逆の結論が成立します。それでもなお、ブ
ラジルに設備や機械を輸出する場合には、クライ
アント／購入者／運用者に対する書面形式の具体的
な問い合わせなどによって、満たす必要のある安全
要件をケースごとに確認することが推奨されます。

機械および設備の安全に関する国ごとの特別な考慮
事項について具体的な質問がございましたら、ピル
ツまでお問い合わせください。ブラジルにあるピル
ツの現地法人で、オートメーション、設備および機
械の安全に関する国際的に定評あるピルツのサービ
スをご利用いただくことで、このトピックに関する
各国ごとの質問に的確なサポートを提供いたします。 
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3.5.2 アジアの指令と法律

3.5.2.1 ロシア／ロシア連邦

2011年まで、設備と機械は、ロシア連邦への輸入
資格を得るために特定の前提条件に基づき GOST-R
証書を提出することが必要でした。証明が必要な製
品を決定するための基準としての基盤を形成するた
めに、(国際的な ) 関税番号 (HSコード – Harmonized 
Commodity Description and Coding System) が役立っ
ていました。

2009年 9月に、ロシア連邦によって以下の命令が
施行されました。これは、機械と設備の基本的な最
低安全要件に加え、証明手順と組み合わせた必須の
適合性評価手順を定めたものです。

• ロシア連邦政府の命令 N 753 – 機械および設備の
安全性に関する技術規制 (TR)

ロシア連邦の機械に関する様々な安全関連規制や適
合性評価手順と整合化するための、EUとロシア連
邦の間の契約による整合化プロセスが、この基盤と
なっています。この命令には、2つの附属書が含ま
れています。1つは、証明が必要な機械のリスト、
もう 1つは、ロシアの適合性宣言で十分な機械のリ
ストです。

証明義務
証明義務により、機械は、現地の認証試験機関によ
る検査を受けて、TR証書の交付を受ける必要があ
ります。この手順は、機械指令に準拠した型式審査
に相当します。

適合性宣言
適合性宣言で十分な場合でも、これに加えて、国が認
証した証明機関による審査、認証取得および登録が必
要です。この種の適合性宣言は、機械指令と対応する
整合規格に基づいて欧州で一般的かつ許容されてい
る機械製造業者による自己証明とは異なります。

ここでも関税番号は、一定の役割を果たしています。
証明や適合が必要な (機械だけでない ) すべての製
品が含まれる包括的なリストがあるからです。

ロシアの機械安全を確保するための基盤となっている
のは、ロシアの規格である GOST (Gossudarstwenny 
Standart) です。現時点で、機械に特化した安全規格
は数多く存在しています。ロシアの国内規格である
GOST-R に加え、ISO 規格と IEC 規格が次々に 
GOST R ISO、GOST ISO、GOST R IEC あ る い は
GOST IECに変換されています。独自の要求事項が
加えられることもあれば、わずかしか変更されない
こともあります。さらに、相当する機械関連の ISO
規格や IEC規格が存在しない場合には、欧州機械指
令の整合化セクションから、EN規格がロシアの
GOST EN規格として採用されています。

2010年 7月に、ロシア、ベラルーシ、アゼルバイ
ジャンのユーラシア 3か国間で関税同盟 (CU) が結
ばれました。これは 2015年に拡大され、アルメニ
アとキルギスタンが加盟しました。この関税同盟に
は、中長期的には、他の旧ソ連諸国も加盟すること
になります。

2017-08

3.5 規格、指令、法律の国際比較
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機械に関する TRは、関税同盟に加盟するすべての国
で有効で、関連するロシア GOST規格は適合性の基
準として認められています。

EAC (ユーラシア適合 ) は、独自の適合性マークで、
外部から視認できるマークとして存在します。 

　

機械および設備の安全に関する国ごとの特別な考慮
事項について具体的な質問がございましたら、ピル
ツまでお問い合わせください。ロシアにあるピルツ
の現地法人で、オートメーション、設備および機械
の安全に関する国際的に定評あるピルツのサービ
スをご利用いただくことで、このトピックに関する
各国ごとの質問に的確なサポートを提供いたします。

3.5.2.2 日本

日本の労働安全衛生法は、特定の機械 (クレーン、
リフトなど ) 関連の設計に対する要件を定めていま
す。この法律では、機械の運用者がリスク分析の責
務を負うことが明記されています。機械の運用者は、
作業現場の安全を確保する義務も有しています。機
械の運用者は、機械の購入時に機械製造業者に機械
が安全に設計されていることを証明するリスク分析
レポートの発行を要求することになっています。ま
た、この法律には圧力容器や、食品業界の包装機械、
自走機の要件も定められています。

日本では一般に、IECおよび ISO規格が国内の JIS
規格 (日本工業規格 ) として採用されていますが、
労働安全衛生法はこれらの各規格を直接参照してい
ません。そのため、これらの JIS規格を適用し、実
装することは法律上の義務ではありません。 

設備と機械の承認または認証に関する具体的な義務
は、現時点ではありません。
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3.5.2.3 中国

中国では、国家安全生産監督管理総局が安全衛生対
策の規定と監視を担当しています。監視は、現地の
安全衛生検査官によって保証されます。設備や機械
には中国の機械安全規格が使用されています。

また、中国には、2002年 5月から独自の認証シス
テムである中国強制製品認証 (CCC) があります。認
証製品のマークには CCCマークが使用されます。

現時点では、消費者製品、電子製品、工業製品分野
から、132の製品グループに分かれた 23の製品カ
テゴリについて証明義務が定められています。

設備や機械は、この対象ではありません。HSコー
ド (Harmonized Commodity Description and Coding 
System) と呼ばれる国際的に整合化された関税番号
は、中国の関税マニュアルに定められた既存の証明
義務に関する重要な検索基準となっています。その
他の検索基準は、ある製品に有効な中国の規格が必
須となっているかどうかを確認することです。

中国には独自の国内規格システムがあり、国家標準
化管理委員会 (SAC) がこのシステムの整備を担当し
ています。この標準化機構は、国内規格の GBまた
は GB/Tを発行しています。

• GB = Guobiao (国内規格という意味 )
• GB/T = Guobiao/Tujiàn (推奨される国内規格という
意味 )。GB規格で参照されている場合は義務になる

機械安全の分野では、SACは一般に国際規格の ISO
と IECを採用していますが、多くの場合、独自の個
別要求事項が加えられ、国際的な最新バージョンに
基づいてはいません。

国際規格が存在しないときは、場合によっては、機
械指令に整合化された欧州 EN規格が同じ方法で中
国の国内規格に変換されます。中国語での発行に起
因するアプリケーションの問題がありますが、英語
による公式バージョンの規格は、現時点では例外的
なケースでのみ利用可能です。 

機械および設備の安全に関する国ごとの特別な考慮
事項について具体的な質問がございましたら、ピル
ツまでお問い合わせください。中国にあるピルツの
現地法人で、オートメーション、設備および機械の
安全に関する国際的に定評あるピルツのサービスを
ご利用いただくことで、このトピックに関する各国
ごとの質問に的確なサポートを提供いたします。
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3.5.2.4 韓国

韓国では、韓国産業安全衛生公団 (KOSHA) が安全衛
生対策の整備、実装、監視を担当する政府機関です。
KOSHAの取り組みの基盤となっているのは、韓国
の労働安全衛生法です。KOSHAが実施する監視の
重要要素は、各種の安全部品、機械、設備の認証手
順です。2008年 12月まで存在していた法律上の義
務を伴う 13の既存証明システムは、新しい統一証
明システムに移行しました。これは、2011年 6月
から始まる移行期間とともに法的拘束力をもって導
入されました。これは、証明書により文書化され、
KCsマーク (韓国認証安全マーク ) を使用する 

設備や機械に示されています。国が認証した以下の
試験機関が証明を担当しています。

• ERI – EMC Research Institute
• KETI – Korea Electronics Technology Institute 
• KTL – Korea Testing Laboratory

輸出前に、輸入者としての機械および設備の製造業
者が要求する証明または認証手順は2種類あります。
これらの手順は、以下の良好な試験結果とともに実
施される必要があります。

危険な機械に対する証明義務
危険な機械については、独立した現地の認証試験機
関によって完全な機械試験を実行する必要がありま
す。この試験手順は、クレーン、圧力容器、リフト、
自走式リフティングプラットフォーム、特定の斜行
リフト、プレス、プレスブレーキ、圧延機、射出成
形機、ハンドヘルドチェーンソーについて法律で定
められています。内容面で、この試験手順は機械指
令の附属書 IVに準拠した型式審査にほぼ相当します。

機械製造業者による自己証明
ここでは、機械の製造業者は、各機械の型式につい
て韓国の該当する安全要件／規格が適用、実装、検査、
文書化され、その結果、満たされていることを現地
の認証試験機関で確認するために包括的な文書を使
用する必要があります。この手順は、以下の種類の
固定機械に適用することができます。産業用ロボッ
ト、研削盤、工作機械、木工機械、印刷機、混合お
よび破砕器、食品加工機械、コンベヤ、車両用リフト。
提供される文書は、完全な EU適合性評価手順にお
いて作成する文書と内容の点で同じです。

機械および設備の安全に関する国ごとの特別な考慮
事項について具体的な質問がございましたら、ピル
ツまでお問い合わせください。韓国にあるピルツの
現地法人で、オートメーション、設備および機械の
安全に関する国際的に定評あるピルツのサービスを
ご利用いただくことで、このトピックに関する各国
ごとの質問に的確なサポートを提供いたします。
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3.5.3 オセアニアの指令と法律

3.5.3.1 オーストラリア

2013年以降、必要な安全衛生対策を実施するため
の統一法が、6つの州のうち 4つの州、および 2つ
の準州で適用されています。法的枠組み条件の整備
と規定、およびその監視については国の機関である
オーストラリア労働安全庁が担当しています。安全
衛生の基盤となっているのは、連邦法である労働安
全衛生法 (WHS) です。 

ビクトリア州と西オーストラリア州だけが労働安全
衛生法として独自の安全衛生要件を定め、実施して
います。

定められている安全衛生要件は一般に法的拘束力が
あるため、遵守する義務があります。様々なアプリ
ケーションガイドラインや実施ガイドラインが存在
し、これらは Model Codes of Practice (モデル実施
準則 ) と呼ばれています。これらは主に、設備や機
械の製造業者でなく、現地の運用者を直接の対象と
しています。それでも、製造業者は、オーストラリ
アでの試運転中に発生する恐れのある問題を回避す
るために、これに対処する必要があります。
監視は、各州および準州の検査官によって行われ
ます。

英連邦の一員であるオーストラリアは、昔から英国
の行政手続きを模範としています。欧州機械指令や
関連整合規格との共通点のおかげで、これは機械や
設備の製造業者にとって重要な安全衛生対策におい
ても顕著です。

オーストラリアには独自の規格システムがあり、
オーストラリア規格協会がその整備を担当していま
す。この標準化機構は、国家規格の AS規格を発行
しています。
機械安全分野に適用されるAS規格は以下の通りです。

• AS 4024.xxxx規格シリーズ – 機械類の安全性 
• AS 60204.1 – 機械の電気機器、一般要件
• AS IEC 61511.x規格シリーズ – プロセス産業の機
能安全

• AS 62061 機械類の安全性 - 安全関連の電気、電
子、プログラマブル電子制御システムの機能安全

オーストラリアの安全衛生法で実装することを法的
に義務付けられた具体的要件が現時点で存在しない
場合でも、これらの規格は常に遵守すべきです。オー
ストラリアの機械安全規格は、主に (全部ではあり
ません )、ISOや IEC規格の他、欧州機械指令に整合
化された規格を受け入れてこれを基盤としていま
す。但し、国際規格や欧州規格の現行バージョンが
常に採用されているわけではありません。

機械および設備の安全に関する国ごとの特別な考慮
事項について具体的な質問がございましたら、ピル
ツまでお問い合わせください。オーストラリアにあ
るピルツの現地法人で、オートメーション、設備お
よび機械の安全に関する国際的に定評あるピルツの
サービスをご利用いただくことで、このトピックに
関する各国ごとの質問に的確なサポートを提供いた
します。 



3-50

第 3章 規格、指令、法律

© Pilz GmbH & Co. KG, 2017

3 
規
格
、
指
令
、
法
律

2017-08

3.5 規格、指令、法律の国際比較

3.5.3.2 ニュージーランドの指令と法律

ニュージーランドでは、2015年以降、必要な安全
衛生対策を実施するための労働安全衛生 (Health and 
Safety Work Act: HSW) 法が適用されています。法的
枠組み条件の整備と規定、およびその監視について
は国の機関である労働安全局 (WorkSafe New 
Zealand) が担当しています。

定められている安全衛生要件は一般に法的拘束力が
あるため、遵守する義務があります。様々なアプリ
ケーションガイドラインや実装ガイドラインがあり
ますが、これらは主に、設備や機械の製造業者でな
く、現地の運用者を直接の対象としています。それ
でも、製造業者は、ニュージーランドでの試運転中
に発生する恐れのある問題を回避するために、これ
に対処する必要があります。 
ニュージーランドでは、監視も現地の検査官によっ
て行われます。

英連邦の一員であるニュージーランドは、昔から英
国の行政手続きを模範としています。欧州機械指令
や関連整合規格との共通点のおかげで、これは機械
や設備の製造業者にとって重要な安全衛生対策にお
いても顕著です。ニュージーランドには独自の規格
システムがあり、ニュージーランド規格協会がその
整備を担当しています。この標準化機構は、国内規
格の NZS規格を発行しています。 

一般に、対応するオーストラリアの AS規格は、以
下のように、機械安全分野の AS/NZS規格として採
用されています。

• AS/NZS 4024.xxxx規格シリーズ – 機械類の安全性 

ニュージーランドの安全衛生法で実装することを法
的に義務付けられた具体的要件が現時点で存在しな
い場合でも、これらの規格は常に遵守すべきです。

AS規格と同様に、ニュージーランドの機械安全規
格も、ISOや IEC規格の他、欧州機械指令に整合化
された規格を受け入れてこれを基盤としています。
但し、国際規格や欧州規格の現行バージョンが常に
採用されているわけではありません。

機械および設備の安全に関する国ごとの特別な考慮
事項について具体的な質問がございましたら、ピル
ツまでお問い合わせください。ニュージーランドに
あるピルツの現地法人で、オートメーション、設備
および機械の安全に関する国際的に定評あるピルツ
のサービスをご利用いただくことで、このトピック
に関する各国ごとの質問に的確なサポートを提供い
たします。
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3.5.4 概要

機械や設備の安全に関する欧州の要件と世界各国の
要件を簡単に比較してきましたが、これらはもち
ろん不完全なものです。この比較では、欧州域外に
おける設備や機械の安全要件が、場合によっては非
常に多様であること、とりわけ、極めて一貫性に欠
けていることを明らかにすることだけを目的として
います。

そのため、機械と設備の製造業者は、自社の製品に
関連する国ごとの特別な法律、指令、規格に早めに
対処し、これらをよく理解しておく必要があります。
それが、欧州域外に設備や機械を問題なく輸出する
ための基本的な要件です。

しかし、一般的に言って、それぞれの設備や機械に
関連する EU指令と整合規格を遵守し、実際に実装
することは、時間とコストを管理可能に維持しなが
ら世界各地に設備や機械を輸出できるようにするた
めの主要な前提条件であると言えます。

また、これは特に、非常に詳細な整合規格システムを
持つ欧州指令のコンセプトが国際的にも普遍的な意
義を持つことを示しています。EUには、安全関連
の全分野を対象としながら、なおかつ統一性が維持
された、設備と機械に関する包括的な安全コンセプ
トが存在します。この種の安全コンセプトを持つ国
は、現時点では、EU域外にはありません。機械や
設備の製造業者は、これに依拠することができます
が、CEマークと CE適合性宣言は世界で実際に法的
に認められているわけではありません。CE適合は
世界各国に輸出するための事実上のフリーパスにな
るという考えを、まだ多くの機械や設備の製造業者
が抱いていますが、これは明らかに間違っています。
結局のところ、これは、本質的には自社の製品に適
用される指令や整合規格をすべて遵守、適用し、実
際に実装したと主張する製造業者による「単なる」
自己証明に過ぎません。欧州域外の様々な国では、
限られた範囲で信頼されているに過ぎません。
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3.6 産業用ロボット、人とロボットの協働 
(HRC)

アプリケーションの分析 
計画されているロボットアプリケーションの主要周
辺装置を文書化します。サイクル時間、反復精度、
作業スペース、危険領域などのプロセスと安全関連
要件がシステムの素案に取り込まれます。その後に
技術的・経済的評価を実施します。 

リスクアセスメント
適用される規格および指令に準じてロボットアプリ
ケーションを見直し、存在する危険を評価します。 

安全コンセプト
機械的・電気的・組織的対策を通じてロボットアプ
リケーションの安全を確保するため、きめ細かい技
術ソリューションを作成します。 

安全設計
必要な保護対策を綿密に練ることで、アプリケー
ションの危険ゾーンを削減または排除します。 

システムの実装
リスクアセスメントと安全コンセプトの結果は、選
択した安全対策を通じて個別の要件に合うように実
装されます。 

妥当性確認
リスクアセスメントと安全コンセプト、および ISO/
TS 15066の制限値に従った衝突測定のパフォーマン
スを審査し、反映します。 

国際的な適合性 
欧州の CEマーキング、米国の OSHA、ブラジルの
NR-12、韓国の KOSHA、ロシアの GOST、あるいは
中国の CCCなどの規制要件に機械が適合している
ことを保証します。 

トレーニングと技術サポート 
ロボットの安全アプリケーションに関する専門知
識を普及させます。
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3.6.1 産業用ロボットの使用に関する規範的仕様

機械指令 2006/42/ECによると、ロボットシステム
は半完成機械です。つまり、ロボットシステムは、
最初は安全でないものに分類され、CEマーキング
が必要であることを意味します。 

ロボットシステムは、それ自体では特定された目
的を持たないからです。その用途は、ロボットアプ
リケーションを作成して、ロボットにツールを装備
するインテグレータによってのみ定められます。

インテグレータは、その機械 (ロボットセル ) の市
場投入者であり、EC適合宣言書で終わる適合性評
価を実施する必要があります。

詳細な安全要件としては、ISO 10218「産業用ロボッ
トの安全性」パート 1:  「ロボット」およびパート 2:  
「ロボットシステムと統合」という 2つの規格が、
以前は利用できました。両パートの英語バージョン
は、EN ISO 10218-1:2011 お よ び EN ISO 10218-
2:2011として発行されており、機械指令 2006/42/
ECに列挙されています。

EN ISO 10218-1は、実際のロボットシステムにのみ
関係しています。 

これとは対照的に、EN ISO 10218-2はロボットアプ
リケーション全体に視点を拡大しています。

どちらの規格も C規格です。つまり、これらは、階
層構造ではタイプ Aおよびタイプ B規格の上位に配
置される製品別規格です。

しかし、時間とスペースの点でそれぞれの作業エリ
アが重なる可能性がある、人と機械の実際の協働を
安全に実施することに関して言うと、これらの規格
は不十分であることがわかっています。これらの規
格には抜け穴が存在していましたが、それは ISO/TS 
15066の発行によって閉じられました。 

HRCは、協働中、常に人の安全が保証されるように
するための保護対策を要求しています。ISO/
TS15066では、保護原則として 4種類の協働が詳細
に示されています。加えて、人とロボット間の接触
の生体力学的な最大許容値も定められています。

3.6 産業用ロボット、人とロボットの協働 
(HRC)

EN ISO 12100 Safety of machineryA standards  are the highest level 
and are concerned with essential 
health and safety requirements 
for machines A

B1, B2

C

B1 standards  are concerned 
with safety aspects 
B2 standards are concerned 
with safeguards

EN ISO 13849-1
Safety-related parts
EN 574 Two-hand control devices
EN 13850 Emergency stop devices

C standards  are 
concerned with 
a specific machine 
type or machine 
group

EN ISO 23125 Turning machines 
EN 422 Blow moulding machines 
EN 692 Mechanical presses
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3.6.2 EN ISO 10218-2の観点からのロボットアプリ
ケーション 

前述の通り、EN ISO 10218-2は、より幅広い範囲に
重点を置き、ロボットアプリケーション全体を検討
しています。 

ロボットセルは、以下の部品で構成することができ
ます。

• 産業用ロボット
• エンドエフェクタ (ロボットツール )
• ワークピース
• 機械装置

回転ドライブ技術とは対照的に、ロボット規格では、
安全機能に明確な名前や規定がありません。

産業用ロボットシステムの安全機能には、以下のも
のが含まれる場合があります。

• 安全停止
• 安全減速
• 安全軸制限
• 安全作業スペース監視
• その他

しかし、詳細な仕様は常に製造業者に固有であり、
様々に異なる場合があります。この理由から、各製
造業者の証書を点検して、安全機能のパフォーマン
スレベルを分類できるようにすることが非常に重要
です。

制御システムの安全関連部のパフォーマンスレベル
は、EN ISO 10218-2の第 5.2章に記載されています。
5.2.2では、EN ISO 13849-1に適合する 2チャンネ
ル制御構造は、PL d、Cat.  3と規定されています。

3.6.3 人とロボットの協働と ISO/TS 15066

EN ISO 10218-2は、人とロボットの協働のトピック
に簡単にしか触れていません。この理由から、技術
仕様の ISO/TS 15066が作成されました。これは
2016年 2月から利用できるようになり、HRCのト
ピックを詳細に検討しています。

ISO/TS 15066では、保護原則として 4種類の協働
が示されています。これら 4つの方法は、HRCアプ
リケーションの保護対策として、それぞれを個別に
適用することも、組み合わせて適用することもでき
ます。

方法 1: 安全適合の監視停止

人はロボットが停止した時だけロボットに近づくこ
とができます (「安全適合の監視停止」)。ここでは、
センサ技術の各種の面は検討されていません。 

ロボットシステムは、不意に自動的に再起動するも
のであってはなりません。これは、例えば、制御シ
ステムの安全関連部の故障によって発生する可能性
があります。

方法 2: ハンドガイド

この場合も、人は静止しているロボットにのみ近づ
くことができます。ロボットシステムのハンドガイ
ドは、手動操作するイネーブル装置によってのみ有
効にすることができます。 

0

0
1

3.6 産業用ロボット、人とロボットの協働 
(HRC)
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方法 3: 速度および間隔の監視

この方法では、人とロボット間の距離がセンサに
よって常時監視されます。ロボットシステムは、そ
れに応じて安全に減速した速度で稼働します。

人がロボットに近づけば近づくほど、ロボットの動
作が減速されていきます。距離が近くなりすぎると、
安全停止が作動します。 

安全関連の方法で、方法 3に完全に対応できるセン
サ技術は現時点では市場に存在していません。 

固定バージョンで、スキャナや SafetyEYEを使用す
ることで可能です。

最初の 3つの方法では、人と機械の間の距離を維持
することで安全が保証されます。ここでは、人とロ
ボットの間の接触は許容されません。これらの 3つ
の方法のうち 1つを実装した場合には、特別な HRC
ロボットは必要ありません。速度監視または作業ス
ペース監視のための対応する安全パッケージを製造
業者が装備した、標準的な産業用ロボットを使用す
ることができます。

3.6 産業用ロボット、人とロボットの協働 
(HRC)

方法 4: 動力および力の制限

方法 1～ 3とは対照的に、方法 4では、「特定の状況」
で人とロボットの接触が可能です。しかし、アプリ
ケーションの製造業者は、人とロボットの間の接触
が人にとって危険でないことを保証する必要があり
ます。 

アプリケーションの製造業者は、適合宣言書への署
名によってこれを確認します。

安全な HRCアプリケーションでは、各種の協働に
応じて特別に設計されたロボットシステムが必要で
す。リスク低減は、協働の種類のアプリケーションを
通じて実施するか、ロボットおよび作業スペースの
本質的に安全な設計によって実施することができま
す。この場合の「本質的」とは、ロボットシステム
の設計特性に起因する危険な接触が発生し得ないこ
とを意味します。 
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力／動力低減ロボット 

センサ技術によって接触を「感知」して動作を停止
するロボットシステムです。この接触検出は、ロボッ
ト制御システムの一部を使用して行われます。制御
システムの安全関連部に有効な要件について、 
TS 15066は、先に説明した EN ISO 10218-2 (PL d, 
Cat.3) の第 5.2章を参照しています。

接触を低減するには、エッジや角を丸くしたり、パッ
ドを取り付けたり、あるいは接触面をできるだけ大
きくして圧力を分散させるなどの設計上の対策を通
じた複数の方法があります。技術的な保護対策を用
いることもできます (例えば、ロボットの力の低減
やロボットの軌道の調整によって、特に傷つきやす
い身体領域との接触を避けるなど )。スタッフのト
レーニングも、怪我のリスクを低減するために効果
があります。

しかし、最終的には、起こり得る接触が、安全性の
観点から無害であるかどうかを計算するための計測
手順を用いることが絶対的に必要不可欠です。技術
仕様 ISO/TS 15066の附属書 Aは、12の身体領域に
分類された 29の特定の身体部位を示した身体モデ
ルを提供しています。

身体部位モデルは、力や圧力の観点から身体各部 
(頭、手、腕、脚など ) の痛覚しきい値の詳細を示し
ています。制限値は痛みが始まる時点を指定します。 

これらの制限値は、接触の発生時に、対応する身体
領域にかかってよい力の上限を規定します。最も傷
つきやすい部位は頭です。想定された用途での使用
中に、頭部との接触が発生する可能性を最大限に排
除できなければなりません。アプリケーションが、
人とロボットの接触時にこの制限の範囲内に保たれ
る場合には、規格に適合しています。

ISOでも、接触の種類を明確に区別しています。接
触には、次の 2つのタイプがあります。

• 人とロボットの過渡的な接触。これはロボットか
らの衝撃に対応します。人は、ロボットに衝突さ
れますが、身を引くことができ、身動きができな
くなるわけではありません。この種の接触は、 
TS 15066では準静的な接触より危険性が低いと見
なされています。そのため、この TSでは、人が
押しつぶされることがない接触の場合には制限
値を 2倍にすることを認めています。但し頭部は
例外です。ここでは、頭部の制限値を 2倍にする
ことは認められません。

• 人と機械の準静的な接触。この接触は人が押しつ
ぶされる衝突に相当します。人のすぐ近くに対抗
面 (アプリケーションまたは建築による構造物 ) 
があります。回避することができず、対応する身
体領域が押しつぶされ、人は身動きがとれず、逃
れられない可能性があります。この TSでは、接
触の最初の 0.5秒について制限値を 2倍にするこ
とのみ認めています。しかし、これは頭部に影響
する身体領域には有効ではありません。

3.6 産業用ロボット、人とロボットの協働 
(HRC)
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3.6.4 妥当性確認 

妥当性確認とは、実際のアプリケーションの確認を
意味します。リスクアセスメントから導き出された
リスク低減対策がすべて完全に実装されているこ
とを再確認します。 

アプリケーションは設定が完了し、すぐに出荷でき
る状態であるべきです。 

ロボットセルの妥当性確認フェーズは次のレベルで
構成されます。

レベル 1: パフォーマンスレベル (PL) の計算 

必要な PLrは、設計フェーズで既に決定されていま
す。ここでは、すべての安全機能について、要求さ
れるパフォーマンスレベルが、選択された部品に
よって実際に達成されているかどうかを確かめるた
めにチェックを実行します。 

これは、Safety Calculator PAScalなどの支援ツール
で実行することもできます。 

レベル 2: 安全関連チェック

すべての部品が、完成したロボットセル上に適切に
実装されているかどうかをチェックします。目的は、
取り付け、プログラミング、試運転の間に異常がな
いか確認することです。ロボットシステムは自由度
が高いため、そのチェックは特に困難です。ロボッ
トの妥当性確認だけでなく、アプリケーションの他
のすべての周辺装置の妥当性確認を行う必要があり
ます。 

レベル 3: オーバーラン測定

光学的安全防護物がシステムに取り付けられている
場合には、それらが EN ISO 13855に準拠して取り付
けられているかどうかのチェックを行う必要があり
ます。これは、校正済みで証書を発行されているオー
バーラン測定装置で実行し、試験に合格した場合に
は、その光学的安全防護物の品質シールによって確
認できます。次回の検査時期を、その品質シール上
で明確に読み取れるようにしておくことも必要です。

レベル 4: 接触の試験

人とロボットの接触が起こり得る HRCアプリケー
ションのうち、前述の方法 4に適合するものは、
ISO/TS 15066の生体力学的制限値を維持する必要が
あります。

本質的に安全なロボットシステムであるか、力／
動力低減ロボットシステムであるかにかかわら
ず、生体力学的制限値を遵守することは絶対に必
要です。

ISO/TS 15066には、協働ロボットシステムの数学的
設計に関する指示が記載されています。しかし、こ
れは理論的アプローチに過ぎません。このアプロー
チは、過渡的な接触のみを考慮しています。準静的
な接触に関する数学的なソリューションはありま
せん。そのため、実際に発生する接触値の実地検証
が絶対に必要です。 

接触の試験中に、発生する可能性のある接触の全シ
ナリオを、実際の状況で確認します。ここでは、ISO/
TS 15066で提供されている情報を使用して、あらゆ
る身体部位のシミュレーションを実行します。この
ために特別に開発された衝突測定装置を使用して、
接触の特性値を記録します。

3.6 産業用ロボット、人とロボットの協働 
(HRC)
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3.6 産業用ロボット、人とロボットの協働 
(HRC)

Robot excludes dynamic

Collision

Fail-safe limit robot reached

Limit when robot stops

0.5 s

HRCの方法 4に注意

3.6.5 測定の目的 

基本的に、ロボットの動作はすべて危険になり得ま
す。そのため、人をロボットから保護する必要があ
ります。作業者を保護するために、これまで実践さ
れていたことは、人と機械の厳格な分離でした。ロ
ボットは作業の実施中は常にセル内に隔離されてい
ました。

しかし、新世代のロボットや技術のおかげで、最近
では、接触が危険でなくなった場合には安全柵は不
要になることがあります。

人とロボットが作業スペースを共有し、安全を確保
するための安全柵が存在しないロボットアプリケー
ションでは、CEマーキングプロセスの責任者は、
制限値を遵守する責任があります。

ロボットシステムはこれを自分で行うことができな
いからです。ロボットシステムは、力学を考慮に入
れていません。 

力／動力低減ロボットシステムでは、制御システム
の安全関連部に制限値を入力します。これらは接
触を安全なものにすることを目的としています。し
かし、これらの値は絶対的なものとは見なされま
せん。

実際には何が起きるでしょうか？

1  接触が発生すると、ロボットは、まず抵抗を「感
知」します。最初は、ロボットの力は規定された
力の上限に達していません。ロボットは軌道を維
持しようとして、ドライブの動力を増やします。

2  反対に動く力が増すと、ロボットは接触につい
て設定された力の制限に達します。 

3  ロボットは、この時点で初めて動作を停止し始
めます。停止距離は、接触後、つまり人体に達
してから発生します。
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3.6 産業用ロボット、人とロボットの協働 
(HRC)

軽量なロボットであっても、オーバーランと応答時
間の問題を検討する必要があります。実際には、接
触値が設定値の数倍に達することもあります。

通常は、ロボットの動力の低減が唯一の解決策です。

それでもなお、誠意を持って適合性宣言書を提出で
きるようにするためには、技術的測定を使用して接
触値をチェックすることが必要不可欠です。

そのような測定の種類やその他の測定手法は、理解
しやすく、透明性があり、再現可能であることが重
要です。 

この特定の力と圧力を測定するためにピルツが衝突
測定装置、PROBmdfを開発したのは、そのためです。
スプリングとそれに対応するセンサを備えた装置に
よって、人体にかかる力を正確に測定し、制限値と
比較します。この測定装置は、ロボットのアームと、
柔軟性のない固定面との間の、リスクアセスメント
で決定された位置に取り付けられます。これは、作

業者がロボットと設備の間で押しつぶされる場合な
どの準静的な接触をシミュレートします。測定はソ
フトウェアを通じて開始され、その後、データが処
理されて文書化されます。 

試験は、測定ポイントに応じて、最大 10回まで実
施することが推奨されます。妥当性確認には、最高値、
すなわち「最悪のケース」が使用されます。制限値を
超えた場合には、追加の安全対策としてライトグリッ
ドやガードなどを取り付ける必要があります。

この衝突測定装置は、ISO/TS 15066に適合するピル
ツの完全な妥当性確認製品セットの一部になってい
ます。このセットには、フィルムやスキャナを使用
する測定装置に加え、各種の身体部位をシミュレー
トするために使用できる様々なスプリングが含まれ
ています。ピルツは、トレーニング、メンテナンス、
校正、定期的なアップデートが含まれる製品セッ
トをレンタルで提供しています。

規格適合の人とロボットの協働用の衝突測定セット
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大多数の安全技術やこれに課される要件に対応する
上で最適なハードウェアが設置された、とします。 

ユーザは次に、EN ISO 13849-1に準拠して進め、製
造業者が規定した B10D値、MTTFD値または PFHD

値を使用して、安全機能のパフォーマンスレベルを
決定することになります。(注 : アーキテクチャ、診
断範囲なども要求されます。)ここでは、安全機能
の実装にプログラマブルシステム (制御システム ) 
を使用することがますます増えているとういう事実
が見過ごされがちです。現在では、これらの制御シ
ステムのアプリケーションプログラム (SRASW) も
安全機能の品質に影響を与えるため、ソフトウェア
エンジニアリングについて、対応する方法や手順を
規定し、適用する必要もあります。実際のプログラ
ミング (コーディング ) だけでは十分ではないから
です。

よく言われることですが、「バグのないソフトウェ
アなど存在しません！」どれほど慎重に苦労してプ
ログラミングをしても、プログラミングコードのエ
ラーは避けられません。1,000行のコードには、平
均で 2つのエラーが含まれると考えられます。 

ソフトウェアのエラーが致命的となった例に、「セ
ラック 25」があります。このケースでは、ソフトウェ
アのエラーによって、がん性腫瘍の放射線療法を行
う装置が、過剰な放射線を照射したことで、3年間で
3人の犠牲者を出しました (https://ja.wikipedia.org/
wiki/Therac-25)。

一般的なソフトウェアのエラーとはどのようなもので
しょうか？プログラミングエラーまたはバグとも呼ば
れるソフトウェアのエラーの例は以下の通りです。

• 構文エラー : 文法規則の違反
• セマンティックエラー : コマンドコードの混同など
• ランタイムエラー : 連続ループなど
• 論理エラー : 不正確な解決方法など
• 設計エラー : 要件定義におけるエラーなど
• 動作エラー : 動作コンセプトの混乱など

3.7.1 安全関連ソフトウェア 

安全コントローラ (PSS 4000 など ) には、安全関連
ソフトウェアと呼ばれる 2種類のソフトウェアが含
まれます。ソフトウェアが安全コントローラの機能
の製造業者によって開発されたか、ユーザによって
開発されたかで区別されます。製造業者によって開
発されたソフトウェアはファームウェアまたはオペ
レーティングシステムとも呼ばれ、EN ISO 13849-1
の規範的な用語では、安全関連組込みソフトウェア 
(SRESW) と呼ばれます。アプリケーションプログラ
ムとも呼ばれる、安全コントローラのユーザが開発
したソフトウェアは、安全関連アプリケーションソ
フトウェア (SRASW) と呼ばれます。

さらに、EN ISO 13849-1には、このアプリケーション
ソフトウェア (SRASW) を開発するための 2種類の
プログラミング言語も区別しています。 

無制限あるいはあらゆる種類の言語を対象とするプ
ログラミング言語は、無制約可変言語 (FVL) と呼ばれ
ます。FVL 言語の一般的な例には、Cまたは C++が
あります。これらの言語のアプリケーション分野に
は、SRESWの開発なども含まれます。 
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一方、言語や機能の範囲が制限されるプログラミン
グ言語は、制約可変言語 (LVL) と呼ばれています。
これらの言語は、主に SRASWの開発に使用されま
す。これらの言語には、過去に開発されたライブラ
リファンクションを、新しいアプリケーションコー
ドと結合できるという特性があるため、安全機能に
要求される仕様に適合しています。LVLの典型的な
例には、ラダーダイアグラムやファンクションブ
ロックなどの PLC言語があります。オートメー
ションシステムの PSS 4000では、LVLとしてプロ
グラミング言語のストラクチャードテキストを使用
することも可能です。Cや C++のような高水準言語
機能を、LVLとも見なされ得る程度に制限するコン
トローラ製造業者がますます多くなっています。 

安全関連組込みソフトウェアの開発については、こ
れ以上詳しくは取り上げません。SRASWの開発で
の FVLの使用も、推奨できません。これらのプログ
ラミング言語を使用すると系統的なプログラミング
エラーの確率が増すからです。 
 

3.7.2 リスクアセスメントに関するソフトウェア

安全関連の保護対策が EN ISO 12100に基づくリス
クアセスメントの一環として規定されている場合に
は、安全コントローラや安全機能が統合されたオー
トメーションシステムの使用が増加します。既に述
べた通り、ここでは、安全コントローラをハードウェ
ア部品としてパフォーマンスレベルで分類すること
だけが重要なのではありません。安全関連アプリ
ケーションソフトウェアのエンジニアリングも、安
全機能の品質に影響を与えます。EN ISO 13849-1に
準拠して要求されるパフォーマンスレベルに基づい
て、安全関連アプリケーションソフトウェアはパ
フォーマンスレベルにも適合する必要があります。 

例えば、安全機能が PL dのパフォーマンスレベルを
必要としている場合には、SRASWは、少なくとも
PL dのパフォーマンスレベルを達成する対策に対応
する必要があります。逆の場合、パフォーマンスレ
ベル PL eの要件を満たす SRASWの開発を行って
も、安全コントローラ全体は、パフォーマンスレベ
ル PL cのハードウェアを併用した場合、最終的に
は PL cのパフォーマンスレベルしか達成しないこ
とになります。 

Software languages Standards Software type

LVL
Limited variability 

language

LD FBD

FVL
Full variability 

language

C++ Asm

Embedded software 

Hardware

(Firmware, tool)

SRESW

M
an

uf
ac

tu
re

r
U

se
rs

Safety application 

(Machine)

SRASW

IEC 61508-3

ISO 13849-1

IEC 62061

ISO 13849-1

ISO 13849-1

IEC 61508-3
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3.7.3 ソフトウェア開発の基本的要件

SRASWの開発に課される要件は、EN ISO 1384-1の
セクション 4.6.3でより詳細に検討されています。
ここでは、開発するソフトウェアの要件に加え、開
発ツールと開発プロセスにも要件が課されています。 

パフォーマンスレベルが aから eまでの安全機能で
使用される SRASWの一般要件は以下の通りです。

• 検証と妥当性確認を伴う開発ライフサイクル
• 仕様と設計の文書化
• モジュラ式の構造化プログラミング
• ファンクションテスト
• 改造後の適切な開発活動

安全関連ソフトウェアの開発サイクルは、簡易版の
Vモデルを使用して表すこともできます。Vモデル
の左の枝は、ソフトウェア開発の設計関連の開発段
階を示しています。ここでは、過去の作業段階の結
果と比較して、各開発段階を検証 (チェック ) します。
Vモデルの右の枝は、検証および妥当性確認とも呼
ばれるチェックを実行する時の活動を表していま
す。このモデルは、各設計関連開発段階には検証ま

たは妥当性確認が伴う一方で、試験に必要な試験計
画は、開発段階と並行し、かつ開発段階とは独立し
て既に作成済みであるべきだということも説明して
います。 

エラー防止対策とともに、Vモデルを一貫して適用
することは、エラーを最小限に抑えたソフトウェア
エンジニアリング／開発につながるはずです。
EN ISO 13849-1に適合する安全関連ソフトウェアの
最も重要な要件である、読みやすい、わかりやすい、
テスト可能、使いやすいという特質によって分類され
るソフトウェアです。モジュラ式の構造化プログラ
ムの開発も、結果として当然に保証されるはずです。
SRASWをプログラミングする際に選択できる良い
方法の 1つとして、製造業者が証明済みのソフトウェ
アモジュール／ブロックを参照することがあります。 

実際には、変更によって開発は頻繁に中断されます
が、それは自然なことです。開発中は、これらを日
常的に考慮し、その影響を評価 (インパクト分析 ) す
る必要があります。これらの活動はすべて、Vモデ
ルに従って実行し、変更履歴を使用して記録もすべ
きです。どのような場合でも、開発プロセスの全活
動を文書化することは当然に義務付けられています。 

Specifications 
of the safety functions

Validated software

Safety-related 
software specification

Validation

System design Integration tests

Module design Module tests

Coding

Validation

3.7 EN ISO 13849-1 に適合する安全プログラ

ミング 
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3.7.4 パフォーマンスレベルを向上させるための 
追加的な故障防止対策

既に述べた通り、PL a～ eまでのパフォーマンスレ
ベルを達成するには基本的な対策が必要です。さら
に、パフォーマンスレベルが PL cから eに増加す
る場合には、追加的な故障防止対策を導入する必要
があります。SRASWの仕様を確認するとともに、
安全機能、パフォーマンス基準、制御アーキテクチャ
の他、外部エラーの検出と取扱いに関する正確な情
報を、ライフサイクルに関与する人々に提供する必
要があります。 

さらに、ツールの選択には特別な注意を払う必要が
あります。 

3.7.5 プログラミングツール、言語、ライブラリ

この意味でのツールは、プログラミングツール、ラ
イブラリ、言語の選択と理解されています。 

プログラミングツールは、以下のような系統的エ
ラーの防止機能を備えているべきです。 

• データ型の不一致
• インタフェースの不完全な呼出し
• 再帰 
•	 …

チェックはコンパイル時には既に実行済みでなけれ
ばならず、ソフトウェアのランタイムまで待つべき
ではありません。
 
さらに、使用されるプログラミングツールは、モジュ
ラ式プログラミング手順のアプリケーションに適し
ており、IEC-61131-3で認められた言語のサブセッ
トを使用するべきです。一般に、ラダーダイアグラ
ムやファンクションブロックなどのグラフィック言
語は、純粋なテキストベース言語より読みやすく、
理解しやすくなっています。グラフィック型プログ
ラミング言語の使用が推奨されているのはそのため
です。 

プログラミングツールの PAS4000は、オートメー
ションシステム PSS 4000の一部ですが、インスト
ラクションリストやストラクチャードテキストなど
のテキスト型プログラミング言語だけでなく、ラダー
ダイアグラムやピルツ独自の PASmultiなど、グラ
フィック型プログラミング言語も提供しています。 

PNOZmulti のグラフィックプログラミングは
PNOZmulti製品レンジの一部です。
 
検証済みのファンクションブロックライブラリは、
可能な場合は常に参照すべきです。安全システムの
製造業者は、プログラミングツールのライブラリで
検証済み・証明済みのファンクションブロックを多
数提供しています。もう 1つのオプションは、
EN ISO 13849-1に適合する SRASW開発の要件に基
づき、各種のプロジェクトにおいて開発・文書化さ
れたアプリケーション固有のファンクションブロッ
クライブラリを参照することです。 

3.7.6 ソフトウェアの構造化とモジュラ構造

クリーンな構造化とモジュラ式で設計されたソフト
ウェアは、故障防止と変更処理のための基盤となり
ます。これには、ソフトウェアの仕様と設計フェー
ズという早い時点で注意を払う必要があり、この手
順は、検証済みのライブラリファンクションブロッ
クを使用することでサポートされます。独自に開発
したブロックの場合には、データまたは制御フ
ローを表すために準公式的な手順 (グラフィカルな
方法 ) も適用する必要があります。ステータスダイ
アグラムやプログラムフローチャートなどの方法
は、特にこれに適しています。開発するファンク
ションブロックは、コードの長さを最小限にしてプ
ログラムし、entryとexitで実行する必要があります。 
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3段階のアーキテクチャはが優れていることは、以
下のように実証されています。

Inputs OutputsProcessing

• 入力 : 安全入力を通じて安全センサの情報と信
号を記録する

• 処理 : 安全な状態につながる安全機能を実装する
ために情報を処理する 

• 出力 : 安全出力を通じて作業者ファンクションを
作動させる

安全出力の作動とともに、これらを 1つのプログラ
ムセクションでのみ使用することが非常に重要で
す。ここで、これらの規範的要件を遵守しないと、
特に、設備と機械レベルで危険な状態が発生する恐
れがあります。一般に、SRASWのプログラマは、
防御的プログラミング形式を採用する必要がありま
す。防御的プログラミングでは、ランタイム時に (プ
ログラム内の ) 異常なプロセス、データ、値を検出し、
事前に決定した方法でこれらに対応するソフトウェ
アの開発を目標としています。 

これは、例えば、以下を通じて実現することができ
ます。

• 変数の範囲チェック
• 値の妥当性テスト 
• セット・リセットコマンドの回避
• ソフトウェアのグループ化と構造化

3.7.7 部品の SRASWと非 SRASW

PSS 4000など最新のオートメーションシステムは、
非安全関連のプログラミングと安全関連のプログラ
ミングを結合します。特に、この種のコントローラを
使用する場合あるいはこの種のオートメーションシ
ステム向けのソフトウェアの開発時には、これらの
ソフトウェアコンポーネントは、異なるファンク
ションブロックで、定義されたインタフェースとと
もに実装しなければなりません。安全関連データと
非安全関連データの間の論理結合が作成されていな
い結果として、安全関連信号の整合性が低下する 
(例 : これらの信号の ORリンクを通じて ) ことは特
に重要です。

3.7.8 ソフトウェアの実装とコーディング

EN ISO 13849-1からの要件は、コードは読みやすく、
理解しやすく、かつテスト可能でなければならない
ということです。したがって、組織内で明確なプロ
グラミングガイドラインを定義することが重要で
す。プログラマは全員、これらのガイドラインを理
解し、適用できなければなりません。規範的要件の
1つに、ハードウェアのアドレス (E1.0など ) の使用
は避け、その代わりにシンボリック変数 (Input_
EStop_Channel 1など ) を使用する必要があると定
められているように、プログラミングガイドライン 
(コーディング規則 ) には、変数の構文などを含める
ことができます。

作成したコード (アプリケーションプログラム ) は、
可能な場合は、シミュレーションや、制御およびデー
タフロー分析 (PL dと eの場合 ) を使用して検証す
べきです。 

3.7 EN ISO 13849-1 に適合する安全プログラ

ミング 
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3.7.9 テスト 

非常に時間がかかるテストフェーズは、多くの場合、
ソフトウェアのコーディング後に行われます。既に
述べた通り、SRASWの開発時には、エラーを防止
する対策をすべて講じた場合でも、エラーが発生す
る可能性があります。これらのエラーは、可能な場
合には常にテストフェーズで発見すべきです。この
テストフェーズを十分に実行できるようにするに
は、仕様フェーズと同時に詳細なテスト計画の作成
に着手する必要があります。この計画には、テスト
の完了条件と使用ツールとともに、すべてのテスト
ケースをリストアップしておくべきです。 

機能的挙動とパフォーマンス基準のブラックボック
ステストにより、十分な検証方法が構成されます。
ブラックボックステストとは、テスト対象の内部構
造に関する知識なしに、テスト基準を作成し、実行
する方法を言います。PL dと PL eのソフトウェア
の場合には、制限値の分析に基づき実行するテスト
ケースが推奨されます。この場合、システムは、想
定されているアプリケーションの範囲を超えて慎重
にテストされます。例えば、パラメータは、規定さ
れた制限値より高い値にさらされる可能性がありま
す。しかし、ブラックボックステストを開始する前
に、I/Oテストを用いて、使用される安全関連信号
が SRASWで正確に使用されていることも確認すべ
きです。 

PL／カテゴリ EN ISO 13849-2に適合する確認手段

すべての PLr 機能的挙動とパフォーマンス (時間特性など ) のブラックボックステスト
PLr dまたは eの場合に推奨 加えて、制限値分析に基づく拡張テストケース
すべての PLr 安全関連の入力および出力信号が正確に使用されていることを確認するための I/Oテスト
故障検出を伴う PLrおよび 
カテゴリ

ソフトウェアベースの故障制御対策の適合性を評価するために、分析的に予め決定され
た故障とともに、予測される対応をシミュレートするテストケース
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3.7.10 文書化 

開発ライフサイクルでは、実行コードの結果に加え、
すべての活動を文書化する必要があります。SRASW
に対する変更がそれ以降に実施された場合には、そ
れも文書化する必要があります。完全で、利用可能
で、読みやすく、理解しやすくなければならないと
いう原則は、文書化にも適用されます。 ファンク
ションブロックは、これらの要件に従ってコード内
で文書化する必要があります。また、ファンクション
ブロックはすべてモジュールの見出しを含んでいな
ければならないという要求もあります。これには、
法人の機能の概要、I/Oの概要、バージョン、仕様
などが含まれている必要があります。さらに、コー
ドに関する十分なコメントと宣言行を提供する必要
があります。
 
3.7.11 検証

検証では、多くの場合、「4つの目」の原則と呼ばれ
るコードレビュー方法が用いられます。4つの目の原
則とは、文書またはコードのチェックは、作成者で
はなく別の適格な者が行うということを意味します。 

3.7.12 コンフィグレーションマネジメント

コンフィグレーションマネジメントは、SRASWを
開発する会社に推奨されます。これは、SRASWの
開発に関して作成されたすべての関連文書、ソフト
ウェア、モジュール、テスト結果、ツールのコンフィ
ギュレーションを特定し、アーカイブする必要があ
ることを意味しています。 

3.7.13 変更

SRASWに対する変更のすべてについて、チェックを
実行し、この変更が、ソフトウェアの開発に関する
EN ISO 13849-1からの要件および安全性にどの程度
影響を及ぼすか見極める必要があります。これは、
SRASWに対する変更に関してであっても、Vモデ
ルだけでなく、規範的な仕様と方法を適用しなけれ
ばならないことを意味しています。さらに、変更は
明確かつ十分に文書化する必要があります。 

3.7.14 概要

安全関連ソフトウェアの設計エンジニア、開発者、
プログラマはすべて、適切なコンポーネント (ハー
ドウェア ) の選択を行うだけでなく、SRASW開発
の体系的なアプローチにも従うべきです。ソフト
ウェアとそれに含まれる可能性のあるエラーは、安
全品質において重要な役割を果たすため、ハード
ウェアコンポーネントの適切な選択と同程度に重視
すべきです。 

また、ここに記載する対策は、努力なしには開発・
適用できないことを認識することが必要です。 

3.7 EN ISO 13849-1 に適合する安全プログラ

ミング 
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3.8 妥当性確認

一般規格と分野別規格の構造と重複部分

EN ISO 13849-1/-2

EN 62061

EN 61508

Mechanical, 
hydraulic, 
pneumatic 
systems

Electrical, 
electronic, 
programmable 
systems

User-
programmable 
systems

Safety components and 
system programming

妥当性確認 (Validation: ラテン語で強い、強力、健康
的を意味する validusが語源 ) とは、実行しようとし
ている作業および関連する問題解決に関する計画ま
たは解決法のテストを表しています。検証とは、対
応する仕様に関する計画または解決法のテストを表
しています。これらを合わせた両方のプロセスは、
それぞれの解決法の適合性を証明するために使用さ
れます。

機械工学では、妥当性確認のプロセスは、設備また
は機械が特定の想定用途の要件を満たしているとい
う証拠を提供する必要があります。検証のプロセス
も、制御システムの技術的装置と安全関連部の機
能を検査し、それによって、これらが仕様に従って
安全に機能を実行することを確認するものです。検
証と妥当性確認のプロセスから得た結果と解決法を
文書化することで、設定した目標が実際に達成され
たことを確認します。

整合規格の EN ISO 12100は、その基本的な専門用
語、設計の原則、リスクアセスメント (分析と推定 ) 
の手順に加えて、リスクアセスメントの原則とリス
ク低減によって、安全関連システムまたは機械や設
備の制御システムの安全関連部に適用される主要な
手順を規定しています。以下のその他の整合規格は、
この基本となる規格を基盤として使用して、制御シ
ステムの安全関連部と安全防護物の設計、構造、統
合について定めています。EN ISO 13849-1/-2、およ
び EN 61508とその分野別規格である EN 62061 (妥
当 性 確 認 の 出 典 )。EN 62061 と は 対 照 的 に、
EN ISO 13849-1/-2は電気的システムに制限されて
おらず、機械的システム、空圧システム、油圧シス
テムにも適用できます。両規格 (EN ISO 13849-1/-2 
と EN 62061) とも、機械に関する安全関連制御シス
テムの設計と実装に関する基本的要件を規定してお
り、無効となった EN 954-1 の後継規格です。 
EN ISO 13849-1または EN 62061を適用する場合、
制御システムの安全関連部の設計と実装および妥当
性確認プロセス内のその後のアセスメントに多くの
相違点があります。
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3.8.1 EN ISO 13849-1/2に適合した安全機能の検証

要求される特性データ : PL、(制御 ) カテゴリ、
MTTFd、DC、CCF、B10d

規定された要件は、安全機能を実装するための設計 
(コンポーネントとアーキテクチャの選択 ) の基盤と
なります。計画されたコンポーネントはサブシステ
ムに分類され、達成可能なパフォーマンスレベル (PL) 
が明確化されます。計画された安全機能の検証 : 達
成可能な PL ≥ PLr。妥当性確認プロセスでは、全体
的な仕様の範囲内で、設備と機械に関する制御シス
テムの安全関連部のコンフィグレーションと機能の
適合性を確認します。注 : 各種の機械システム向け
の妥当性確認プロセスの実施方法と妥当性確認ツー
ルに関するガイダンスは、EN ISO 13849-2で確認す
ることができます。

3.8.2 EN 62061に適合した安全機能の検証

要求される特性データ : PFH、SIL、MTTFd、DC、
CCF、B10d。安全機能の実装は、規定された要件に
基づき設計されます。これには適切な部品の選択と
一貫性のあるアーキテクチャの開発が伴います。計
画された部品はサブシステムに分類され、安全度水
準 (SIL) を決定する基盤となります。計画された安全
機能の検証 : 達成した SIL ≥ 要求される SIL。

PL (EN ISO 13849-1) SIL (EN 62061)

a -

b 1

c 1

d 2

e 3

- 4

パフォーマンスレベル (PL) と安全度水準 (SIL) の比較チャート

制御システムの安全関連部の検証では、要件と仕様
が、適用される規格と安全関連仕様に従って満たさ
れていることを証明する必要があります。これらの
要件は、特に以下を参照します。

• リスクアセスメントと安全コンセプト／設計に
従って定められた安全機能の特質

• 安全機能に応じて定められたカテゴリの規格適合
アーキテクチャ

制御システムの安全関連部の検証は、徹底的な分析
に加え、必要な場合には追加の (機能 ) テストと故
障シミュレーションで構成されます。分析は、設計
プロセスの開始と同時に始めることが推奨されま
す。そうすることで、故障／問題が早期に特定され、
それに応じて対処することができるからです。

分析とテストの実行方法は、制御システムの規模、
複雑さ、設備または機械内での統合方法によって異
なります。したがって、特定の分析やテストについ
ては、制御システムの開発が一定レベルに達して初
めて実行することは理に適っています。分析は、そ
の独立性を確保するために、独立した人物または機
関に委託するべきです。妥当性確認を実施するには、
まず妥当性確認計画を作成し、分析とテストの範
囲を決定する必要があります。正確な範囲と 2つの
プロセスのバランスは、使用されている技術とその
複雑さによって常に異なります。次ページの図は、
妥当性確認プロセスの概要を図示しています。

3.8 妥当性確認

2017-08
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Design in accordance 
with EN 954-1 (4)

Start

Validation plan
(3.4)

Validation principles
(3.1)

Testing
(5)

Is testing 
complete?

Modification

Analysis
(4)

Is the analysis 
sufficient?

Test SF under fault 
conditions (3.6)

Validation report

All parts 
tested successfully?

End

YES

YES

NO

NO

NO

Fault lists
(3.2, 3.3)

Documents
(3.5)

Fault exclusion
(Annexes A-D)

Safety functions

Performance Level:
Category

MTTFd

DC
CCF

Systematic failures
Software

Combination/
integration

EN ISO 13849-2に適合する妥当性確認計画

3.8.3 妥当性確認計画に関する一般情報 

妥当性確認計画には、指定された安全機能とそのカ
テゴリの妥当性確認を実施するための要件をすべて
記載する必要があります。また、妥当性確認計画で
は、妥当性確認を実施するために用いる手段に関す
る情報も提供する必要があります。テスト対象の制
御システムまたは機械の複雑さによっては、妥当性
確認計画において、以下の情報を提供する必要があ
ります。

• 妥当性確認計画を実施するための要件
• 操作条件と環境条件
• 基本的な安全原理と十分に吟味された安全原理
• 十分に吟味された部品
• 故障の想定と故障の除外
• 適用する分析とテスト

妥当性確認計画には、妥当性確認文書もすべて含
まれます。
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3.8.4 分析による妥当性確認 

制御システムの安全関連部の妥当性確認は主に分析
によって行います。安全機能 (SRCF) に要求される特
質のすべてを実際に備えていることを示す証拠を提
供する必要があります。分析には以下の要因が含ま
れます。

• 機械に関連して特定されたハザード
• 信頼性
• システム構造
• システムの挙動に影響する、定量化できない質的
側面

• 経験値、高品質な機能、故障率などの確定論的な
論点

「トップダウン」／「ボトムアップ」分析手法

分析手法は、2種類の手法から選択することができま
す。演繹的な「トップダウン」手法と機能的な「ボ
トムアップ」手法です。演繹的な「トップダウン」
手法は、フォルトツリー解析またはイベントツリー
解析の形で適用できます。帰納的な「ボトムアップ」
手法の例には、故障モードと影響解析 (FMEA) と故障
モード、影響および致命度解析 (FMECA) があります。

3.8.5テストによる妥当性確認 

分析による妥当性確認が十分でない場合には、妥当
性確認を完了するために追加のテストが必要になり
ます。制御システムとその要件の多くが複雑を極め
るため、ほとんどの場合で追加テストを実行するこ
とが必要です。 

実際には、テストにはテスト計画が要求され、これ
には以下を含む必要があります。

• テストの仕様
• 予測される結果
• 各テストの時系列での記載

テスト結果は、追跡可能な方法で文書化する必要が
あり、テスト記録は、最低でも以下を含んでいる必
要があります。

• テストを実施した個人または機関の名前
• テスト時点の環境条件 
• テストの手順と使用機器

目的と所定の安全目標が実際に達成されているこ
とを証明するために、テスト結果は、その後、テス
ト計画の仕様と比較されます。

3.8.6 安全機能の検証

妥当性確認の重要な要素は、安全機能が意図した仕
様、機能、カテゴリ、アーキテクチャに適合してい
ることを検証することです。規定された安全機能の
妥当性確認を、設備／機械のすべてのオペレー
ティングモードで行うことが重要です。各安全機能
の基本的な妥当性確認とともに、安全機能内の 
PL/SIL値の妥当性確認にも重要な役割があります。
以下のステップは、PLを達成した安全機能を検証す
る際に要求されます。

• カテゴリの妥当性確認 
• MTTFd値の妥当性確認 
• DC値の妥当性確認
• 共通原因故障／ CCF対策の妥当性確認
• 決定論的原因故障対策の妥当性確認
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安全機能の妥当性確認は非常に複雑なプロセスであ
るため、この場合には、計画／実装された安全機能
の計算に使用できるソフトウェアツール (PAScalな
ど ) を使用することが得策です。これらの計算ツー
ルは、計画された (または採用された ) 部品の安全
関連の特性値に基づいて、必要とされる値や要求さ
れるデフォルト値 (PLrまたは SIL) などの値の妥当
性を確認します。ソフトウェアベースツールの利点
は、安全機能の妥当性確認に伴う各段階をステップ
ごとにガイドしてくれる点です。テスト実施者は、
安全機能のグラフィックモデリングツール内のオプ
ションを利用することで、計算のセキュリティを強
化するとともに、結果の追跡可能性を高めることが
できます。

For each 
safety function

If necessary, 
functional check 
of safety function 
on the machine

PL calculation in 
accordance with the result 
from the risk assessment

Is the 
PL ≥ PL 

(required)?

Have the 
requirements 

been met?

YES

YES

YES

NO

NO

NO

Have all 
SF been fully 

analysed?

Recalculate 
PL

Determine 
which SF required

検証および妥当性確認のフローチャート (出典 : ピルツのトレーニング教材 )
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3.8.7 ソフトウェアの妥当性確認

EN 62061および EN ISO 13849-1/-2規格の規定は、
すべてのパフォーマンスレベルと安全度水準に対す
る、機械分野における安全関連ソフトウェアの開
発を認めています。その結果、ソフトウェアは、高
度の責任を担い、実装される安全機能の品質を大き
く左右します。そのため、作成されたソフトウェア
が明確で、読みやすく、テストとメンテナンスが可
能であることは極めて重要です。ソフトウェアの品
質を保証するために、ソフトウェアは開発時にも妥
当性確認プロセスの対象とされています。基本原則
は以下の通りです。

Customer enquiry

Product definition

System specification 
System architecture

Design specification

Realisation

Integration test

System integration test

Functional system tests

Certification, approvals

Requirement manual and/
or customer requirements

Implementation manual 
Safety requirements

HW/SW module tests
Evidence of functionality

Verification
(Have we developed the right system?)
Evidence of safety and availability

Environmental tests

Validation
(Have we developed the right system?)
Evidence of compliance with product 
requirements

Compliance with the required standards

Hardware and 
software specification

Design documents 
(wiring diagram, parts list,...)

Source code

Module test specification

Visual inspection of software

Safety check

Production release

Product

• Vモデルに従って作業を進めること (検証および
妥当性確認を含む開発ライフサイクル )

• 仕様と設計の文書化
• モジュラ式の構造化プログラミング
• ファンクションテストの実施
• 変更または調整後の適切な開発活動

この場合には、ソフトウェアが安全要件仕様に適合
していることを確認するために対応するレポートも
作成します。このレポートは設備または機械に妥当
性確認レポートの一部となります。安全機能の妥当
性確認と同様に、ソフトウェアに対しても、プログ
ラマ自身ではなく独立第三者による妥当性確認を行
うべきです。

Pilz GmbH & Co. KGのエンジニアリングプロジェクト向けの Vモデル
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今日では、関連する安全制御システムの安全関連ソ
フトウェアの開発とプログラミングに利用できる非
常に優れた証明済みのソフトウェアツールがいくつ
か存在しています。ソフトウェアツールを利用する
ことで、妥当性確認プロセス全体を簡素化できます。
ソフトウェアに含まれるブロックは基本的に事前に
証明され、同時に妥当性が確認されているからです。
これらのソフトウェアブロックをアプリケーション
内で多く使用すればそれだけ、妥当性確認の作業が
軽減されます。同じことは、パラメータ化可能なユー
ザソフトウェアを使用する場合にも当てはまります。
これにも、事前に妥当性を確認済みのブロックが含
まれています。その後の一連のファンクションテス
トでは、安全機能の動作がその仕様に適合している
ことを証明する必要があります。これには、予測さ
れる故障のシミュレーションが含まれます。

3.8.8 環境要件に対する耐性の妥当性確認

制御システムの安全関連部のパフォーマンスを確認
する際には、制御システムのその後の使用方法や環
境的立地などの環境条件がシステムに関して重要な
役割を果たします。関連キーワードには、防水や振
動保護が含まれます。そのため、システムの分析に
よってシステムの妥当性確認を行う必要がありま
す。具体的に言うと、制御システムまたはシステム
が衝撃、振動、汚染物質の侵入など、環境影響から
の広範なストレスに耐え得る機械的耐久性を備えて
いることを分析によって示す必要があります。制御
システムの安全関連部は、あらゆる状況下で安全な
状態を維持する必要があります。分析では、温度、
湿度、電磁両立性などの要因も考慮すべきです。

3.8.9 妥当性確認レポートの発行 

検証と妥当性確認のステップをすべて実行したら、
最後に、妥当性確認レポートを発行します。これに
は、ハードウェアとソフトウェアの両方について、
追跡可能な形で実行された分析とテストに関する情
報のすべてが含まれます。他の資料が追跡可能かつ
特定可能である場合には、それらを相互参照するこ
とが認められます。制御システムの安全関連部のい
ずれかが妥当性確認プロセスを経ていない場合に
は、除外につながった要因とともに、その安全関連
部を明記すべきです。

3.8.10 結論

メンテナンスと修理／定期点検

当然ながら、年月によっても、安全関連制御システム
のパフォーマンスは劣化します。摩耗、腐食、持続的
な (機械的 ) ストレスは安全性の低下につながります。
極端なケースでは、制御部品だけでなく、制御システ
ム全体の危険側故障を引き起こすことさえあり得ま
す。そのため、制御システムの安全関連部の定期的な
メンテナンスを行うとともに、定期点検を実行して機
能安全を確認することが必要です。メンテナンスと修
理の計画とともに、定期点検の記録は書面形式で利用
できるようにすべきです。ファンクションテストは適
格な人物が実行する必要があります。産業安全規則 
(Ordinance on Industrial Safety) の§ 3に準拠するハザー
ドアセスメントに基づき、機械または設備の運用者は、
定期点検のタイプ、範囲および頻度を規定する必要が
あります。産業安全規則の詳細、および当社サービス
の詳細情報は、www.pilz.comでご覧いただけます。
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3.8.11 附属書

ここでのトピックは、十分に吟味された基本的な安
全原理と安全部品に加えて、故障の除外が中心です。
以下は EN ISO 13849-1と EN ISO 13849-2の仕様に
対応し、安全関連の考慮事項の簡単な概要を示して
います。

EN ISO 13849-1/EN ISO 13849-2に準拠した基本的
な安全原理

基本的な安全原理の特徴は以下の通りです。

• 強度、耐久性、弾力性、摩耗を考慮した適切な資
材と製造方法の使用

• ストレスとひずみを考慮した正確な寸法と成形
• 圧力制御バルブやチョークなどの圧力制限対策
• 速度制限対策

EN ISO 13849-2の附属書 A～ Dには、機械、油圧、
空圧、電気／電子システムに影響を及ぼす基本的な
安全原理のリストが含まれています。

EN ISO 13849-1/EN ISO 13849-2に準拠し、十分に
吟味された安全原理

十分に吟味された安全原理の特徴には、例えば、以
下のようなものがあります。 

• 部品の可動部の安全な位置などを通じた故障の回避
• 部品の大型化または定格を下げるなどによるエ
ラーの確率の低減

• 強制的な電気の切断 /強制的な接点開放による故
障モードの定義

• 部品を増やすなどによる故障の影響の軽減

EN ISO 13849-2の附属書 A～ Dには、機械、油圧、
空圧、電気／電子システムの十分に吟味された安全
原理のリストが含まれています。

EN ISO 13849-1/EN ISO 13849-2に準拠し、十分に
吟味された部品

部品は、以下の場合には、十分に吟味されていると
見なすことができます。

• 複数のアプリケーションで過去に使用されたこと
があり、良好な結果を残している場合

• 部品の適切性と信頼性を立証する原理を使用して
製造されている場合

ネジ、バネ、カムなどの機械システムの部品および
コンタクタやリレーなどの電気システムの部品で、
十分に吟味されているものリストは、EN ISO 13849-2
の附属書 A～ Dで確認できます。現時点では、空圧
および油圧システムの部品で十分に吟味されたもの
はリストに挙げられていません。

EN ISO 13849-2に準拠した故障の除外

故障の除外を適用するための要件は、妥当性確認計
画に記載する必要があります。故障の除外は、それ
ぞれ合理的で追跡可能な説明によって正当化できる
ことが重要です。EN ISO 13849-2の附属書A～Dは、
故障の前提に基づく、可能性のある故障の除外の概
要を示しています。例えば、以下のようなものがあ
ります。

• 機械システム部品の大型化または定格を下げるな
どによる破損

• 空圧システムの安全装置による自発変化 
• 油圧システムの強制作動による切り替え時間の変化
• 電気／電子システム上の相互に絶縁された隣接す
る接点間の短絡
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ピルツがお客様に提供できるサポート

Pilz GmbH & Co. KGは、設備や機械のライフサイク
ル内の妥当性確認など、幅広いサービスを提供して
います。開発ソリューションは、リスクアセスメン
トと安全コンセプトを反映することで、システム統
合の実際の要件に適するように調整されています。
ピルツによる妥当性確認の後は、実施した対策の客
観的かつ体系的なレビュー、技術的保護対策の評価、
そして最後にファンクションテストが行われます。
適用される安全規格および指令のすべてへの適合が
保証されます。機械の妥当性確認の実績が豊富なピ
ルツのエンジニアが、設備や機械のセーフティクリ
ティカルなファンクションを検査するための構造的
な方法を開発しています。 計算ツールの PAScalは、
それぞれの安全機能で達成されたパフォーマンスレ
ベルの検証に役立ちます。

ピルツの妥当性確認には以下が含まれます。

• リスクアセスメントからの要件と安全コンセプト
の反映

• 計算ツールの PAScalや Sistemaなどに基づいて
行う、EN ISO 13849-1 / EN IEC 62061に従って達
成したパフォーマンスレベルの妥当性確認

• 取扱説明書の妥当性確認
• ファンクションテストと故障シミュレーションの
実施 (安全チェック )

• 安全関連ソフトウェアおよびハードウェア機能の
テスト 

• センサ／アクチュエータおよび配線のテスト 
• 計測 (接地導体、音響レベルなど )
• 詳細な結果を含むテストレポートの発行
• EC適合宣言書に署名することで、「正式代表者」
としての責任の受け入れ

ピルツの妥当性確認による利点

• 適格な方法による適合性評価手順
• 妥当性確認と CEマーキングの関連側面をすべて
考慮

• ピルツの安全エキスパートによるサポート

CEマーキングによって安全プロセス全体を完了

機械の安全ライフサイクルを完了するために、最終
的なサービスとして CEマーキングを提供します。こ
の場合には、ピルツは、適合性評価プロセス全体を
実施し、手順の全体について責任を負います。正式
代表者として EC適合宣言書に署名することで、ピル
ツは指令の要件を満たしていることを証明します。
その結果、お客様は、欧州域内市場全体で機械が必
要とする「パスポート」を取得することになります。

定期検査、そして規格、指令、製品開発に関する最
新知識は、設備や機械を長期的に安全に操作したい
と願うすべての人にとって必要不可欠です。産業安
全規則によると、電気的検知保護設備 (ライトグリッ
ド、光線装置、スキャナなど ) は適切なコンフィグ
レーションと取り付け、定期的な検査を行うことが
必要不可欠です。これについての全責任は運用者に
委ねられています。

定期的な検査による安全確保

DIN EN ISO 17020に従って DAkkS (ドイツの認証機
関 ) より認証を取得した独立検査機関が、客観性、
お客様の設備や機械の高可用性、さらには、お客様
のスタッフの最高の安全性を保証します。 

ピルツは、プロセスの終了時に検査レポートを提出
し、すべての結果についてお客様と協議します。検
査に合格したら、設備にピルツの品質証書が発行さ
れます。
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お客様が、証書や第三者証明のサービスプロバイ
ダを品質の保証と見なす傾向が強まっています。し
かし、基本的には、証書には法的拘束力がなく、実
際には誰でも発行できます。これらは単に、特定の
業務が関連仕様に従って実施されたことを第三者が
確認したことを示すに過ぎません。事実、証書は第
三者の検査の品質について一切触れていません。証
書を発行する会社の能力について正確な知識がある
こと、あるいは必要に応じて問い合わせを行うこと
が重要なのはそのためです。 

認証を受けた会社では、状況は異なります。認証に
は法的拘束力があり、国家機関のみが発行できるも
のだからです。公的認証機関は、認証によって、会
社や機関が特定の適合性評価手順を実施する能力を
備えていることを認証します。適合性評価は、定義
または目標ごとに特定の仕様が満たされているかど
うかを確認する手順です。認証を受けた会社や機関
が証書を発行する場合には、その会社または機関は、
そのために必要な能力を備えていると考えることが
できます。

3.9.1 認証 : お客様向けの品質シール 

認証を受けた適合性評価機関 (以下「認証済み機関」
と言います ) は、一般には、試験所や校正試験所であっ
たり、検査機関や証明機関であったりします。これ
らの機関は、製品、設備、またはマネジメントシス
テムの適合性を評価するために、マネジメントシス
テム、個人、製品などの試験、検査、証明などのサー
ビスを提供します。通常、評価は、規格に記載され
た要件などの特定の要件が満たされていることを証
明するために必要なテスト手順の一環として行われ
ます。

欧州での認証は、認証指令 765/2008/ECによって一
律に規制されています。2010年 1月 1日以降、す
べての加盟国は、単一の国家認証機関を運営するこ
とが義務付けられています。これは適合性評価機
関を認証し、監査を通じて定期的に評価することで、
要件の継続的な遵守を保証しています。認証プロセ
スではとりわけ、組織の独立性、品質管理、スタッ
フのトレーニング、校正計測装置のマネジメント、
業務手順、記録と試験レポートの取扱いを審査して、
組織が関連 EN/ISO規格に適合していることを確認
します。国家認証機関はまた、オンサイトでの証明
作業の実際の実施状況も検査・評価します。認証は、
認証済み機関とその顧客の両方にとって有益です。
認証機関が規格に従って正確に業務を実施している
ことが顧客に示されるからです。同時に、顧客は審
査を実施する組織の能力について評価基準を得るこ
とができます。

通常、組織は単独で業務を実施し、そのパフォーマン
スに関する技術的な独立評価を受け取ることはな
く、あったとしてもごくまれにしかありません。認
証機関による定期的な評価では、正確かつ信頼性の
高いデータの継続的な提出に関して施設の運営のあ
らゆる側面を審査します。認証機関は改善すべき領
域を特定して審議します。評価の終了時には、詳細
なレポートを提供します。必要な場合には、認証機
関はその後の活動を監視することができます。そう
することで、審査される会社は、適切な是正措置を
確実に導入することができます。
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欧州の認証機関の例
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ドイツでは、連邦経済産業省が設立したドイツの認
証機関 (Deutsche Akkreditierungsstelle GmbH* [DAkkS]) 
がこれを担当しています。過去のすべての認証機関 
(DACH、DAP、TGA/DATECH、DKD) は、2010年の初
めに DAkkSと統合されました。 

MRA MLA

DAkkSと国際試験所認定協力機構 (ILAC)、国際認定
フォーラム (IAF) と欧州認定協力機構 (EA) の間の協
定によって、認証は引き続き世界中で認められてい
ます。

ドイツの認証機関は DAkkSに合併

*  オーストリアの場合は、bmwfi、スイスの場合は、ス
イス認証サービス (Schweizerische Akkreditierungsstelle 
[SAS])

国際的に認められている DAkkS

MRA = 相互承認協定 
MLA = 国際相互承認協定



3-79

第 3章 規格、指令、法律

© Pilz GmbH & Co. KG, 2017

3 
規
格
、
指
令
、
法
律

3.9 証明と認証

2017-08

これらの協定によって、世界中のすべての認証済み
機械が標準レベルの能力を備えており、実施サービ
スが非常に厳格な品質要件を満たしていることが保
証されています。認証は国内的にも国際的にも技術
的能力の指標として高く評価されています。多くの
産業分野では、試験サービスのサプライヤに関する
認証を日常的に規定しています。 

ISO 9001の証明とは異なり、認証は、技術的能力を
判断するために特別に開発された基準と手順を使用
し、それによって試験所や検査サービスから提供さ
れる試験、校正、測定データが正確で信頼できるこ
とを顧客に保証します。認証済み機関は、関連認証
機関のシンボルによって確認することができます。
通常、シンボルは試験レポートまたは校正レポート
に記載されています。ドイツ内の認証済み機関のリ
ストは www.dakks.deに掲載されています。

ピルツ検査機関用の DAkkSのロゴの例

3.9.2 認証または証明

認証では、技術的能力を判断するために特別に開発
された基準と手順を使用します。スペシャリストで
ある技術評価者は、試験や校正データの作成に影
響を及ぼす組織内のすべての要因を徹底的に評価し
ます。この基準は、認証済み機関を評価するために
世 界 中 で 使 用 さ れ て い る ISO/IEC 17020、 
ISO/IEC 17025、ISO 15189などの国際規格に基づい
ています。認証済み機関は、以下のような技術的能
力に関する要因を特に評価するために、この規格を
使用します。

• スタッフの技術的能力
• テスト方法の有効性と適切性
• 国家規格に適合する計測と校正の追跡可能性
• テスト装置の適格性、校正、メンテナンス
• テスト環境
• テスト品目のサンプリング、取扱い、輸送
• テストデータおよび校正データの品質保証

このプロセスによって、認証は、認証済み機関が提
出する試験および校正データが正確かつ信用できる
ことを組織およびその顧客に保証します。 

例えば、ISO 9001に従った証明は、製造およびサー
ビス組織で広く使用されています。これは、製品、
サービスおよび手順が、要求される品質規格を満た
していることを証明するものです。例えば、組織の
品質マネジメントシステムを ISO 9001に従って証
明する目的は、マネジメントシステムがこの規格に
適合していることを証明することです。試験所や検
査機関は ISO 9001に従って証明を受けることがで
きますが、認証とは異なり、その証明は技術的能力
に関しては何も述べていません。
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3.9.3 労働安全規則に適合するテストと認証

欧州の雇用主はすべて、従業員に安全な作業機器を
提供する法的義務を負っています。ドイツでは、こ
れは、産業安全規則 * (BetrSichV) によって遅くとも
2002年 10月から規制されています。この規制の実
施は、1989年に EUが採択し、その後改正された作
業機器指令 2009/104/ECによって義務付けられてい
ます。

*  オーストリアの場合は作業機器に関する命令、ス
イスの場合は傷害保険に関する連邦法 (AIA)

雇用主は、作業機器を初めて使用するときと、その
後の定期点検を通じて、この要件を保証することが
義務付けられています。雇用主は、法定の仕様を考
慮して、点検の間隔を自分で決定する必要がありま
す。また、これらの点検が有資格者によってのみ実
行されることを保証する必要もあります。労働安全
に関する技術規則 1203は、「有資格者」に課される
要件を定めています。基本的に、有資格者は点検分
野に関する専門的なトレーニングを受けており、一
定量の専門的な経験と最近の専門的な活動歴があ
り、かつ定期的かつ継続的に関連トレーニングを受
けている必要があります。雇用主は、どのスタッフを
「有資格者」に指名するかを自由に決めることがで
きますが、有資格者の能力について確信があり、裁
判所で証明できる必要があります。

あるいは、これらのテストを外部の業者に委託する
こともできます。しかし、これによって、雇用主は、
テストの実施会社の能力を確認する責任を免除され
ることはありません。証明を受けた会社とは異なり、
認証済み機関は、この点で特に役立つことがわかり
ます。このような機関の能力について法的拘束力の
ある宣言を行うことで、立証責任を満たすのは認証
だけだからです。

Pilz GmbH & Co. KGは、認証済み検査機関を運営し
ており、設備や機械に関する安全防護物のテストを
企業から受託することができます。認証によって、
そのサービスは世界中で認められています。この検
査機関は、ドイツだけでなく EU加盟各国において
有資格の検査員を手配することができます。そのた
め、ピルツは EU域内だけでなく世界中でサービスを
提供することができます。2015年に、ドイツの認
証機関 (DAkkS) が認証を更新しました。 このことは、
ピルツが機械工学分野のタイプ C検査機関に適用さ
れる EN ISO/IEC 17020:2012の要件をすべて満たし
ており、事前に定められた適合性評価業務を実行す
る能力があることを示しています。ピルツは非常に
複雑な試験を行うこともできます。当社の検査機関
は以下のサービスを提供しています。

EUの作業機器指令実施の例
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• 電気的検知保護設備 ESPE (ライトカーテン、ス
キャナ、安全カメラシステム ) の検査

• 所定の安全距離を確認するための停止パフォー
マンスの計測

• 追加の安全防護物 (E-STOP、安全扉、両手操作 ) 
の検査 

• 産業安全規則の最低要件の遵守の検証
• 機械指令 (CE) の最低要件の遵守の検証

お客様が自社のテストまたは計測ニーズを満たす認
証済み検査機関を選択した場合には、検査機関は、
確実に正確かつ信頼できる結果を提供することがで
きます。検査機関の技術的能力は以下のような要因
によって異なります。

• スタッフの資格、トレーニング、経験
• 正確な校正とメンテナンスが行われている適切な
装置

• 適切な品質保証手順
• 十分なテスト手順
• 妥当性が確認されたテスト方法
• 国家規格に基づく検査
• 正確な記録手順とレポートの発行
• 適格なテスト施設

これらの要因はすべて、認証済み検査機関が技術的
に適格であり、提供するテストの実施能力があるこ
とを確認する上で役立ちます。

3.9.4 結論

基本的に、どの会社も、作業用機器の検査を自社の
スタッフに行わせることもできれば、外部の会社に
委託することもできます。しかし、どのような場合
でも、検査実施者は有資格者である必要があります。
スタッフを選んだ場合には、通常、雇用主がその資
格を評価できます。外部の業者を選んだ場合には、
証拠書類を当てにするしかありません。一般に、証
書には十分な説得力はありません。法律上の紛争で
は、通常は、正式な要件を満たさないからです。こ
れとは対照的に、関連サービスの認証は、信頼性の
高い法的安全性を提供することができます。 

情報リンク : 

• DAkkS: http://www.dakks.de
• EA: http://www.european-accreditation.org
• ILAC: http://www.ilac.org
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安全防護物は、作業者を機械の操作中に発生する恐
れのある危険から可能な限り保護するために必要と
されます。具体的には、通常は、フェンスやバリヤ
など、物理的に機械への接近を妨げるものです。し
かし、場合によっては、このような固定式ガードの
選択が不可能であったり、ふさわしくなかったりす
ることもあります。このような場合は、誰かが危険
源に近づくと機械の一部または全部を停止するか、
または別の手段で機械を安全なステータスにする制
御技術ソリューションが選択されます。このような
危険保護も適切ではないと判明した場合、またはこ
れらの対策を適用しても潜在的な危険が残る場合に
は、表示的安全技術が最終的な選択肢です。つまり、
残存する危険性が取扱説明書または機械自体に示さ
れます。

ガードバリヤや安全装置による危険防止

4.1 安全防護物に関連する欧州連合の規格、

指令、法律
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機械の安全防護物を取り扱う規制は膨大な数になります。まずは、欧州指令 2006/42/ECを検討してみま
しょう。

機械指令 (2006/42/EC)

1.4. ガードおよび保護装置に必要な特性

1.4.1. 一般的な要件

ガードおよび保護装置は以下の通りでなければ
ならない。

•	頑丈な構造である。
•	確実に固定されている。
•	さらに新たな危険の原因となることがない。
•	容易に迂回処置を講じたり、不動作にしたり
することができない。

•	危険なゾーンから十分に距離が離れたところ
に位置している。

•	生産プロセスの観点にもたらす障害を最小限
に抑えている。

•	作業の実施が必要な領域のみにアクセスを限
定することにより、可能であればガードを取り
外すことなく、または保護装置を不動作にする
ことなく、ツールの取り付けおよび交換 (また
はそのいずれか一方 )、ならびにメンテナンスを
目的とした不可欠な作業を可能にする。 

•	可能な場合、ガードは材料または物体の飛び
出しや落下に対する、また機械からの排出物
に対する防護を提供しなければならない。

1.4.2. ガードに対する特別要件

1.4.2.1 固定式ガード 

固定式ガードは、工具を使用してのみ開いたり、
取り外したりすることができるシステムで固定
されていなければならない。ガードが取り外さ
れた場合、その固定システムは、ガードまたは
機械に取り付けられたままの状態でなければな
らない。可能な場合、ガードは固定具がない状
態では所定の場所に取り付けできない構造でな
ければならない。

1.4.2.2 インターロック方式の可動式ガード

インターロック方式の可動式ガードは、以下の
通りでなければならない。

•	開いているときには、可能な限り機械に取り
付けられたままである。

•	意図を持った行動によってのみ調節を可能と
するよう設計、製造されている。

4.1 安全防護物に関連する欧州連合の規格、

指令、法律

2010-11
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インターロック方式の可動式ガードは、以下の
ようなインターロック装置を伴わなければなら
ない。

•	ガードが閉じられるまで機械の危険な機能が
始動するのを防止し、ガードが閉じていない
場合には必ず停止指令を発する。 

機械の危険な機能によるリスクがなくなる前に、
作業者が危険なゾーンに立ち入ることが可能な
場合に、可動式ガードにはインターロック装置
に加え、以下のようなガードのロック装置が備
えられていなければならない。

•	ガードが閉じられ、ロックされるまで、機械
の危険な機能が始動するのを防止する。

•	機械の危険な機能による傷害のリスクがなく
なるまで、ガードを閉じ、ロックされた状態
に保つ。 

インターロック式の可動式ガードは、その部品
の 1つがなくなったり、故障したりした場合に、
機械の危険な機能が始動しないようにするか、
または停止するよう設計されていなければなら
ない。

1.4.2.3 アクセスを制限する調整式ガード

作業上厳密な意味で必要な、可動部品の領域へ
のアクセスを制限する調整式ガードは、以下の
通りでなければならない。

•	関係する作業の種類に応じて、手動または自
動で調整が可能である。

•	工具を必要とせず、容易に調整が可能である。 

1.4.3.保護装置に関する特別要件

保護装置は、以下のように設計され、制御シス
テムに組み込まれなければならない。

•	作業者の手の届く範囲にある限り、可動部品
が始動できない。

•	可動部品が動いている限り、人の手がそれに
届かない。

•	その部品の 1つがなくなったり、故障したり
した場合に、可動部品を始動させないように
するか、または停止させる。保護装置は、意図を
持った行動によってのみ調節可能でなければ
ならない。

4.1 安全防護物に関連する欧州連合の規格、

指令、法律

2010-11
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ここでは、上記の要件における多くの点を以下の通
り個別に検討します。

可能な場合、ガードは材料または物体の飛び出しや
落下に対する、また機械からの排出物に対する防
護を提供しなければならない。ここでは、能動的な
方向性の保護について説明されています。危険な
ゾーンに接近中における危険を考慮するだけでは不
十分で、機械自体に起因し、外部に影響を及ぼす危
険に対する保護が必要となる場合もあります。

安全防護物は、生産プロセスの観点にもたらす障
害を最小限に抑えなければなりません。

固定式ガードの追加要件に、ガードが取り外された
場合、その固定システムは、機械またはガード自体
に取り付けられたままの状態でなければならないと
いうことがあります。よって今後は、例えば、ガー
ドの取り外し後に紛失しないよう、保護カバーのネ
ジを固定する必要があります。

この非常に厳格な要件は、実現可能性という点にお
いて多くの疑問を投げかけています。例えば、これ
は安全フェンスのすべてのネジに当てはまるでしょ
うか？極端な場合、安全フェンスの床の固定具さえ
もこの要件の対象となります。

欧州委員会が発行した「機械指令 2006/42/ECへの適
合のためのガイド - 第 2版 - 2010年 6月」と題する
解説において、1つの解釈が示されています。この要
件は、機械の作業者が取り外しを行うことが予期さ
れる場所で使用される固定式ガードに求められる、
という解釈です。実例としては、毎月清掃を行うた
めにガードを開くというような場合になります。そ
の一方、これは、一般的なオーバーホールや、より
大規模な修理のためだけにガードを取り外すような
場合には適用する必要はありません。したがって、
機械の製造業者がこれに応じて装置を分類すること
が望ましいと言えます。

保護装置は、意図を持った行動によってのみ調節可
能でなければなりません。この要件は、光線装置ま
たはライトカーテンに関して特に意味を持つもので
す。これらの装置は、機械の始動時に調整されます
が、それ以降は正当な理由なく調整できないように
すべきです。そうしないと、必要な安全距離が保証
されなくなる可能性があります。

4.1 安全防護物に関連する欧州連合の規格、

指令、法律

2017-08
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4.1.1 ガードの規格

機械指令の法規制に加えて、現在、安全防護物に関する以下の欧州規格が存在します。 

規格 タイトル

EN ISO 14120:2015 機械類の安全性 -  
ガード - 固定式ガード及び可動式ガードの設計及び製作のための一般要求事項

EN ISO 14119:2013 機械類の安全性 -  
ガードと共同するインターロック装置 – 設計および選択のための原則

4.1.2 ガードの寸法規格

規格 タイトル

EN ISO 13857:2008 機械類の安全性- 
危険区域に上肢及び下肢が到達することを防止するための安全距離 
(ISO 13857:2008) 

EN 349:1993+A1:2008 機械類の安全性－ 
人体部位が押しつぶされることを回避するための最小すきま

4.1.3 保護装置または電気的検知保護設備の設計に関する規格

規格 タイトル

EN 61496-1:2013 機械類の安全性
電気的検知保護設備 - パート 1:  
一般要件およびテスト

EN 61496-2:2013 機械類の安全性
電気的検知保護設備 - パート 2:  
能動的光電保護装置 (AOPD) を使用する機器の特定要件

CLC/TS 61496-3:2008 機械類の安全性
電気的検知保護設備 - パート 3:  
拡散反射形能動的光電保護装置 (AOPDDR) の特定要件

EN ISO 13855:2010 機械類の安全性 
人体部位の接近速度に基づく安全防護物の位置決め 

4.1 安全防護物に関連する欧州連合の規格、

指令、法律
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ガードは、機械の危険から人を保護するための物理
的バリヤの一形態として特に必要とされる、機械の
一部です。場合によっては、人が偶然近づくことに
よってスピードを重視するプロセスが中断すること

が許されない場合など、同じ安全防護物が同時に機
械を人から保護することもあります。以下では、最
初のシナリオのみを検討しています。

ガードの例

「ガード」は、後に取り扱うライトカーテンや光線
装置などの「保護装置」や「電気的検知保護設備」
とは異なり、機械の作業者と危険の間に物理的なバ
リヤを形成します。このような種類の安全防護物は、
危険に近づくのを防止するものではなく、危険に近
づいたときに人または人体部位を検知するもので
す。この場合、危険区域に達する前に危険が除去さ
れるように、下流のコントローラを介して機械が停
止されます。その設計に応じて、ガードは、ハウジン
グ、ケーシング、シールド、ドア、カバーまたはそ
の他の形式として実装することができます。した
がって、ガードには、様々な種類や形式が用意され
ています。

4.2.1 固定式ガード

固定式ガードは、機械に恒久的に取り付けられるも
のです。この種類の安全防護物は、通常の運転条件
でガードを取り外す必要がない場合、または作業プ
ロセスにおいてアクセスが必要とされない場合に適
しています。例として、モータファンの前面にある
チェーンカバーやグリルがあります。

4.2 ガード

2017-08
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4.2.2 可動式ガード

危険領域へのアクセスが必要な場合、安全扉などの
可動式ガードが使用できます。

アクセスを必要とする頻度によって、固定式ガード
と可動式ガードのどちらが必要であるのかが決まり
ます。その決定を行う際に、この規格が役立ちます。

EN 14120
機械の設定、プロセスの修正、またはメンテナンス
のためにのみアクセスが必要となる場合には、以下
の種類のガードを使用する必要があります。

a) 予期できるアクセスの頻度が高い場合 (例えば、
週に 1回以上 ) または固定式ガードの取り外しもし
くは交換が困難な場合には、可動式ガード。可動式
ガードは、インターロックまたはガードロック付き
のインターロックを備えるものとします (ISO 14119
参照 ) 。

b) アクセスの頻度が低く、交換が容易で安全な作業
システム内で取り外しと交換を行うことができる場
合のみ、固定式ガード。

注 : この場合、「インターロック」という用語は、安
全防護物の位置と停止するドライブ間における電気
的な接続を意味します。安全技術では、一般的に理
解されているロックを意味する機械的な「インター
ロック」は、「ガードロック装置」と呼ばれます。

個別診断により、1台の評価装置で複数の安全扉を監視で
きます。

4.2 ガード

2017-08



4-10

第4章 安全防護物

© Pilz GmbH & Co. KG, 2017

4 
安
全
防
護
物

Selection guide for guard type

Fixed guard

Movable guard 
with interlocking device 

(with guard locking)

Are there 
hazards?

Is access required 
during operation?

Is access necessary 
for machine setting, 
process correction 

or maintenance?

Is access 
only required for machine 
setting, process correction 

or maintenance?

Is access required 
during a working cycle?

No guards 
required

Fixed guards

Automatically 
closing guards 

or adjustable guards

Interlocking 
movable guards 
or control guards

Is access required > 
once a week or is the removal 

and replacement of a 
fixed guard difficult?

Is any hazard 
that arises from opening 
the guard averted before 

access is possible?

Yes

No

Yes

Yes

No

Yes

No

Yes

No

Yes

No

No

Yes

EN 14120に適合

4.2 ガード

2017-08
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概要
生産モードの間に開かなければならないガードは、
通常可動式ガードとして設計されています。これら
は、固定式ガードとは完全に異なるものです。固定
式ガードは、メンテナンスまたは修理を行うために
開かれる場合など、まれにしか操作されることはあ
りません。ガードの種類または選択によってコスト
が異なるため、この分類も十分な根拠に基づく必要
があります。

メンテナンスまたは修理作業用の固定式ガード

4.2 ガード

2017-08

4.2.3 安全防護物の設計に関するさらなる側面

可動式ガードの使用を決定したら、次のステップと
して、EN 62061または EN ISO 13849-1に適合した
対応するインターロックの安全レベル (安全度水準 
(SIL) または性能水準 (PL)) を決定します。 その後、
それに対応する制御システムを設計し、妥当性を確
認します。

これらの制御システムには、ガードの位置を検知す
るスイッチの形式によるセンサが含まれます。この
検知機能を使用すると、ガードが開かれた際に危険
動作を止めることができます。追加の安全機能を装
備すれば、安全扉が開かれているときに、ドライブ
が不意に起動するのを防ぐことができます。危険動
作の停止時間を考慮する必要があります。安全扉が
開いているときに、停止時間の長いドライブが危険
動作を引き起こすと想定できる場合、このゲートに
はガードロック装置が必要になります。ガードロッ
ク装置は、能動的に解除操作を行うことにより、ロッ
ク解除する必要があります。これは、例えば、停電
の結果、安全扉が意図せずに解放されることを防ぐ
唯一の方法です。この場合、停電時に危険領域にい
て、後方の安全扉を閉めた人を機械制御システムの
ロック解除コマンドでは解放できないことに注意す
ることも重要です。このようなケースはまれである
かもしれませんが、起こり得ます。このため、機械
的な解放機能を備えたバージョンのガードロック装
置も存在します。但し、操作スタッフは、適切な作
動ツールを用意しておくか、緊急解放の操作方法を
理解しておくことが必要です。
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安全扉スイッチ用の直列接続

可動式ガードをスキャンするセンサを選択する場
合、そのようなセンサを評価装置に直列接続できる
のかどうか、また直列接続できる場合には、何台ま

で接続できるのかという疑問が生じます。この質問
に対する答えは、想定される異常またはこれらの異
常の検知可能性のマスキングによって異なります。
直列接続された以下の安全扉センサの例は、この点
について説明するためのものです。 

直列接続された安全扉の例

4  今度は、右の安全扉も開いています。これらの
信号を介して、リレーは再び正常状態を検知し
ます。異常状態がリセットされ、安全扉を再び
左から右に閉じることができ、機械は再始動の
準備が整います。

この例では、安全回路において検知されない異常を
示しています。別の異常によって、安全扉のガード
全体が故障し、危険にさらされる可能性があります。
このような異常および類似の異常は、フォルトマス
キングという用語で説明されます。現在の規格では、
マスキングの可能性に応じて、スイッチが達成でき
る自己診断率 (DC) が制限されています。 

1  この例では、評価装置に直列接続された 3枚の
安全扉を示しています。最初は、すべての安全
扉が閉じられており、リレーの出力が「オン」、
すなわち機械を操作することができる状態で
す。

2  左側の安全扉で、N/C接点を持つスイッチのラ
インに短絡が発生します。最初は、異常は検知
されず、機械は動作を継続できます。 

3  その次に、左側の安全扉が開かれ、左側のスイッ
チがリレーに信号を送ります。2台のスイッチ
の動作を比較している間に、リレーは矛盾を発
見し、異常状態に切り替わります。すなわち、
安全扉が閉じられると、機械は再始動すること
ができなくなります。

1 2

3 4

2017-08
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この種類のフォルトマスキングの発生は、機械的ス
イッチと磁気近接スイッチにおいて同様に考慮する
必要があります。RFIDベースのスイッチで一般的に
見られるように、内部診断機能と OSSD出力を備え
たスイッチのみがこの影響を受けません。

異常検知機能を内蔵した安全スイッチ

実際には、安全リレーを介して評価される単一のス
イッチのペアは、DC = 99％を達成することができ
ます。この前提に基づいて、ISO/TR 24119では、
直列接続されたスイッチの数とその操作の頻度に基
づいて、一群の相互接続されたスイッチの最大 DC
が規定されています。

次のページのテーブルからわかるように、マスキン
グは達成可能な DCを制限し、その直接的な結果と
して達成可能な PLを制限します。PL eを満たすた
めに一群の相互接続されたスイッチが必要な場合、
異常検知機能を内蔵したスイッチを使用する技術的
な解決策を利用できます。この場合マスキングは発
生し得ないため、DCまたは PLを制限せずに、相互
接続されたスイッチを使用することができます。

機械式スイッチ

この状況では、機械的冗長性の必要性と安全扉上の
独立したスイッチの数についても問題が生じます。
正しく取り付けられた場合、磁気的に操作される
RFID近接スイッチは、単独の機械的な異常が安全機
能の喪失に至らないよう設計されていることが多い
ですが、機械的に操作されるスイッチ (リードスイッ
チやローラースイッチ ) では、1チャンネルの機械
式アクチュエータに特に注意を払う必要がありま
す。スイッチのマニュアルは、スイッチ自体に保証
されている特性があるかどうか、ある場合にはどれ
かを証明するために常に慎重に確認する必要があり
ます。これは、2チャンネルの電気的接点が存在す
る場合には特に重要です。これらのスイッチの機械
的部分に対する故障の除外は、意図された用途の一
部としてスイッチ製造者によって明示的に示されて
いない場合、ユーザによって正当化される必要があ
ります。摩耗、振動、腐食または不適切な機械的ス
トレスなどの影響を予測することは困難であるた
め、これは達成するのが不可能ではないにしても非
常に困難です。このような場合、PL dまたは PL eを
達成するには、扉ごとに機械的なスイッチを 2台、
2チャンネルの磁気スイッチを 1台、または OSSD
出力付きの RFIDスイッチを 1台使用する必要があ
ります。
 

4.2 ガード

2017-08
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頻繁に使用される可動式 
ガードの台数1) 2)

追加の可動式 
ガードの台数 3)

達成可能な最大自己 
診断率 (DC) 4)

0 +
2から 4 中
5から 30 低

> 30 なし

1 +
1 中

2から 4 低
≥ 5 なし

> 1 + ≥ 0 なし

1) 1時間に 1回の頻度を超える場合。
2) 独立した安全防護物を開くことができる作業者の数が 1人を超える場合、頻繁に使用される可動式ガードの台数は 

1台増加する。
3) 次のいずれかの条件を満たす場合、追加の可動式ガードの台数数を 1台減らすことができます。- 安全防護物間の 
最小距離が 5mを超える場合、または追加の可動式ガードのいずれにも、直接人が触れられない場合。

4) フォルトマスキングが確実に発生すると予測できる場合 (例えば、通常の操作またはサービスの一部として複数の 
可動式ガードが同時に開かれる場合 )、診断範囲は「なし」に制限されます。

達成可能な最大自己診断率 (DC) (simplified)

配線タイプ、テストパルス、スイッチタイプなどの
追加パラメータを考慮する場合には、テーブルに示
す値を超えるさらに複雑な事項を考慮することがで
きます。これらは、個々のケースにおいてより好ま
しい結果をもたらす可能性がありますが、常に最大
DCは「中」に制限されます。

また、センサとそれ自体の PLとをどのように直列
接続するかいう問題もあります。この場合、診断は
センサの不可分の要素であり、直列接続によって影
響を受けたり低下したりすることはありません。し
かしながら、評価装置で処理する前に、チェーン内
の最初のセンサのスイッチ信号は他のすべてのセン
サを通って導かれる必要があります。チェーン内で
別のセンサに安全に関するエラーが発生すると、転
送が妨げられる可能性があります。そのため、この
場合には、最初のセンサのみが検査中の安全機能に
含まれる場合であっても、チェーン内のすべての
センサのエラー確率を合計する必要があります。

2017-08

4.2 ガード
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磁気スイッチの評価

磁気的に操作される扉のスイッチ (リードコンタク
ト付き ) を使用する場合、重要であると判明してい
る問題が 1つあります。それは、スイッチのペアと
安全リレーが使用され、その相互適合性が製造業者
によってテストされていない場合、機械の製造業者
はスイッチ内のピーク電流が早期摩耗を起こさない
ようにする必要がある、ということです。これは主
に、リレーベースの安全ユニットを備えたリードス
イッチのペアに影響します。

これを評価するためには、発生する最大ピーク電流
IS (式 1参照 ) を決定し、これをスイッチの許容ピー
ク電流 ISmaxと比較する必要があります。直列接続の
すべてのスイッチを考慮する必要があります。その
ため、許容ピーク電流の最小値のすべてが、最大ス
イッチング電流より大きくなければなりません  
(式 2を参照 )。

RSmin(i) スイッチ iの最小内部抵抗
ISmax(i) スイッチ iの最大許容ピーク電流
UPmax 最大電圧
RPmin 安全リレーの最小内部抵抗
IS 最大スイッチング電流

IS =
Umax

RPmin + ∑ RSmin (i)
i

式 1

IS ≤ MIN (ISmax (i))
i

式 2

早期摩耗の問題は、機械的に操作されるスイッチお
よび OSSD出力付きのスイッチでは、通常は発生し
ません。これらのスイッチの摩耗は、主に平均電流
および熱による挙動によって決まるためです。

可動式ガードのスイッチの検討に関して、 
ISO 13855から新たに考慮すべき要素がもう 1つあ
ります。これには、安全フェンス内の扉が、対応す
る扉のスイッチが信号変化を受信することなく、開
口部から危険なゾーンにアクセスできる程度に開く
ことができる場合に発生し得る潜在的な危険が含ま
れます。これはどちらかというと理論上の危険です
が、検知されないゲート開口部のサイズに比例して
安全距離を長くすることで回避できます。実際には、
この問題は、状況の要件を満たすように選ばれた適
合する扉のスイッチを取り付けることで、そもそも
発生しないはずです。

この点で、扉と危険箇所との間の実際の安全距離は、
実際上の重要度が高くなります。ここで、安全フェン
ス内の安全扉が開いている状態で人が危険領域に入
り、機械がまだ停止動作の途中である場合にどうい
うことが起こるかという疑問が生じます。この場合、
人が十分な速度で接近し、機械の制動時間がそれに
対して長い場合には、この危険領域に人が到達して
しまう恐れがあります。規格によれば、ライトカー
テンを使用する場合に行う計算をこの場合に使用す
ることができます。安全距離 Sは、S= (K × T) とし
て計算されます。Kは人の歩行速度 (1,600 mm/s) で、
Tは扉のスイッチを動作させてから機械が停止する 
(すなわち、安全なステータスが達成される ) までの
時間です。ゲートを開くのに要する時間は差し引く
ことができます。これは、標準的な値が提供されて
いないため、理論的にどれくらいかかるかを考慮す
るか、または実際にそれを計時することによって特
定できます。

4.2 ガード

2013-11
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4.3.1 能動的光電保護装置 

能動的な介入が必要な生産エリアの監視

3次元ゾーン監視用安全カメラシステム

対応する危険区域へのアクセスが特に容易になるよ
うに意図されており、機械自体から予期される危険
な影響 (溶接または研削プロセスなど ) がない場合に
は、保護装置 電気的検知保護設備、以下、ESPEと
略記する ) が常に使用されます。潜在的な危険を十分
迅速に遮断できるようにするために、この保護装置を
適切な距離に設置する必要があります。この距離、
すなわち安全距離 (S) は EN ISO 13855で定義されて
おり、特に次の要因により決定されます。

• t1 = 保護装置自体の応答時間
• t2 = 機械の応答時間、すなわち保護装置からの信
号に応答する機械の停止性能

• C = ビーム間の距離に応じ、ライトカーテンの 2
本のビームの間を検知されずに通って到達する場
合など、保護装置によって検知されない危険領域
へ接近する可能性のある距離

• K = 人体または人体部位の予想される接近速度。
この係数は、歩行速度が 1,600 mm/s、手の速度
が 2,000 mm/sとして、EN ISO 13855で定義され
ています

したがって、実施される距離は、S = K x (t1 + t2) + C
となります

2017-08

4.3 保護装置
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EN ISO 13855では、次の優先距離が定義されています。

ESPEが、保護を必要とするアクセス可能な領域の
上に水平または傾斜した保護フィールドを形成する
場合、フィールドはアプリケーションと ESPEによっ
て予め定められている最小の高さに位置する必要が
あります。ここでもまた、保護されているフィール
ドの外縁部と保護すべき危険ポイントとの間の安全
距離は、機械の停止性能を念頭に置いて、危険領域
内における危険動作に起因する怪我の可能性を排除
するものでなければなりません。 

• ガードが慎重に設計されている場合であっても、
ガードを無効化する手段はすべて考慮する必要が
あります。検知フィールドの上または周囲に到達
する可能性は排除する必要があります。検知
フィールドと隣接する安全フェンスとの間の隙
間を常にカバーすることは必ずしも可能ではない
ため、ここでは人と危険領域との間における安全
距離も遵守する必要があります。これらの距離の
計算は、検知フィールドを使用する危険領域への
アクセスに適用される安全距離の計算によく似て
いるため、この重要な違いには、特に注意を払う
必要があります。実際には、例えば、危険領域へ
のアクセスが垂直に設置されたライトグリッドに
よって保護されている場合があります。しかし、
このライトグリッドは、人が届くほど高くない場
合が多く、例えば、手すりによりますが、高さは
わずか1,100 mmです。この場合、検知フィールドを

分解能 計算式
(距離S [mm])

説明

d ≤ 40 mm S = 2000 x T + 8 (d-14) 結果が 100 mm未満の場合、少なくとも 100 mm
の距離を維持する必要があります。

結果が 500 mmを超える場合、

S = 1600 x T + 8 (d-14)

を計算式として使用できます。

この場合、Sは 500 mm未満にはできません。

40 < d ≤ 70 mm S = 1600 x T + 850 最も低いビームの高さ ≤ 300 mm

最も高いビームの高さ ≥ 900 mm

複数の単一ビーム ビームの数 ビームの高さ (mm)

マルチビーム S = 1600 x T + 850 4 300, 600, 900, 1200

3 300, 700, 1100

2 400, 900

単一ビーム S = 1600 x T + 1200 1 750

リスクアセスメントで単一ビームの配置が許可されている場合

2017-08

4.3 保護装置

遮ることなく、ライトグリッドのすぐ前に立つこ
とができます。さらに、この場合、人は前方に傾き、
伸ばした腕でライトグリッドの向こうの領域に
手を触れることができます。この状況での危険を
避けるために、危険領域とライトカーテンとの間
の最小距離が定義されています。これらの最小距
離は、徒歩速度と手の速度にシステムの応答時
間を掛けたものと、危険領域の高さと安全防護物
の高さに応じた追加値の 2つの要素で構成されて
います。この付加的な値は、最大 1,200 mmにな
る場合があります。スペースが限られている場合、
このシステムを全く使用しなくて済む可能性のあ
る手段をすべて検討してみても良いでしょう。

• 安全マットの位置決めとサイジングに関する情報
は、EN ISO 13855の第 7章に記載されています。
ここでも同様に、よく知られた公式である 
S = (K x T) + Cが使用されます。この場合、Kは 
1,600 mm/sで、これは通常の歩行速度に由来しま
す。安全マットでは検知されない伸ばした腕や
手を保護するには、C = 1,200 mmの最小距離が
必要です。

• 両手操作制御装置の配置に対する安全距離 Sの設
計は、式 S = (K x T) + Cに基づいており、この場合、
Cは 250 mmで、Kは 1,600 mm/sです。



4-18

第4章 安全防護物

© Pilz GmbH & Co. KG, 2017

4 
安
全
防
護
物

4.3.2 電気的検知保護設備に関するさらに重要な側面

4.3.2.1 再起動

安全防護物が発動すると、保護されたフィールドが
クリアされた後に機械が自動的に再起動しないこと
があります。これは、視認により確認したうえで、
危険領域の外にある制御機器でリセットすることに
よってのみ可能でなければなりません。 

4.3.2.2 背面からの侵入

危険領域の正面の保護と同様に、装置の上、下、ま
たは周囲に手を伸ばす可能性、背面から侵入する可
能性も考慮する必要があります。純粋に機械的な安
全防護物や別のライトカーテンを使用して、背面か
らの侵入を防止することができます安全防護物が無
効化される可能性がある場合は、安全防護物を守る
ための追加対策を講じる必要があります。

4.3.2.3 ミューティング

ミューティングは、電気的検知保護設備の一時的な
自動停止であり、これによって、例えば、資材を危
険領域に搬入出することができます。特別なセン
サを使用して、保護されたフィールドを通って資
材を搬送するときにのみミューティングコントロー
ラがミュートサイクルを開始するようにします。こ
のセンサは、人がミューティングセンサを有効化で
きないように配置する必要があります。保護区域に
誰かがアクセスする必要がある場合、危険をもたら
す可能性のある動作はすぐに停止されます。 

業界では、特にこのような場合に対するミュー
ティング機能を備えた特別な安全リレーを開発して
います。一部のライトカーテンには、保護された
フィールドを部分的にのみミュート (ブランキング ) 
するオプションもあります。例えば、このプロセス
では、アイテムを搬送する正確なセクションが受動
的にレンダリングされます。しかし、どのような状
況であっても、保護されていないフィールドのこの
無効化されたセクションを介して、検知されない危
険領域には誰も到達することがあってはなりま
せん。アイテムと保護装置の間には、誰も側面から
危険領域に到達できないようにするために、設計基
準 (残りの自由空間のカバーなど ) を使用する必要
があります。

4台のミューティングセンサによるミューティング

2017-08
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4.3.3 その他のセンサベースの保護装置

4.3.3.1 レーザスキャナ

背面からの ESPEへの侵入を防ぐために、水平また
は斜めに取り付けられた第 2の ESPEを使用するこ
とがよありますが、これは通常、小さな領域しかカ
バーできません。より広いゾーンを保護するには、
スキャナを使用して面からの侵入をさらに光学的に
監視することができます。レーザビームが、監視対
象領域を走査します。ビームが異物によって反射さ
れると、これを検知して、危険動作が安全に停止さ
れます。

4.3.3.2 安全カメラシステム

最近市場が拡大しているのは、自由にコンフィグ
レーション可能なゾーンを監視するための安全カメ
ラシステムです。単純なセンサとは異なり、安全カ
メラシステムでは、監視対象ゾーン全体の詳細な情
報を記録して分析することができます。これにより、
危険を伴う可能性のある作業プロセスが安全に監
視・制御され、人間と機械が保護されます。

4.3.3.3 安全マット

多くの圧力検知マットは、通常開の原則で動作し、
特殊な評価装置の使用を必要とします。これにより、
この動作原理を考慮し、適切に異常が検知されます。
但し、通常閉の原則に基づいて動作する安全マット
も利用可能です。これは要求される安全レベルが低
く、電気的な負荷が低い場合で、これを使用してコン
タクタを直接有効化することができます。

4.3 保護装置

2017-08

安全レーザスキャナと安全カメラシステムによる危険領域の保護
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4.3.3.4 両手操作制御装置

両手操作制御装置は、ワークステーション上で使用
され、作業者の両手が操作箇所から離れないように
します。装置の操作中には、手は危険領域から離れ

ています。様々なタイプの両手操作回路が定義され
ており、必要な保護レベルに合わせて適用すること
ができます。両手操作制御装置の要件レベルは以下
の通りです。

要件 種類

EN 574 Para. I II III

A B C

両手の使用 5.1 ◆ ◆ ◆ ◆ ◆

いずれかのアクチュエータが解放されると、出力信号の停止が開始されます 5.2 ◆ ◆ ◆ ◆ ◆

偶発的な操作の防止 5.4 ◆ ◆ ◆ ◆ ◆

保護効果が容易に無効化されてはならない 5.5 ◆ ◆ ◆ ◆ ◆

両方のアクチュエータが解放された場合にのみ出力信号を再開 5.6 ◆ ◆ ◆ ◆ ◆

最大 500ms以内の同期動作直後の出力信号 5.7 ◆ ◆ ◆

EN 954-1に適合するカテゴリ 1の使用 6.2 ◆ ◆

EN 954-1に適合するカテゴリ 3の使用 6.3 ◆ ◆

EN 954-1に適合するカテゴリ 4の使用 6.4 ◆

P2HZ X4P

両手操作回路の評価

EN 574の現行版では、廃止された EN 954-1規格を
引き続き参照しています。それが EN 574が現在改
訂されている理由の 1つです。

4.3 保護装置
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4.3.3.5 機能的な安全防護物

EN 1037 (またはまもなく DIN EN ISO 14118) に適
合した想定外の始動の回避。

操作が進行中のときは、同じ問題が常に発生します。
操作停止コマンドで停止した場合、どうやって機械
が誤って再起動するのを安全に防止できるか、また、
この状況でコントローラに異常が発生してドライブ
が不意に起動した場合にはどうなるのかという問題
です。これは、「より明白な」安全防護物に関連す
る機能安全の検討と同様に重要な問題です。考慮す
べき重要な点は、インバータ制御ドライブの問題で
す。これらのドライブは、「Zero Speed」や「Controller 
Inhibit」などの信号によって停止することがよくあ
ります。ドライブの現在のステータスに関するデー
タを失わないように、電源を切るのを避けたい場合
がよくあります。場合によっては、交流電源とイン
バータ間、またはインバータとドライブ間の接続を
自発的に遮断することは、デバイスの不具合に結び
つくため、考慮できないことがあります。 

このような場合、機械の設計者には 2つの選択肢が
あります。デバイスの不具合なしにエネルギー供給
からの分離が可能で、他の危険動作を開始しない場
合は、停止監視を使用できます。 インバータ制御の
ドライブは停止していますが、まだアクティブであ
るため、監視して動作しないことを確認します。
万一、エラーのために何らかの動作が発生した場合
は、ブランチ全体への電源供給はコンタクタを介し
て停止されます。このソリューションは、エラーが
発生した場合に起こるわずかな駆動動作が危険を引
き起こさないことを前提としています。この動作は、
監視のためのセンサ技術を有効化する部分と、保護
回路が反応しコンタクタが切り替わる前に発生する
部分との 2つの部分からなります。これらの影響を
リスクアセスメントで検討する必要があります。

速度監視機能を備えた PNOZmulti安全システムによる 
外部ドライブ監視

このような意図せぬ動きが受け入れられない場合
は、安全なドライブ技術を使用する必要があります。
これは、最初からこのような動作不良を防止するも
のです (第 7章 : 安全なモーションコントロールも
参照 )。

ドライブ内蔵安全の例

4.3 保護装置
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安全防護物とその不正操作を扱うことは、真の原因
が長い間ずっとタブーになってきた問題です。マイ
ナスのフィードバックがないため、プラントや機械
の設計のどの部分からプラスの変更を加えることを
開始すればよいかを知ることが困難である、という
状況でした。

この状況は、今や変わりました。商取引協会連合会
は、検査対象となった金属加工機械のほぼ 37％で安
全装置が不正操作されていたことを示す研究を発表
しています。つまり、3分の 1ものケースにおいて、
不正操作が検出され検査されているのです。報告さ
れていない実際の数は、それよりもいくらか高い可
能性があると考えて間違いないでしょう。 

残念なことに、BGの報告書が定期的に示している
ように、安全防護物が不正操作された機械で発生し
ている事故の件数には変化がありません。

4.4.1 法的立場

法的立場は明らかであり、以下の通りです。欧州法
および国内法 (EC機械指令および製品安全法 
(ProdSG)) は、適切なレベルの安全性を備えた製品の
みを市場に出すことが機械製造業者の責任であると
規定しています。製造業者は、すべての機械におけ
る潜在的な危険をすべて事前に立証し、関連するリ
スクを評価する必要があります。製造業者には、リ
スク分析とリスクアセスメントの結果に基づき、各
製品に対する安全コンセプトを開発し、そのコンセ
プトを実装し、関連する文書を提供する責任があり
ます。潜在的な危険がユーザ、第三者、または環境
に悪影響を与えないようにしなくてはなりません。
合理的に予見可能な誤使用も含める必要がありま
す。取扱説明書では、意図された製品の使用方法を
明確に定義し、既知の不適切な使用方法を禁止する
必要があります。

安全防護物を無効化する一部のいかがわしい慣習に
よって明らかになっているように、設計エンジニア
は、機械ユーザの技術的な知識と想像力を過小評価
すべきではありません。それは、信号フローチェーン
の機械的構造へのおおざっぱではあるものの効果的
なアクセスに始まり、タイプ 2安全スイッチ用に巧
みに仕上げられたキーにまで及ぶものです。これに
は、スイッチカム上のポジティブロッキングシャフ
ト／ハブ接続を緩めること (これは発見が困難です ) 
や、コントローラと安全スイッチ間の接続リードに
おいて N/C / N/Oを組み合わせた、高度な短絡とク
ロス回路、偽装され、巧妙に隠されているのに迅速
にアクセス可能なオーバーライドスイッチなどが含
まれます。これは発見された不正操作のわずかな例
であって、決してすべてではありません。

4.4 安全防護物の不正操作
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設計エンジニアは、機械の作業者が一般的にかなり
のレベルの技術的な理解と手先の器用さを備えてい
ること、また設計エンジニアが開発と実装にかけた
時間よりもさらにかなり長い時間をかけて、間違っ
た発想の操作／安全コンセプトに悩まされるように
なり、効果的な「改善」を検討しているということを
考慮すべきです。設計エンジニアは、現実的で実用
的な要件を真剣に意識せず、標準的な仕様のみに頼
りがちなことが非常によくあります。

したがって、事前に潜在的な不正操作を考慮すると
いう課題には矛盾があります。設計エンジニアには、
機械の作業者 (プレッシャを感じながら作業してい
ることが多いものの、代替ソリューションを考え出
すのに十分な時間とエネルギーは持っている ) の想
像力と意欲をシミュレーションすることが求められ
ます。設計エンジニアには、自身の持つ専門知識を
設計に取り入れ、現代の一般的な時間的制約のもと
で、これを不正操作の防止となる安全対策に変換す
ることが求められます。これは、常に簡単に解決で
きるとは限らない課題です。 

EN ISO 14119に含まれる、インターロック装置を
無効化する動機を評価するためのチェックリスト
は、潜在的な不正操作を予測することに非常に役立
ちます。しかし、設計エンジニアが今後ますますユー
ザの立場に立ち、利用可能な操作と安全に関する
コンセプトをどう扱うかを正直かつ誠実に自問する
ようになることも望ましいでしょう。 

4.4 安全防護物の不正操作
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4.4.2 安全に反する行為とその意味

定義

単純な方法による無効化
多大な知的努力、手先の器用さのいずれを用いるこ
ともなく、手動により、または容易に入手可能な物
体 (鉛筆、ワイヤ、ボトルオープナ、ケーブルタイ、
接着テープ、金属フィルム、硬貨、釘、スクリュー
ドライバ、ペンナイフ、ドアキー、ペンチなどの他、
意図された機械の使用に必要なツール ) によって動
作不能状態にする (EN ISO 14119も参照 ) 。

不正操作
安全技術の観点から見て、自らの利益を目的とした、
機械の安全コンセプトに対する意図的、不正かつ対
象を絞った隠れた介入で、ツールの使用によるもの 
(EN ISO 14119も参照 ) 。

サボタージュ
従業員や同僚に害を与えることを目的とした、技術
システムへの秘密、意図的かつ悪意のある介入。単
語の起源 : 旋盤に投げ込まれた 19世紀の農業労働者
またはラダイトの木製靴 (フランス語では、サボッ
ト ) 。

機械の設計および組立ての際に、製造業者は、機械
に何ができるか、そして何ができなければならない
かを定めます。同時に、ユーザによる機械の取り扱
い方法も定めます。設計が成功するということには、
実装マニュアルに記載されている生産量、および製
造された製品の品質とトレランスに関して、機械が
単に技術的機能を満たすということよりもさらに多
くのことが含まれます。ユーザが最初から機械の機
能を実行できるようにするには、一貫した安全性と
操作コンセプトも備えている必要があります。この
2つの領域は相互に関係しているため、これらが同
時に連携して働くように開発し、実現する必要があ
ります。 

現在では、実用的なソリューションを提供する数多
くの製品安全規格 (EN 1010や EN 12717など ) が利
用できます。とはいえ、新しい機械であっても、設
計上の欠陥が未だに見受けられます。例えば、以下
のような欠陥です。

• 技術的設計の不備や部品の精度などにおける不具
合により、ワークフローに対する混乱が繰り返し
発生している。(以下、あるプラントエンジニア
による発言を直接引用 :  「実際の健康と安全のた
めに設計エンジニアができる最大の貢献は、販売
時に約束された通りに動作する機械を設計するこ
とです。」)

• (必要なランダムサンプルの除去などを目的とし
た ) 介入やアクセスが困難またはその機会が存在
しない。

• 異常が発生した場合でも、プラント全体のシャッ
トダウン・再起動により貴重な時間を無駄にする
ことなく、安全にサブセクションへのアクセスを
可能とする、必要なバッファを備えたセグメント
別のシャットダウン機能が欠如している。

間違った発想の安全コンセプトが実践されているこ
とが、未だにしょっちゅう見受けられます。インター
ロックされた安全防護物において多くのミスが犯さ
れるのは、以下のような場合です。 

• アクチュエータ、保存容器、充填孔など、危険の
ない、頻繁に操作される入力ファンクションが 
(インターロックされた ) 安全防護物の背面に設置
されている場合

• 安全防護物が開くと、インターロックによって危
険な状況が迅速かつ確実に中断されるが、その後
に機械やプロセスを続行できない、または再起
動を必要とする場合

4.4 安全防護物の不正操作
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設計者が自身の知識と信念を最大限に発揮して、技
術的機能および人または作業者に関連する機能を設
計し、実装しているということについては疑いの余
地がありません。ユーザがその後に機械を使用する
際に合理的かつ正しい振る舞いをすると信じ込んで
いるからと言って、その設計者を責めることはでき
ません。しかし、まさにここで注意が必要なのは、
人間の行動は、日々の生活と仕事の両方において、
主に利益の追求を指向するものであるということで
す。人は、与えられた課題、または自分自身に課し
た課題をできる限り迅速に、また必要に応じて最小
限の労力で実行しようと努力します。

人はまた、あるプロセスが本来あるべき進行状況ほ
どには進んでいない場合に、そのプロセスの支援に
積極的に介入しようとします。また、厄介な異常を
できるだけ迅速かつ簡単に修正するためにあらゆる
努力を払うものです。設計 (および取扱説明書に定め
られた異常修正手順 ) のせいでそれがかなわない場
合、ユーザはインターロックの無効化などの方法を
見つけ出そうとするでしょう。彼らは、余分な仕事
とは、職務を円滑に行おうとしている個人に降りか
かった災難であると考えることがよくあります。提
供されている安全対策を無効化することで異常修正
手順がずっと簡単になれば、それは成功したと見な
されます。成功した行動は繰り返され、習慣として
定着する傾向がありますが、困ったことに、この場
合には、それは安全性に反する、非常に危険なこと
です。 

Un-
protected

Interlock 
“all or nothing”

leads to
manipulation!

Work under 
special conditions 
and accepted risks

Risk

Normal mode Special mode Operation

Gain 
in 

safety 

Residual risk

特殊なオペレーティングモードに対するインターロックコンセプト
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マネジメントレベルにおいてこのようなルール違反
が容認され、とがめられないことが増えると、罰を
受けずにルール違反が続く確率は高くなります。不
正な行為が新しい非公式のルールになってしまうの
です。時間の経過とともに、リスクの認識は薄れて
ゆき、関係者は潜在的な危険を抜け目なく克服した
と確信するようになります。しかし、リスクはまだ
存在しており、攻撃の機会をうかがっているに過ぎ
ません。

事故の引き金となる要因が、当初はその事故の影
響を受けた人の行動に起因するように見える、とい
うことは明らかです。しかし、関係者にとって大変
危険な (人命を脅かしかねない ) 不正を促している
のは、機械設計上のエラーなのです。このような機
械は、EC機械指令に適合していません。つまり、
機械の機能性と使いやすさを保証しつつ、決定され
たリスクに従って、十分なレベルの安全性を提供す
るように、保護対策を設計することが製造業者の責
任です。結局のところ、実際の要件に合わせて調整
された、緻密な安全コンセプトに基づいて計算可能
かつ許容可能な残留リスクを受け入れるということ
の方が、不正操作を成功させて、機械の作業者を安
全ではないプロセスによるリスクすべてにさらすこ
とよりも常に望ましいのです。

4.4.3 設計者ができること

安全に関連する機械を設計するということは、ただ
規制やその他の法規定を遵守すればよいということ
ではありません。厳密に必要な安全対策のみが実施
されるように、関連する規制や規格を参照して、「ど
こにそんなことが定められているのか？」と尊大な
口調で質問してみても、安全性や人にとって正しく
かつ目的にも適うソリューションを深く検討してい
るということにはなりません。

何よりも、設計エンジニアは、機械と安全装置の操
作性に関して、作業者の実際の経験に基づく要求に
対してもっと敏感でなければならず、これに対して
真剣に対応する必要があります。これは、安全に関
する設計をより困難にするものではなく、ユーザフ
レンドリな安全に関連する機械を製造するための基
礎となるものです。実際の開発と設計の前に、操作
上の要件を詳細かつ誠実に分析し、拘束力を持つ要
件を定めた仕様書にその結果を記録するということ
が不可欠です。そうでない場合、機械や機械に組み
込んだ安全対策が受け入れられない可能性があると
いう状況が起こり得ます。さらに、それによって、
ユーザが「新しいアイデア」を思いつく可能性もあ
りますが、そのほとんどは健康と安全をサポートす
るものではありません。これは、設計者による元々
の考えからは程遠い、全く新たな一連の危険を次々
に呼び起こしかねません。

とはいえ、不正操作が何もないところから起こるこ
とはまれです。これは、通常、機械と操作のコンセ
プトが最適ではないということを示しています。以
下のような場合には、安全に反する行為の発生を常
に予期しておくべきです。

• 作業慣行により、結果に直接的かつプラスの影
響を与えない行動が求められている

• 作業慣行により、常に同じ作業手順の繰り返しを
強いられているか、または作業目標を達成するた
めに常に新たなアプローチが必要とされている

• 安全防護物により、業務の遂行に必要な視線や操
作の余地が制限されている

• 安全防護物により、正常な作業に必要な視覚的／
聴覚的なフィードバックが妨げられている、また
は遮断されている

• 安全防護物が開いている場合に、トラブルシュー
ティングや異常を取り除くことができない

4.4 安全防護物の不正操作
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つまり、機械の機能が制限されていること、または
受け入れられない困難によって、ユーザが安全コン
セプトの「改善」を実行したくなったり、実行を強
いられたりするような場合には、不正操作を常に予
期しておく必要があります。製造業者は、機械の機
能性と操作性を許容可能なレベルの残留リスクで保
証するようにするために保護対策を設計しなければ
なりません。つまり、将来的な不正操作の試みを予
測し、それに対抗するための設計基準を使用すると
同時に機械の取扱いを改善する必要があります。

製造業者の義務には、以下の 3点が含まれます。

1.不正操作の理由と動機を予測し、機械に対する綿密
な操作／安全コンセプトを作成することにより、イン
ターロックを無効化したいという誘惑を排除する。
2.アクセス不可能な場所に安全スイッチを設置す
る、ヒンジスイッチを使用する、取り外し不可能な
ネジを使用して安全スイッチやアクチュエータを取
り付けるなど、設計によって不正操作を困難にする。
3.製品安全法 (ProdSG) に定められている監視義務
の条項に基づき、すべての作業者との厳しい製品監
視によってあらゆる不具合を体系的に特定し、修正
する (カスタマサービスエンジニアからの報告やス
ペアパーツの配送は、この点を明らかにすることに
非常に有益な場合があります )
 
機械を発注する顧客も、機械の製造業者と協議して
両当事者を拘束する実装マニュアルにその要件を誠
実に定め、プロセス内の異常や不具合について率直
に協議してこの情報を文書化すれば、それは不正操
作に対抗することに役立ちます。

4.4.4 ユーザフレンドリなガード

安全防護物、さらにはインターロックガードさえも、
ワークフローの妨げにならず、ワークフローの実際
的な支援となったり、さらにはワークフローを簡略
化したりする場合には、常に積極的に受け入れられ、
不正操作されないということを認識することが重要
です。作業者に対して安全防護物の不正操作を強い
るような安全コンセプト上の欠陥は、正真正銘の設
計上の欠陥であり、状況によっては、機械の製造業
者が責任を負うものです。異常のない通常の操作だ
けではなく、セットアップ、テスト、異常の除去、
トラブルシューティングに対しても、許容可能な残
留リスクを伴う安全に関連したソリューションを実
施する必要があります。

技術的なレベルで不正操作の試みを困難にしても、
一見問題が解決したかのように見えるだけです 
(EN ISO 14119も参照 )。十分なプレッシャがあれば、
「ソリューション」が見つかるからです。もっと重
要なことは、不正操作の理由を取り除くことです。
必要なことは、(安全技術に関してでさえ ) 過度な機
能性ではなく、使いやすさです。安全コンセプトが
適切かどうかについて疑問がある場合には、関連す
る雇用主の責任保険協会または安全部品の製造業者
から助言を求めることを推奨します。

4.4 安全防護物の不正操作
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ガードは、物理的なバリヤを使用して、人や時間的
および空間的に同時に発生する危険な状況を阻止し
するものです。その必須となる設計要件は、 
EN 14120および ISO EN 14119に定められています。
材料の選択に関する問題や安定性などの機械的側面
の考慮と同時に、安全に関連した、人間工学的な側
面を考慮する必要があります。これらの要素は、ガー
ドの機能の品質に関する判断だけではなく、多大な
費用をかけて設定・製造された安全防護物が従業員
に積極的に使用されるか、無効化されるか、さらに
は不正操作されるかの判断にも用いることができま
す。

異論はあるかもしれませんが、経験上、ほぼすべて
の安全防護物は、時が立てばいつかは、取り除いた
り開いたりする必要が生じるものです。安全防護物
が開いている場合に基本的に重要なことは、可能な
限り危険が回避されていて、従業員が危険から保護
されているということです。開いている理由、開い
ている頻度、開いている状態の安全防護物 (以下の
図を参照 ) の背面で実施される作業に関わる実際の
リスクによって、安全防護物の取り付けと監視に使
用される手順が決定されます。

Safeguard is opened for

Servicing work
Troubleshooting 

work
Retrofit work

Maintenance work
Repairs

(installation 
processes)

without tools with tools

Once opened, 
the machine 

may only 
be set in motion 

under certain 
conditions, 

e.g.:
with two-hand 

circuit, 
in jog mode, 
at reduced 

operating speed

Before opening:
Operate 

main switch, 
secure switch 

with lock, 
attach 

warning sign 

Movable
interlocked
safeguard

Safeguard 
fixed to 

the machine

安全防護物を開く手順
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Hazardous movement is safeguarded 

Safeguard
is opened

Switch to 
special mode 

Secure

Press

Hazardous movement 
is interrupted 

Move on under 
certain conditions

&

Work with open safeguards 
and accepted risks

Indicate 
hazards

Secure 
hazards

Avoid 
hazards

Restriction?
Yes

No

安全防護物に対するインターロックコンセプト

操作の条件として安全防護物を頻繁に開く必要があ
る場合、ツールを使用せずに、これが可能でなけれ
ばなりません。危険な状況が発生する場合は、イン
ターロックまたはガードロック装置の使用を保証す
る必要があります。結果として生じるリスクに加え
てドライブ／技術条件に合わせてさらなる保護対
策を調整し、安全防護物が開いている間に実施を必
要とする活動が許容可能なレベルのリスクで実行さ
れるようにしなければなりません。

4.4.5 結論

結論として、すべての設計者に対して最後に述べた
いことがあります。安全防護物が開くと絶対に機械
もサブセクションが動かないようにインターロッ
クを設計することは、実際には安全性に反する行為を
促し、結局のところ、事故につながります。とはいえ、
設計者が戦うべき相手はその原因であり、人ではあ
りません。機械が意図した通りに動作しない場合、
ユーザは介入する以外の選択肢がないと感じます。
機械がいつか事故を発生させることで、その行為に
「報いる」ことはほぼ確実です。しかし、機械はそれを
目的として設計されたわけではないのです。
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